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用 語 例 

 

⑴ 「法」とは，消防法（昭和23年法律第186号）をいう。 

⑵ 「政令」とは，消防法施行令（昭和36年政令第37号）をいう。 

⑶ 「規則」とは，消防法施行規則（昭和36年自治省令第６号）をいう。 

⑷ 「危政令」とは，危険物の規制に関する政令（昭和34年政令第306号）をいう。 

⑸ 「危規則」とは，危険物の規制に関する規則（昭和34年総理府令第55号）をいう。 

⑹ 「市危規則」とは，神戸市消防危険物規則（昭和59年11月規則第42号）をいう。 

⑺ 「条例」とは，神戸市火災予防条例（昭和37年４月条例第６号）をいう。 

⑻ 「条規」とは，神戸市火災予防規則（昭和37年６月規則第34号）をいう。 

⑼ 「建基法」とは，建築基準法（昭和25年法律第201号）をいう。 

⑽ 「建基政令」とは，建築基準法施行令（昭和25年法律第338号）をいう。 

⑾ 「建基省令」とは，建築基準法施行規則（昭和25年建設省令第40号）をいう。 

⑿ 「ＪＩＳ」とは，日本工業規格をいう。 

⒀ 「技術基準」とは，神戸市消防用設備等技術基準をいう。 

⒁ 「ガス事業法」とは，ガス事業法（昭和29年法律第51号）をいう。 

⒂ 「液化石油ガス法」とは，液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（昭

和42年法律第149号） 

⒃ 「高圧ガス保安法」とは，高圧ガス保安法（昭和26年法律第204号）をいう。 

⒄ 「火薬類取締法」とは，火薬類取締法（昭和25年法律第149号）をいう。 

  



は し が き 

（火災予防条例の運用基準改正にあたって） 

 

 昭和37年７月に施行されました神戸市火災予防条例は、神戸市民の安全・安心を目的として

31回の改正を重ねながら現在に至っています。 

 その間、昭和49年７月には火災予防条例の運用基準として冊子が編纂され、昭和60年３月、

平成５年３月と改正を重ねてきました。 

 前回の改正から相当の期間が経過し、また、条例自体も改正を重ねられ、さらに社会情勢の

変化とともに、その内容にも時代にそぐわない面が出てきたことから、全面的に内容を見直し、

今回の改正版に取りまとめることができました。 

 また、その内容については神戸市行政手続条例に基づき、広く市民の皆様に意見を求めた結

果となっています。 

 この運用基準が、市民の皆様の神戸市火災予防条例をご理解いただく一助となり、市民生活

の安全・安心の向上に寄与することとなればと願っております。 

 

平成23年３月          

神戸市消防局長 村 上 正 彦  
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第 3章  火を使用する設備の位置，構造及び管理の基準等 
 

条 項 号  事 項 基 準 

 

 

 

3 

 

 

 

1 

 

 

 

1 

 設 備 

 

 

火災予防上安全な

距離 

 

 

 

不燃材料で有効に

仕上げをした建築

物等の部分 

 本条の設備とは，使用形態上容易に移動できないものをいい，

こんろ・移動式ストーブ等については，火を使用する器具とし

て取り扱う。 

 火気設備の使用に際して，付近にある可燃物等に対する熱的

影響及び飛び火などによる火災を防止するため，周囲にある可

燃物等から一定の距離を保つほか，可燃物以外の建築物等から

も，火気設備本体の点検，整備のための空間を確保するよう規

定したものである。 

 下地を不燃材料以外の材料で造り，不燃材料で仕上げた建築

物等の部分のうち，室温35℃で火気設備器具を使用した場合，

火気設備器具に面する不燃材量以外の材料の火気設備器具側温

度が100℃を超えないものをいう。 

※ 有効に遮熱できない場合は条例別表第１の適用を受ける。 

 

 

 建築物等の部分 仕上げ 間柱及び下地等 

条例別表の適用を

受けるもの 

耐火構造 不燃材料 難燃材料，可燃材料 

耐火構造以外の構造 不燃材料 不燃材料以外 
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条 項 号  事 項 基 準 

3 1 1 ア 別 表 第 １ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防 熱 板 

 条例別表第１の離隔距離の基準は，すべての燃焼機器に対し

て適用するのではなく，安全性が確認されたものに適用する。 

 つまり，気体燃料を使用する火気使用設備及び器具について

は，ガス事業法に定められた「ガス用品」又は液化石油ガス法

に定められた「第一種液化石油ガス器具等」に該当するものに

あっては当該法律に基づき表示の付されているもの，これら以

外のものにあってはＪＩＳに適合する製品及び㈶日本ガス機器

検査協会等の公的検査機関の行う検査に合格したものが該当す

る。 

 また，液体燃料を使用する火気使用設備及び器具については，

ＪＩＳに適合する製品又は火災予防上これと同等の安全性を有

すると認められる㈶日本燃焼機器検査協会等の公的検査機関の

行う検査に合格した設備及び器具並びに公的機関により安全性

が確認された設備及び器具が該当する。 

 安全性が確認されていないものについては，第３条第１項第

１号イに定める距離基準による。 

 条例別表第１の備考で示している防熱板の仕様及び設置につ

いては，次のとおりである。 

⑴ 断熱性能については，室温35℃で火気設備器具を使用した

場合，不燃材料以外の仕上げ部分の表面温度が100℃を超えな

いものとする。 

⑵ 材料についてはステンレス鋼版（板厚0.3㎜以上）及び鋼板

（板厚0.5㎜以上）の他，これと同等の耐熱性，耐食性及び強

度を有する不燃材料とする。 

⑶ 耐熱性能に影響を及ぼす有害な変形がないように補強して

設置すること。 

⑷ 防熱板の固定ネジは，燃焼等による熱を直接受けない位置

とすること。 

⑸ 不燃材料以外の仕上げ部分に固定する際には，不燃材料以

外の仕上げ部分と防熱板との間に10㎜以上の通気空間を設け

ること。ただし，次の場合については設けないことが出来る。 

 ア 設備の上方に設置する場合（サウナ設備を除く） 
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条 項 号  事 項 基 準 

      イ 火源が隠蔽されている設備等の側方に設置する場合 

 ※ この場合防熱板は，金属以外の不燃材料とすること。 

⑹ 通気空間を設けるのに必要なスペーサーは熱伝導率の小さ

い金属以外の不燃材料とし，火気設備器具からの熱影響が少

ない部分に設置すること。 

防熱板の設置例 

⑴ こんろの場合（気体・液体燃料共通） 

 

 

 

 

 

 

 

 Ｈは，機器に応じ製造者等で実施した試験データ等から，消

防機関において安全性が確認できる高さとする。 

 

⑵ 気体燃料を使用する機器 

    湯沸設備の場合        ふろがまの場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ 液体燃料を使用する機器 

 ア 防熱板等の範囲は，燃焼機器の投影面積に条例別表第１

に示す当該機器の側方離隔距離を加えた大きさ以上とする｡

ただし，石油コンロの側面上方については機器に応じて製

造者等で実施した試験データ等から，消防機関において安 
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条 項 号  事 項 基 準 

       全性が確認できる高さとする。 

 イ 側方又は後方防熱板等の設置方法（上方防熱板等の同時

施工を含む。） 

 

 

 

 

 

 

 

 ａ 条例別表第一に示す当該機器の側方離隔距離 

 ｂ 条例別表第一に示す不燃（防熱板等）の離隔距離（側方

又は後方） 

 ｃ 条例別表第一に示す不燃（防熱板等）の離隔距離（上方） 

 

⑷ 設置上の注意 
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条 項 号  事 項 基 準 

3 1 3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 

 可燃性のガス又は

蒸気が発生し，又

は滞留するおそれ

のない位置 

 

 

 

 

 

 

階段，避難口等の

付近で避難の支障

となる位置 

 都市ガス，プロパンガス，水素ガス，ガソリン蒸気などの引

火性，爆発性の高いガス又は蒸気をいい，その濃度は燃焼範囲

の下限以上であるガス又は蒸気を意味する。 

 ガソリン，シンナーその他の引火性の大なる危険物の蒸発，

噴霧，塗布等により可燃性のガス，蒸気が発生する場所や，こ

れらのガス，蒸気又は都市ガス，プロパンガス，水素ガスその

他の可燃性ガスが漏れたりした場合に滞留するおそれのある場

所以外の位置をいう。従って，室内に設ける場合にあっては，

有効な強制換気装置が設置されていても，ガスまたは蒸気が発

生する場所には炉等の位置は避ける必要がある。 

 炉自体からの出火，または他からの出火により避難する場合，

炉が避難口，避難通路，階段，廊下その他避難に使用する設備

に接近していると避難の支障となるので原則としてこれらの階

段，避難口等から５ｍ以上離して設置する必要がある。 

 しかし，共同住宅等では，設計上避難施設の近傍だけプラン

を変更することが難しい面もあり，現実を踏まえて，下記の条

件を満足する場合は，実質的に危険性が少ないものとして，

５ｍを短縮しても差し支えない。 

 ⑴ ＰＳ設置式又は壁組込設置式のガス機器は，以下のア・

イの条件を共に満足する場合は，屋内階段，屋外階段を出

た正面や，屋内避難階段，屋外避難階段等の避難口の周囲

２ｍの範囲を避けた位置に設置することができる。 

  ア 設置するガス機器の条件 

   ガス用品，液化石油ガス器具等の基準により，安全性が

確認されたものであること。なお，壁組込設置式ガス

機器は，ガス機器防火性能評定品に限る。 

  イ 設置場所に対する条件 

   ・設置場所の周囲に，延焼のおそれのある「不燃材料以

外の材料による仕上げをした建築物等の部分」がない

こと。ただし，壁組込設置式ガス機器に用いる専用ボッ

クスは，防火性能評定の試験により確認された距離で

設置すること。 
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条 項 号  事 項 基 準 

        ・避難経路としての有効幅員が確保されていること。 

   ・壁組込設置式ガス機器を設置する外壁は，防火上及び

構造耐力上問題がないこと。 

 ⑵ 前記ア・イの条件に加えて，さらにガス機器の前面（給

排気口の部分を除く。）を鋼製（メーター，検針窓の部分

は網入りガラス）の扉で覆ったものは，屋内階段，屋外階

段を出た正面や，屋内避難階段，屋外避難階段等の避難口

の周囲２ｍ以内にも設置することができる。ただし，壁組

込設置式ガス機器を設置する外壁は，耐火構造，準耐火構

造または防火構造でなければならない。 
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 屋外階段の例 屋外避難階段の例 

踊
場
の
あ
る
場
合 

  

踊
場
の
な
い
場
合 

  

そ
の
他
の
形
状
の
場
合 

  

そ
の
他
の
形
状
の
階
段 
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条 項 号  事 項 基 準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

燃焼に必要な空気

を取り入れること

ができ，かつ，有

効な換気を行うこ

とができる位置 

 ⑶ 扉内設置例 

   階段の正面または屋内避難階段，屋外避難階段の周囲２

ｍの範囲内は，扉内設置とすること。（ＰＳ設置式，壁組込

設置式は同一基準） 

 

 

 

 

 ⑷ パイプシャフト内設置例（ＦＦ式） 

   ＦＦ式ガス機器をパイプシャフト内に設置する場合にお

いても，屋外階段の正面または屋内避難階段，屋外避難階

段の周囲２ｍの範囲内は扉内設置とすること。 

 

 

 

 

 

 燃焼には空気（酸素）の供給が必要であり，必要な空気の供

給がないと異常燃焼をおこし，また火が消えたまま，気体，液

体燃料が放出され，中毒，爆発，火災などの災害を発生させる

おそれがある。 

 燃焼に必要な空気（以下「燃焼空気」という。）の量は，炉

の型式，燃料によって異なるが，燃焼空気の流通しやすい場所

に，炉を設置するとともに，特に室内に設ける場合は，燃焼空

気を取り入れることができる通気口，ガラリ，給気ダクトを設

けるなどの措置が必要である。これらの規制については，建基

政令第20条の３及び「換気設備の構造を定める件（昭和45年建

設省告示第1826号）」等に定められており，これらの規定を満足

しておれば，この号の規定は満足するものとして取り扱って支

障ないものであり，建築関係法令の適用のない既存建築物に火

気設備が設置される場合は本号の規定を満足する必要がある。 

 燃焼空気を取り入れる開口部の面積等は，その取入方法及び 
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条 項 号  事 項 基 準 

     燃料種別等に応じ，次の式により求めた数値以上とすること。 

１ 開口部により燃焼空気を取り入れる場合の開口部（以下

「燃料空気取入口」という。）の必要面積。ただし，求めた

数値が200㎠未満となる場合は，200㎠とする。 

        Ａ＝Ｖ×ａ×１／α 

        Ａ：燃料空気取入口の必要面積（単位：㎠） 

        Ｖ：炉の入力（単位：㎾） 

        ａ：１㎾当たりの必要面積（単位：㎠） 

     燃料種別に応じた表に示す数値 
 

燃 料 種 別 ａ 

気 体 8.6 

液 体 9.46 

固 体 11.18 

 

α：ガラリ等の開口率で，種別に応じた数値。 

ただし，ガラリ等を使用しない場合は1.0とする。 
 

ガラリ等の種類 α 

スチールガラリ 0.5 

木 製 ガ ラ リ  0.4 

パンチングパネル 0.3 

 

２ 給気ファンにより燃焼空気を取り入れる場合の必要空気量 

        Ｑ＝Ｖ×ｑ 

        Ｑ：必要空気量（単位：㎥／ｈ） 

        Ｖ：炉の入力（単位：㎾） 

        ｑ：１㎾当たりの必要空気量 

              （単位：㎥／ｈ） 
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条 項 号  事 項 基 準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6 

 

 

 

7 

 

 

 

8 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防火上有効な措置 

 

 

 

火災の発生のおそ

れのある部分 

 

 

地 震 

 

          燃料種別に応じた数値 

燃 料 種 別 ｑ 

気 体 1.204 

液 体 1.204 

固 体 1.892 

 

 燃料空気取入口は，直接屋外に通じていること。ただし，燃

焼空気が有効に得られる位置に設ける場合にあってはこの限り

でない｡ 

 燃焼空気取入口は，床面近くに設けるとともに，流れ込んだ

空気が直接炉の燃焼室に吹き込まない位置に設けること。 

 有効な換気を行うための排気口は，天井近くに設け，かつ屋

外に通じているとともに，その大きさは，燃焼空気取入口と同

等以上の大きさとすることを原則とし，200㎠以上のものを設

ける必要がある。また，排気を換気扇等による強制排気とした

場合，容量や静圧が大きすぎると室内が負圧となり，不完全燃

焼や吹き返し等の原因となるので，原則として自然排気口とす

る必要がある。 

 炉の底面からの熱の伝導，ふく射による火災発生を防止する

ための措置であり，例えば堅固な架台の上に設け，底面通気を

図るなどして床又は台の表面温度が80℃を超えない構造とする

ことをいう。 

 炉は，その使用に際して外部温度が高温となるものについて

は，熱の伝導，ふく射等により付近に可燃物があると出火する

おそれがあるので，炉の周囲接触部，火の粉のこぼれ落ちる床

面及び周囲の可燃物等の表面温度が80℃を超える部分をいう。 

 一定規模以上の地震による振動又はこれに相当する地震以外

の原因による振動，衝撃により容易に転倒，破損しないように

固定器具により固定することを規定したもので，一定規模以上

の地震とは300ガル程度の水平振動の加速度を有するものをい

う。 
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条 項 号  事 項 基 準 

人の体感・行動、屋内の状況、屋外の状況 

震度 
階級 

人の体感・行動 屋内の状況 屋外の状況 

０ 
人は揺れを感じないが、地震計に

は記録される。 
－ － 

１ 
屋内で静かにしている人の中には、
揺れをわずかに感じる人がいる。 

－ － 

２ 
屋内で静かにしている人の大半が、
揺れを感じる。眠っている人の中

には、目を覚ます人もいる。 

電灯などのつり下げ物が、わずか
に揺れる。 

－ 

３ 

屋内にいる人ほとんどが、揺れを

感じる。歩いている人の中には、
揺れを感じる人もいる。眠ってい
る大半の人が、目を覚ます。 

棚にある食器類が音を立てること
がある。 

電線が少し揺れる。 

４ 

ほとんどの人が驚く。歩いている

人のほとんどが、揺れを感じる。
眠っている人のほとんどが、目を
覚ます。 

電灯などのつり下げ物は大きく揺

れ、棚にある食器類は音を立てる。 
座りの悪い置物が倒れることがあ
る。 

電線が大きく揺れる。自動車を運
転していて、揺れに気付く人がい

る。 

５弱 
大半の人が、恐怖を覚え、物につ

かまりたいと感じる。 

電灯などのつり下げ物は激しく揺
れ、棚にある食器類、書棚の本が
落ちることがある。座りの悪い置

物の大半が倒れる。固定していな
い家具が移動することがあり、不
安定なものは倒れることがある。 

まれに窓ガラスが割れて落ちるこ
とがある。電柱が揺れるのがわか

る。道路に被害が生じることがあ
る。 

５強 
大半の人が、物につかまらないと
歩くことが難しいなど、行動に支

障を感じる。 

棚にある食器類や本棚の本で、落

ちるものが多くなる。テレビが台
から落ちることがある。固定して
いない家具が倒れることがある。 

窓ガラスが割れて落ちることがあ
る。補強されていないブロック塀

が崩れることがある。据付が不十
分な自動販売機が倒れることがあ
る。自動車の運転が困難となり、

停止する車もある。 

６弱 立っていることが困難になる。 
固定していない家具の大半が移動
し、倒れるものもある。ドアが開
かなくなることもある。 

壁のタイルや窓ガラスが破損、落

下することがある。 

６強 
立っていることができず、はわな
いと動くことができない。 
揺れにほんろうされ、動くことも

できず、飛ばされることもある。 

固定していない家具のほとんどが

移動し、倒れるものが多くなる。 

壁のタイルや窓ガラスが破損、落
下する建物が多くなる。補強され

ていないブロック塀のほとんどが
崩れる。 

７ 
固定されていない家具のほとんど
が移動し倒れたりし、飛ぶことも

ある。 

壁のタイルや窓ガラスが破損、落

下する建物がさらに多くなる。補
強されているブロック塀も破損す
るものがある。 
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条 項 号  事 項 基 準 

木造建物（住宅）の状況 

震度 
階級 

木造建物（住宅） 

耐震性が高い 耐震性が低い 

５弱 － 壁などに軽微なひび割れ・亀裂がみられることがある。 

５強 － 壁などにひび割れ・亀裂がみられることがある。 

６弱 壁などに軽微なひび割れ・亀裂がみられることがある。 

壁などにひび割れ・亀裂が多くなる。 
壁などに大きなひび割れ・亀裂が入ることがある。 
瓦が落下したり、建物が傾いたりすることがある。倒

れるものもある。 

６強 壁などにひび割れ・亀裂がみられることがある。 
壁などに大きなひび割れ・亀裂が入るものが多くなる。 
傾くものや、倒れるものが多くなる。 

７ 
壁などにひび割れ・亀裂が多くなる。 
まれに傾くことがある。 

傾くものや、倒れるものがさらに多くなる。 

（注１）木造建物（住宅）の耐震性により２つに区分けした。耐震性は、建築年代の新しいものほど高い傾向があり、概ね昭和 56

年（1981年）以前は耐震性が低く、昭和 57年（1982年）以降には耐震性が高い傾向がある。しかし、溝法の違いや壁の配

置などにより耐震性に幅があるため、必ずしも建築年代が古いというだけで耐震性の高低が決まるものではない。既存建

築物の耐震性は、耐震診断により把握することができる。 

（注２）この表における木造の壁のひび割れ、亀裂、損壊は、土壁（割り竹下地）、モルタル仕上壁（ラス、金網下地を含む）を

想定している。下地の弱い壁は、建物の変形が少ない状況でも、モルタル等が剥離し、落下しやすくなる。  

（注３）木造建物の被害は、地震の際の地震動の周期や継続時間によって異なる。平成 20年（2008年）岩手・宮城内陸地震のよう

に、震度に比べ建物被害が少ない事例もある。 

鉄筋コンクリート造建物の状況 

震度 
階級 

鉄筋コンクリート造建物 

耐震性が高い 耐震性が低い 

５強 － 
壁、梁（はり）、柱などの部材に、ひび割れ・亀裂が
入ることがある。 

６弱 
壁、梁（はり）、柱などの部材に、ひび割れ・亀裂が
入ることがある。 

壁、梁（はり）、柱などの部材に、ひび割れ・亀裂が
多くなる。 

６強 
壁、梁（はり）、柱などの部材に、ひび割れ・亀裂が
多くなる。 

壁、梁（はり）、柱などの部材に、斜めや×状のひび
割れ・亀裂がみられることがある。 

１階あるいは中間階の柱が崩れ、倒れるものがある。 

７ 

壁、梁（はり）、柱などの部材に、ひび割れ・亀裂が
さらに多くなる。 
１階あるいは中間階が変形し、まれに傾くものがあ

る。 

壁、梁（はり）、柱などの部材に、斜めや×状のひび
割れ・亀裂が多くなる。 
１階あるいは中間階の柱が崩れ、倒れるものが多くな

る。 

（注１）鉄筋コンクリート造建物では、建築年代の新しいものほど耐震性が高い傾向があり、概ね昭和 56年（1981年）以前は耐震

性が低く、昭和57年（1982年）以降には耐震性が高い傾向がある。しかし、構造形式や平面的、立体的な耐震壁の配置に

より耐震性に幅があるため、必ずしも建築年代が古いというだけで耐震性の高低が決まるものではない。既存建築物の耐

震性は、耐震診断により把握することができる。 

（注２）鉄筋コンクリート造建物は、建物の主体構造に影響を受けていない場合でも、軽微なひびがみられることがある。 
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条 項 号  事 項 基 準 

地盤・斜面等の状況 

震度 
階級 

地盤の状況 斜面等の状況 

５弱 

亀裂※1や液状化※2が生じることがある。 落石やがけ崩れが発生することがある。 

５強 

６弱 地割れが生じることがある。 がけ崩れや地すべりが発生することがある。 

６強 

大きな地割れが生じることがある。 
がけ崩れが多発し、大規模な地すべりや山体の崩壊が
発生することがある※3。 

７ 

※１ 亀裂は、地割れと同じ現象であるが、ここでは規模の小さい地割れを亀裂と表記している。  

※２ 地下水位が高いゆるい砂地盤では、液状化が発生することがある。液状化が進行すると、地面からの泥水の噴出や地盤沈下

が起こり、堤防や岸壁が壊れる。下水管やマンホールが浮き上がり、建物の土台が傾いたり壊れたりするなどの被害が発生す

ることがある。 

※３ 大規模な地すべりや山体の崩壊等が発生した場合、地形等によっては天然ダムが形成されることがある。また、大量の崩壊

土砂が土石流化することもある。 

ライフライン・インフラ等への影響 

ガス供給の停止 

安全装置のあるガスメーター（マイコンメーター）では震度５弱程度以上の揺れで遮
断装置が作動し、ガスの供給を停止する。 
さらに揺れが強い場合には、安全のため地域ブロック単位でガス供給が止まることが
ある※。 

断水、停電の発生 震度５弱程度以上の揺れがあった地域では、断水、停電が発生することがある※。 

鉄道の停止、高速道
路の規制等 

震度４程度以上の揺れがあった場合には、鉄道、高速道路などで、安全確認のため、
運転見合わせ、速度規制、通行規制が、各事業者の判断によって行われる。（安全確
認のための基準は、事業者や地域によって異なる。） 

電話等通信の障害 

地震災害の発生時、揺れの強い地域やその周辺の地域において、電話・インターネッ
ト等による安否確認、見舞い、問合せが増加し、電話等がつながりにくい状況（ふく
そう）が起こることがある。そのための対策として、震度６弱程度以上の揺れがあっ
た地震などの災害の発生時に、通信事業者により災害用伝言ダイヤルや災害用伝言板
などの提供が行われる。 

エレベーターの停止 
地震管制装置付きのエレベーターは、震度５弱程度以上の揺れがあった場合、安全の
ため自動停止する。運転再開には、安全確認などのため、時間がかかることがある。 

※ 震度６強程度以上の揺れとなる地震があった場合には、広い地域で、ガス、水道、電気の供給が停止することがある。 
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条 項 号  事 項 基 準 

大規模構造物への影響 

長周期地震動※によ
る超高層ビルの揺れ 

超高層ビルは固有周期が長いため、固有周期が短い一般の鉄筋コンクリート造建物に
比べて地震時に作用する力が相対的に小さくなる性質を持っている。しかし、長周期
地震動に対しては、ゆっくりとした揺れが長く続き、揺れが大きい場合には、固定の
弱いＯＡ機器などが大きく移動し、人も固定しているものにつかまらないと、同じ場
所にいられない状況となる可能性がある。 

石油タンクのスロッ
シング 

長周期地震動により石油タンクのスロッシング（タンク内溶液の液面が大きく揺れる
現象）が発生し、石油がタンクから溢れ出たり、火災などが発生したりすることがあ
る。 

大規模空間を有する
施設の天井等の破損､
脱落 

体育館、屋内プールなど大規模空間を有する施設では、建物の柱、壁など構造自体に
大きな被害を生じない程度の地震動でも、天井等が大きく揺れたりして、破損、脱落
することがある。 

※ 規模の大きな地震が発生した場合、長周期の地震波が発生し、震源から離れた遠方まで到達して、平野部では地盤の固有周期

に応じて長周期の地震波が増幅され、継続時間も長くなることがある。  
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条 項 号  事 項 基 準 

3 1 9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10 

 

 

11 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12 

 過度に上昇しない

構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

火種及びバーナー

の火が消えないよ

うな措置 

開 放 炉 

 

 

常時油類その他こ

れに類する可燃物

を煮沸する 

防火上有効な遮へ

い 

 

 

あふれた溶融物を

安全に誘導する装

置 

 

 電熱の場合はサーモスタットにより一定温度で電源を遮断す

る自動温度調節装置と熱源を切る過熱防止装置を設けることを

いう。 

 スチームの場合は，蒸気圧または可溶金属を使用してコック

を開閉する等の方法をいう。 

 ただし，人が常時看視しているものにあっては，温度検出装

置に代えることができる。 

 しかし，特に工業用炉においては、炉の性格上、このような

温度に保つことが困難な場合がありうる。この場合においては，

通常の使用温度以上にならないように，炉の表面又は内面をけ

いそう土，煉瓦等で被覆する等の措置を講ずれば，本号の違反

とはならないものと解する。ただ，この場合，火災発生を防止

するよう管理を厳重に行うことが必要である。 

 風雨よけの屋根，ついたて，囲い，はかまのようなものを，

たき口に設けること。 

 

 鋳物工場，焼入工場等にみられる炉で，燃焼ガス等の高温の

気体，火の粉等が，煙突，排気筒等を介さず，直接外気に放出

される構造の炉をいう。 

 動植物油，鉱物油その他これに類する危険物又は可燃性固体

類若しくは可燃性液体類をいうものであり，沸点以下で加熱す

ることも含まれる。 

 火の粉の飛散ならびに接炎を防止するための遮へい板，つい

たての類を設けること。並びに火の粉，伸長した火炎又は可燃

性の蒸気が天蓋から排気筒へ侵入することを防止できる遮へい

板，グリスフィルターの類を設けることをいう。 

 あふれた溶融物が周囲の可燃物に接して出火するのを防ぐた

め，樋，溝等により安全にためます等へ導くものである。 
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条 項 号  事 項 基 準 

3 1 14 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15 

 

 

 

17 

 

 

 

 

 

ア 

 

 

 

 

 

イ 

 

 

ウ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 

熱 風 炉 

 

 

 

 

風道の炉に近接す

る部分 

防 火 ダ ン パ ー 

 

 

 

金属以外の不燃材

料 

 

じんあいの混入を

防止する構造 

 

 

 

 

防火上有効な底面

通気 

 

 

燃料が漏れ，あふ

れ，又は飛散しな

い構造 

 工業用，家畜飼育用，植物栽培用などがあり（暖房を目的と

するものについては，条例第３条の３の温風暖房機，乾燥を目

的とするものにあっては，条例第７条の乾燥設備の適用を受け

る。），熱風の発生方式には，熱交換器を使用した間接式と熱交

換を行わない直接式とがある。 

 炉から２ｍ以内の部分で，炉に近い部分をいう。 

 

 風道に設けられる防火ダンパーは，鉄板製の風道口径と同一

の大きさの遮へい板で，平常は開放されており，非常時には風

道を閉鎖して遮断するもので，温度ヒューズや煙感知器連動に

よる自動式のものと手動式のものとがある。 

⑴ 人造鉱物繊維保温材（ＪＩＳ Ａ9504） 

⑵ 無機多孔質保温材（ＪＩＳ Ａ9510） 

⑶ ⑴，⑵と同等以上の遮熱性及び耐久性を有する不燃材 

 給気口すなわち熱交換部分において加熱されて，熱風となる

空気の取入口から塵あい等が吸入され，加熱発火し，又は火粉

等となって，暖房される室内に流入することを防止するため，

給気口の向きを考慮するとか，金網を張る等の装置をいう。金

網の網目の大きさとしては，少なくとも30メッシュ程度より細

目の網が適当と考えられる。 

 たき殻入れの底部から熱が床板などに伝達し，床板から出火

するケースがあることから，たき殻入れの底面と床面の間に空

間を設け通気を図ることによって，断熱，冷却をしようとする

もので，脚などを設け，床面と５㎝以上離す必要がある。 

 地震動等によって燃料液面が振動した場合に，通気孔や通気

管から燃料が飛散，流出しない構造のものをいう。したがって，

開放式の燃料槽は地震等により燃料が飛散又は流出するおそれ

があるため，「燃料が漏れ，あふれ，又は飛散しない構造」と

はいえない。 
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条 項 号  事 項 基 準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

17 

イ 

 

 

 

 

ウ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 

地震等により容易

に転倒し，又は落

下しないように設

ける 

 

油温が著しく上昇

するおそれのない

燃料タンク 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同等以上の強度を

有する金属板 

燃料タンクを直接床面に設ける場合は床面に固定するほか，

架台上に設ける場合は次によること。 

１ 燃料タンクは，架台と固定すること。 

２ 架台の脚部は床面に固定すること。 

３ 架台を壁体に固定する場合は方づえ等で補強すること。 

 「油温が著しく上昇するおそれのない燃料タンク」とは，

「油温が引火点以上に上昇するおそれのない燃料タンク」であ

り，燃料消費量が最大の状態で，運転開始後，各部の温度が定

常状態になったときの燃料タンクの油温が引火点未満の燃料タ

ンクをいう。この場合は，炉からの水平距離を60㎝以上とし，

又は炉の間に防火上有効な遮へいを設けることにより水平距離

を60㎝未満とすることができる。 

（注）防火上有効な遮へいとは，下図に示す遮へい板を設け

るものとする。この場合，遮へい板は，ボイラー及び燃料タン

クと接触しないものとし，かつ，油温が引火点以上とならない

ものであること。 

 

 

 

 

 

 

１ 強度とは，その材料の引張り強さ（抗張力）をいうものと

し，ＪＩＳ Ｇ3101一般構造用圧延鋼材Ｓ Ｓ400（引張り強

さ400Ｎ／㎟以上）を基準とする。 

２ 同等以上の強度を有する金属板とは，概ね，次の計算式に

より算出した数値以上の板厚を有する金属板をいう。 

 

 

 

  この式において，ｔ，σ，およびＴは，それぞれ次の値を

表わすものとする。 

  



- 18 - 

 

条 項 号  事 項 基 準 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

18 

 

 

 

ク 

 

 

 

ケ 

 

 

コ 

 

ス 

 

セ 

 

 

 

有効なろ過装置 

 

 

 

燃料の量を自動的

に覚知することが

できる装置 

水抜きができる構

造 

減 圧 装 置 

 

直火で予熱しない

構造 

過度の予熱を防止

する措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他の気体燃料 

 

点火及び燃焼の状

態が確認できる構

造 

 ｔ：使用する金属板の厚さ（㎜） 

 σ：使用する金属材料の引張り強さ（Ｎ／㎟） 

 Ｔ：条例において定める鋼板の厚さ 

 バーナーのノズル等に砂等の異物がつまって異常燃焼をおこ

すことのないよう，異物を取り除くためのもので，金網（バー

ナーのノズルの口径以下の網目のもの），布によるもの，沈殿

槽等をいう。 

 第31条の５第２項第６号の基準による。 

 

 

 ナンク底部にたまった水を抜くことのできる構造のもので，

タンクの底部にドレンコックを設けたもの等をいう。 

 安全弁（セーフティバルブ）を設け，バイパスパイプ，リター

ンパイプ等により圧力を減圧する装置をいう。 

 裸火（炎又は赤熱体など）で直接燃料を加熱する方法では

なく，シーズ線方式の電熱，蒸気管等により加熱する構造をい

う。 

 電熱の場合はサーモスタットにより一定温度で電源を遮断す

る自動温度調節装置及び熱源を切る過熱防止装置を設けること

をいう。 

 スチームの場合は，蒸気圧または可溶金属を使用してコック

を開閉する等の方法をいう。 

 ただし，温度調節装置の機能が停止した場合，予熱する燃料

の温度が過度に上昇しない場合は，過熱防止装置を設けないこ

とができる。 

 また，人が常時看視しているものにあっては，温度検出装置

に代えることができる。 

 メタン，エタン，ブタン等がある。 

 

 燃焼の炎が視認出来るのぞき窓等をいう。 
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条 項 号  事 項 基 準 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

19 

ア 

 

イ 

構造上又は使用上

適当でない場合 

ねじ接続，フラン

ジ接続，溶接等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

必 要 に 応 じ 

 

バーナー本体を移動させて使用するような場合などをいう。 

 

ねじ接続とは，ねじによって配管を接続する方法をいう。 

 

 

 

 

 

 

 フランジ接続とは，フランジ管継手によって配管を接続する

方法をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

炉の形態や燃焼方式等によっては必ずしもアからエの安全装

置を設ける必要がないものもあるため，個々の設備に応じた安

全装置を設けること。 

 なお，安全装置が設けられていない設備であっても，(財)日

本燃焼機器検査協会，(財)日本ガス機器検査協会，(財)電気安全

環境研究所又は(財)日本品質保証機構の検査合格品について

は，これらの安全装置が設けられたものと同等の安全性を有す

るものとみなす。 
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条 項 号  事 項 基 準 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

         規格や基準への適合表示の例 

（日本工業規格又は火災予防上これと同等以上の基準に適合した設備及び電気用品安

全法に適合したもの） 

日
本
工
業
規
格 

に
適
合
し
た
も
の 

ＪＩＳ表示（旧） ＪＩＳ表示（新） 

 
経過措置により平成20年９月30日 

まで表示可 

 
平成17年10月１日から 

 

気
体
燃
料
を
使
用
す
る
火
気
使
用
設
備 

火
災
予
防
上
日
本
工
業
規
格
に
適
合
し
た
も
の
と
同
等
以
上
の
基
準
に
適
合
し

た
も
の 

特定ガス用品の技術上の基準に適合
したもの 

特定以外のガス用品の技術上の基準
に適合したもの 

  

特定液化石油ガス器具等の技術上の
基準に適合したもの 

特定以外の液化石油ガス器具等の技
術上の基準に適合したもの 

  

第三者機関※1の検査基準に適合したもの（例） 

 

液
体
燃
料
を
使

用
す
る
火
気
使

用
設
備 

第三者機関※1の検査基準に適合したもの（例） 

 

Ｓ－0000（JIS 商品） 

Ｎ－0000（JIS 商品以外） 

電
気
を
熱
源
と
す

る
火
気
使
用
設
備 

電
気
用
品
安
全
法

に
適
合
し
た
も
の 

特定電気用品※2（例） 特定電気用品以外※3（例） 

  

備考 ※１ 特定ガス用品、特定液化石油ガス器具、石油燃焼機器等の適合性検査を実施することができる経済産業
大臣が認定・承認する認定・承認検査機関である第三者機関が行う検査をいう。 

   ※２ 特定電気用品には、電熱器具として、電気便座・水道凍結防止器・電気温水器・家庭用電熱治療器・電
気サウナバス・観賞魚用ヒーター・電熱式おもちゃなど（10kW以下）があります。 

   ※３ 特定電気用品以外には、電熱器具として、電気毛布・電気こたつ・電気ストーブ・電気トースター・電
気がま・電気湯沸器・電磁誘導加熱式調理器・電気髪ごて・タオル蒸し器・電気消毒器（電熱）・電熱ボー
ド・電気アイロンなど（10kW以下）があります。 
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条 項 号  事 項 基 準 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

         防炎性能評定の表示（例） 

① 気体燃料を使用するもの 

青色 

 

ガス機器防火性能評定品 

可燃物からの離隔距離（㎝） 

上方 側方 前方 後方 

    

財団法人 日本ガス機器検査協会 

 

青色 

 

ガス機器防火性能評定品 

可燃物からの離隔距離（㎝） 

本体

周囲 

上方 側方 前方 後方 

    

本体
上方
周囲 

上方 側方 前方 後方 

    

財団法人 日本ガス機器検査協会 

② 液体燃料を使用するもの 

 

石油燃焼機器防火性能認証 

可燃物からの離隔距離（㎝） 

上方 側方 前方 後方 

    

財団法人 日本燃焼機器検査協会 

 

 

石油燃焼機器防火性能認証 

可燃物からの離隔距離（㎝） 

本体
周囲 

上方 側方 前方 後方 

    

本体
上方
周囲 

上方 側方 前方 後方 

    

財団法人 日本燃焼機器検査協会 
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条 項 号  事 項 基 準 

3 1 19 ア 炎が立ち消えた場

合等において安全

を確保できる装置 

 一般的にはＪＩＳの用語でいう点火安全装置，立消え安全装

置をいう。具体的には次に示すものと同等以上の防火安全性を

有すると認められる構造であること。 

１ 「点火安全装置」とは，液体燃料を使用する火気設備等に

おいて点火時，再点火時等の不点火，空消し等によるトラブ

ルを未然に防止する安全装置である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 「立消え安全装置」とは，気体燃料を使用する火気使用に

おいて点火時，再点火時等の不点火，空消し等によるトラブ

ルを未然に防止する安全装置である。 

（例）熱電対によるもの 
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条 項 号  事 項 基 準 

3 1 19 イ 

 

 

 

 

 

ウ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 

点火前及び消火後

に自動的に未燃ガ

スを排出できる装

置 

 

 

温度が過度に上昇

した場合において

自動的に燃焼を停

止できる装置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

停電時において自

動的に燃焼を停止

できる装置 

 未着火又は断火等の場合，燃料の供給を自動的に遮断しても

未燃ガスが炉内に滞留し，再点火の際爆燃等に事故を引き起こ

すおそれがあるため，点火前又は消火後に炉内に滞留している

未燃ガスを炉外に排出させ，事故を未然に防止するためのもの

である。なお，点火前に未燃ガス排出することを「プレパージ」，

点火後に未燃ガスを排出することを「ポストパージ」という。 

 「過熱防止装置」とは，温度調節装置の機能の停止又は異常

燃焼等により過熱した場合，燃焼を停止する装置をいい，復帰

については，手動のみとすること。なお，空だき防止装置のな

かには，過熱防止装置の機能を有するものもある。 

過熱防止装置の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電気を使用して燃焼制御又は燃料予熱等を行う構造の火気設

備が運転中に停電した場合，送風機や制ぎょ装置等の停止によ

り事故を誘発するおそれがあるため，原則として燃焼を停止し，

かつ，再通電した場合でも危険がない構造としなければならな

い。なお，一般的に停電安全装置と呼ばれ，燃料供給を停止し

たり，燃料供給量を制限したりするものである。 
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条 項 号  事 項 基 準 

  20  電 気 設 備 

 

 

 

パイプシャフト，

ピット等の漏れた

燃料が滞留するお

それのある場所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防爆工事等の安全

措置 

 火花又はアークを発生するおそれのある機器で，例えば電動

機，変圧器，開閉器，過電流遮断器，コンセント，分電盤，自

動火災報知設備の感知器，電気温水器等のタイマースイッチ付

電気メーター等をいう。 

 パイプシャフト，パイプスペース，ピット，洞道等筒状の形

態を有した防火対象物の部分で，配管が専用に敷設される場所

をいう。 

 なお，天井裏，床下等で上記形態を有しないものは含まれな

い。 

 上記場所に該当しない場所とは，次に掲げる項目を満たす構

造の場所をいう。 

１ パイプシャフト，ピット等は，漏洩した気体燃料が天井裏

や床下等へ拡散しないよう準不燃材料以上で有効に区画され

ており，常時，直接外気が流通している廊下等に設けている

こと。 

２ パイプシャフト，ピット等の上部及び下部に有効な換気口

が設けられていること。 

  なお，有効な換気口とは，上部及び下部にそれぞれ100㎠

以上の開口面積を確保することである。 

 本号の規定は，高層建築物等の増加に伴って，ガス配管，計

量器等と電気配線等の電気設備が，スペースの効率を生かす目

的等から，同一のパイプシャフトやピット内等の隠ぺい場所に

設置することが多くなったため，経年劣化や地震動等により可

燃性ガスが万一漏れて滞留した場合の危険を配慮して，スパー

クのおそれのある電気設備は，原則として，同一パイプシャフ

ト内の隠ぺい場所に施行しないよう規定したものである。 

 金属管工事又はケーブル工事とし，次に掲げる安全措置をい

う。 

１ 金属管工事の場合 

 ⑴ 金属管相互，金属管とボックス等との接続は，５山以上

のねじ接続，その他これと同等以上の方法により堅ろうに

接続すること。 
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条 項 号  事 項 基 準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

21 

 

2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自動的に熱源を停

止できる装置 

窓及び出入口等に

建基法第２条第９

号の２ロに規定す 

 ⑵ 隠ぺい場所内で電線を接続する場合は，安全増防爆構造

以上の防爆性能を有する接続箱を用いること。ただし，金

属製接続箱を使用し，接続箱内を充てん剤で充てんした場

合は，これによらないことができる。 

２ ケーブル工事の場合 

  隠ぺい場所内でケーブルを接続する場合は，安全増防爆構

造以上の防爆性能を有する接続箱を設け，通線部分は，防じ

んパッキン式又は防じん固着式により処理すること。ただし，

次により施工する場合は，これによらないことができる。 

 ⑴ 金属製接続箱を使用し，接続箱内を充てん剤で充てんし

た場合 

 ⑵ ケーブルの分岐又は接続部分が当該ケーブルと同等以上

の接続強度及び絶縁性を有する場合 

３ 次のいずれかの構造とした場合，前２項の適用は除外され

る。 

 ⑴ 火花又はアークを発生するおそれのある電気設備とは分

離する。 

 ⑵ 火花又はアークを発生するおそれのある電気設備がない

ので，共用する。 

 ⑶ 火花又はアークを発生するおそれのある電気設備と共用

するが，パイプシャフト等を燃料が滞留するおそれのない

構造とする。 

 ⑷ 火花又はアークを発生するおそれのある電気設備と共用

するが電気設備の防爆工事をする。 

 ⑸ 火花又はアークを発生させるおそれのある電気設備と共

用するが，ガス漏れ火災警報設備を設置するなどの安全対

策をする。 

 条例第３条第１項第19号ウ運用基準（Ｐ23参照） 

 

 本項は，多量の火気を使用する炉等から出火した場合の延焼

拡大を防ぐ対策として，不燃材料で造った壁，柱，天井で区画

され，かつ，開口部は原則として建基政令第112号第14項第１ 
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条 項 号  事 項 基 準 

 

 

 

 

 

3 

 

 

 

 

 

2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 

 

 

 

 

 

 

4 

 る防火設備のうち

の防火戸を設けた

室内に設けること 

 

 

炉の周囲に有効な

空間を保有する等

防火上支障のない

措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

必要な知識及び技

能を有する者とし

て消防長が指定す

るもの 

 

 

 

本来の使用燃料以

外の燃料 

号に規定する防火戸のうち常時閉鎖式防火戸（これによらない

場合は，同条同項第１号ニに規定する要件を満たす構造のもの）

とした専用の室に設置するように規定されたものである。 

 なお，同様の構造で不燃区画された機械室等は，専用の不燃

区画室として扱うことができる。 

 次に掲げる各号のいずれかを満たす場合をいう。 

１ 屋内に炉を設ける場合 

 ⑴ 当該炉の周囲に５ｍ以上，上方にあっては10ｍ以上の空

間を有する場合。 

⑵ 主要構造部を不燃材料とした建築物内で，当該炉の周囲

に可燃物が著しく少なく，延焼のおそれの無い場合。 

２ 屋外又は主要構造部を不燃材料とした建築物の屋上に炉を

設ける場合 

 ⑴ 当該炉の周囲に３ｍ以上，上方にあっては５ｍ以上の空

間を有する場合。 

 ⑵ 当該炉が不燃材料の外壁（窓及び出入口等の開口部には

防火設備又は特定防火設備を設けたもの）等に面する場合。 

３ 炉等を設置する部分に，スプリンクラー設備，水噴霧消火

設備，泡消火設備，不活性ガス消火設備，ハロゲン化物消火

設備又は粉末消火設備が政令第12条，第13条，第14条，第15

条，第16条，第17条若しくは第18条に定める技術上の基準に

従い，又は当該技術上の基準の例により設置した場合（移動

式を除く。） 

 平成４年12月消防告示第１号 

 なお，点検，整備については次の事項を記録しておくように

する。 

１ 点検の日時 

２ 異常の有無 

３ 異常を発見した場合は，その詳細及び故障排除のためにとっ

た措置 

 炉等の設備に使用する燃料は重油，灯油，都市ガス，プロパ

ンガス，石炭等，設備によって定められているが，定められて 

  



- 27 - 

 

条 項 号  事 項 基 準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 

 

 

 

 

 

5 

 

 

 

6 

  

 

 

 

 

異常燃焼を防止す

るために必要な措

置 

 

必 要 な 措 置 

 

いる燃料以外の燃料（例えばプロパンガス用の設備で都市ガス

を使用するなど）を使用すると異常燃焼をおこすおそれもあり，

また，ゴムホース等が燃料により溶解する場合もあるので，そ

れぞれの設備によって使用することとされている燃料を用いな

ければならない。 

 燃焼監視装置，電磁弁等を連動させた燃料の供給を停止する

装置等を設けることをいう。例えば，温度測定装置により，異

常な温度になった場合に警報を発する装置、異常燃焼のおそれ

のある場合，自動的に燃料を止める装置等が考えられる。 

 燃料槽又は燃料容器よりの燃料の噴出又は，溢出を防止する

ための規定である。遮光は，特にプロパンガス容器等に対する

ものである。なお，遮光とは，日光の直射を遮ぎることと解す

べきである。したがって，この趣旨から考えて，遮光を要する

ものについては，同時に，熱源より十分な距離を保つべきこと

は当然なことである。 
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条 項 号  事 項 基 準 

  ３条の準用（設備）   ○＝全部適用  △＝部分・条件付又は一部機器に適用 
 

条 文 
該当する 
燃料種類 

規 制 内 容 

３ 
 
 
 
炉 

３
｜
２ 
 
ふ
ろ
が
ま 

３
｜
３ 
 
温
風
暖
房
機 

３
｜
４ 
 
ヒ
｜
ト
ポ
ン
プ
冷
暖
房
機 

４ 
 
 
 
ボ
イ
ラ
｜ 

５ 
 
 
 
ス
ト
｜
ブ 

６ 
 
 
 
壁
付
暖
炉 

７ 
 
 
 
乾
燥
設
備 

７
｜
２ 
 
サ
ウ
ナ
設
備 

８ 
 
 
 
簡
易
湯
沸
設
備 

８
｜
２ 
 
給
湯
湯
沸
設
備 

９ 
 
 
 
煙   
 
突 

９
｜
２ 
 
厨
房
設
備 

13
｜
２ 
 
燃
料
電
池 

条 項 号    

3 1 1  液固気電 火災予防上安全な距離 ○ ○ ○  ○ ○  ○  ○ ○  ○ △ 

3 1 2  液固気電 可燃物の落下・接触防止 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

3 1 3  液固気電 可燃性ガス・蒸気の滞留 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

3 1 4  液固気電 階段・避難口等からの距離 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

3 1 5  液固気電 給気・換気 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

3 1 6  液固気電 室内の床 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○  ○  

3 1 7  液固気電 不燃材料での造作 ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○  ○ ○ 

3 1 8  液固気電 地震動等に対する構造 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

3 1 9  液固気電 表目温度の上昇防止 ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

3 1 10  液個気電 口火安全装置等 ○ ○ ○  ○ ○  ○   ○ ○ ○ △ 

3 1 11  液固気電 危険物煮沸炉 ○              

3 1 12  液固気電 溶融物漏洩対策 ○              

3 1 14 ア 液固気電 熱風炉風道とダンパー ○ ○ ○  ○  ○ ○ ○      

3 1 14 イ 液固気電 可燃物品との離隔距離 ○ ○ ○  ○  ○ ○ ○      

3 1 14 ウ 液固気電 炉への給気口の構造 ○ ○ ○  ○  ○ ○ ○      

3 1 15  液固気電 固体燃料取灰入れの構造 ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○  ○  ○  

3 1 17 ア 液個気電 燃料タンクの漏洩防止 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ 

3 1 17 イ 液個気電 燃料タンクの転倒、落下防止 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ 

3 1 17 ウ 液個気電 燃料タンクの保有距離 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○  

3 1 17 エ 液個気電 燃料タンクの板厚 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ 

3 1 17 オ 液個気電 屋内の床 ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ 

3 1 17 カ 液個気電 燃料タンクの架台 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ 

3 1 17 キ 液個気電 開閉弁の設置 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ 

3 1 17 ク 液個気電 燃料濾過装置 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ 

3 1 17 ケ 液個気電 燃料量の自動確認装置 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ 

3 1 17 コ 液個気電 水抜きできる構造 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ 
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条 項 号  事 項 基 準 

 
 

条 文 
該当する 
燃料種類 

規 制 内 容 

３ 
 
 
 
炉 

３
｜
２ 
 
ふ
ろ
が
ま 

３
｜
３ 
 
温
風
暖
房
機 

３
｜
４ 
 
ヒ
｜
ト
ポ
ン
プ
冷
暖
房
機 

４ 
 
 
 
ボ
イ
ラ
｜ 

５ 
 
 
 
ス
ト
｜
ブ 

６ 
 
 
 
壁
付
暖
炉 

７ 
 
 
 
乾
燥
設
備 

７
｜
２ 
 
サ
ウ
ナ
設
備 

８ 
 
 
 
簡
易
湯
沸
設
備 

８
｜
２ 
 
給
湯
湯
沸
設
備 

９ 
 
 
 
煙   
 
突 

９
｜
２ 
 
厨
房
設
備 

13
｜
２ 
 
燃
料
電
池 

条 項 号    

3 1 17 サ 液個気電 通気管等の雨水浸入防止 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ 

3 1 17 シ 液個気電 燃料タンクさび止め措置 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ 

3 1 17 ス 液個気電 減圧装置 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○  

3 1 17 セ 液個気電 予熱方式の炉の構造 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○  

3 1 17 ソ 液個気電 バーナー直下の受け皿 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○  

3 1 18 ア 液個気電 燃料配管材料 ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ 

3 1 18 イ 液個気電 燃料配管の接続方法 ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ 

3 1 18 ウ 液個気電 差し込み接続 ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ 

3 1 19 ア 液個気電 口火安全装置 ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○  

3 1 19 イ 液個気電 未燃ガスの排出 ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○  

3 1 19 ウ 液個気電 過熱防止装置 ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○  

3 1 19 エ 液個気電 停電時安全装置 ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○  

3 1 20  液個気電 ガス配管と電気設備 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ 

3 1 21 ア 液個気電 機器の耐熱性 ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○  

3 1 21 イ 液個気電 過熱防止装置 ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○  

3 2   液固気電 多量の火気使用炉の専用区画 ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○      

3 3 1  液固気電 整理・清掃 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

3 3 2  液固気電 点検・整備 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

3 3 3  液個気電 知識、技能を有する者による点検・整備  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

3 3 4  液固気電 適正な燃料使用 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ △ 

3 3 5  液固気電 看視人の常駐 ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○  ○  ○  

3 3 6  液固気電 燃料タンク等の措置 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○  
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3 
の2 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 
の3 

 

1 

 

 

 

 

 

2 

2  自動的に燃焼を停

止できる装置 

 

 

 

 

建築物へ延焼しな

い構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

温 風 暖 房 機 

 

 空だき防止装置には大きく区分して，熱を感知する方法（過

熱防止装置に準じたもの）及び水位を感知する方法（水位又は

水圧でとらえるもの）があり，いずれも浴槽の水位が一定の値

以下になると作動するもので，ふろがまや循環パイプの過熱に

より出火する火災を防止する目的のものである。 

 

 下図のような構造を指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 暖房を目的として，液体又は気体燃料の燃焼エネルギーを熱

源とし，熱交換器を用いて温風を発生させる設備又は電気の熱

エネルギーを熱源として温風を発生させる設備で，ダクトを通

じて送風する方式と直ちに設備本体の吹出口から送風する方式

とがある。なお，電気を熱源とする浴室乾燥機，温水を使用す

る浴室乾燥機については，温風吹出口に補助ヒーターが組み込

まれているものは本条の温風暖房機として規制するが，次の基

準に適合し，（社）日本電気工業会の定める自主試験基準に適

合しているものは本条の規制を適用しない。 

１ 適用範囲 

 一般家庭の浴室内の乾燥及び浴室暖房等をする電気機器のう

ち，次のすべてに該当する機器（以下「適合機器」という。）

に適用する。 

⑴ 浴室内の天井に組込み型等として設置されるものをいう。 
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3 
の4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

1 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

3 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

火粉・煙・ガス等

が混入しない構造 

ヒートポンプ冷暖

房機 

 

防振のための措置 

 

⑵ 電気ヒーターを熱源（ヒートポンプ式のものは除く。）と

するもの。 

⑶ 組込み型等の浴室用衣類乾燥機の自主試験基準に適合した

もの，又はこれと同等以上の安全性が確認されたもの。 

２ 設置要領 

  機器本体等については，次により設置できるものとする。 

⑴ 機器本体 

 ア 適合機器本体の可燃物からの保有距離について，条例第

23条を適用して差し支えないものであること。 

 イ 機器は，上階スラブ又は天井等に堅固に取り付けること。 

 ウ 浴室内への温風吹出口及び空気吸込口の前方10ｃｍ未満

の範囲（天井面を除く）には造営物等（乾燥する衣類を含

む。）を設けないこと。 

⑵ 換気ダクト（浴室の防湿等を目的とする機器本体と接続さ

れるもの。） 

 ア ダクトは，不燃材料で造ること。 

 イ ダクトは，専用とすること。ただし，一の住居内の洗面

所，便所その他これに類する室（以下「洗面所等」という。）

のダクトと接続されている場所で，洗面所等のダクトが不

燃材料で造られている場合はこの限りでない。 

⑶ その他 

 ア 漏電遮断機を設けること。 

 イ 機器本体に近接する部分に，機器本体の点検・清掃に必

要な点検口（容易に清掃できる構造のものを除く。）を設

けること。 

 条例第３条第１項第14号ウ（P16）の規定を準用する。 

 

 液体燃料及び気体燃料を使用する内燃機関により，冷媒用コ

ンプレッサーを駆動し，冷媒のヒートポンプサイクルにより冷

暖房を行う設備。 

 内燃機関の存する床又は台を建築物その他の部分と切り離す

か，又はスプリング，ゴム，砂，コルク等により振動を吸収す 
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条 項 号  事 項 基 準 

  

1 

 

4 

  

排気筒 

防火上有効な構造 

 

 

ボイラー 

 

 

 

る構造とすること。 

 内燃機関の排気ガスを排出するための筒をいう。 

 排気筒の遮熱材を不燃材料とすることの他に，排気筒を可燃

物と接触させないこと及び排気ガスの熱により燃焼するおそれ

のある可燃物の付近に排気口を設けないこと。 

 火気，燃料ガス，その他高温ガス及び電気により圧力を有す

る水又は熱媒を加熱し，温水又は蒸気を取り出す装置をいうも

のであり，労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）上ではボイ

ラー（通称「労基ボイラー」という。），小型ボイラー及び簡易 
 

 簡易ボイラー 小型ボイラー ボイラーの区分 

蒸 
 

気 
 

ボ 
 

イ 
 

ラ 
 

｜ 

P≦0.1MPa で 

HS≦0.5㎡のもの 

P≦0.1MPa で 

0.5㎡≦HS≦１㎡ 

のもの 

最高使用圧力と伝熱面積による区分 

 

P≦0.1MPa で 

D≦200㎜ 

かつ 

L≦400㎜のもの 

P≦0.1MPa で 

D≦300㎜ 

かつ 

L≦600㎜ 

で簡易ボイラー以外 

のもの 

胴の内径と長さによる区分 

 

伝熱面積にかかわらず 

P≦0.3MPa で 

V≦0.0003㎥のもの 

  

① 大気に開放した蒸

気管を取付けた場合 

 HS≦２㎡で 

 ｄ≧25㎜のもの 

② 蒸気部にＵ形立管

を取付けた場合 

 HS≦２㎡で 

 Ｈ≦0.05MPa 

かつ 

ｄ≧25㎜のもの 

① 大気に開放した蒸

気管を取付けた場合 

 ２㎡＜HS≦3.5㎡で

ｄ≧25㎜のもの 

② 蒸気部にＵ形立管

を取付けた場合 

 ２㎡＜HS≦3.5㎡で

Ｈ≦0.05MPa 

かつ 

ｄ≧25㎜のもの 

開放管又はゲージ圧力0.05MPa 以下の U 形立管 

を蒸気部に取り付けたもの 

 

表中の記号はそれぞれ次の値を表す。 

D＝胴の内径（㎜）、L＝胴の長さ（㎜）、HS＝伝熱面積（㎡）、P=使用圧力（MPa） 

V=内容積（㎥）、d＝管の内径（㎜）、H＝ゲージ圧力（MPa） 
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条 項 号  事 項 基 準 

     ボイラーに分類される。なお労働安全衛生法に基づくボイラー

及び圧力容器安全規則(昭和47年労働省令第33号)第３条によっ

て規制を受けるものは，同規則との関係から本条による規定は

適用されないことに注意すべきである。 

 なお条例第53条第６号の規定により届出を要するボイラーは

簡易ボイラーである。 

 
 

 簡易ボイラー 小型ボイラー ボイラーの区分 

温 
 

水 
 

ボ 
 

イ 
 

ラ 
 

｜ 

H≦0.1MPa で 

HS≦４㎡のもの 

H≦0.1MPa で 

４㎡＜HS≦８㎡ 

のもの 

 

H≦0.2MPa で 

HS≦２㎡のもの 

表中の記号はそれぞれ次の値を表す。 

HS＝伝熱面積（㎡）、H＝ゲージ圧力（MPa） 

 

 簡易ボイラー 小型ボイラー 

貫 
 

流 
 

ボ 
 

イ 
 

ラ 
 

｜ 

管寄せの内径が150㎜を超える多管式のもの 

を除く次のもの 

① P≦１MPa で 

HS≦５㎡のもの 

② 気水分離器を有する場合 

  P≦１MPa で 

HS≦５㎡のもの 

かつ 

ds≦200㎜で 

Vs≦0.02㎥のものに限る 

管寄せの内径が150㎜を超える多管式のもの 

を除く次のもの 

① P≦１MPa で 

５㎡＜HS≦10㎡のもの 

② 気水分離器を有する場合 

  P≦１MPa で 

５㎡＜HS≦10㎡のもの 

かつ 

ds≦300㎜で 

Vs≦0.07㎥のものに限る 

管寄せ及び気水分離器のいずれも有しないも 

ので 

V＝0.004㎥で 

P×V≦0.02のもの 

 

ボイラーの区分 

 

表中の記号はそれぞれ次の値を表す。 

HS＝伝熱面積（㎡）、P=使用圧力（MPa）、ds＝貫流ボイラーの気水分離器の内径（㎜） 

Vs=貫流ボイラーの気水分離器の内容積（㎥）、V=内容積（㎥） 

注）この区分による「ボイラー」は、ボイラー及び圧力容器安全規則第３条による規制を受けるため、 

 条例の適用範囲外である。小型ボイラー以下のボイラーが条例の適用を受ける。以下同じ。 
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4 1 1 

 

 

2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 

 

 その他の遮熱材料 

 

有 効 に 被 覆 

安 全 弁 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安 全 装 置 

 

 

 

 

 

熱 媒 

 

 モルタル，粘土，しっくい，グラスウール，ロックウールな

どをいう。 

 被覆した表面温度が80℃未満となるような被覆をいう。 

 ボイラー内の蒸気圧力が異常に上昇するのを防止するために

設けられる安全装置であり，一般に「ばね式」，「おもり式」， 

「てこ式」などがある。 

 作動原理は，通常圧力を 

ばね，おもり等でおさえて 

いて，圧力が上昇した場合 

にばね，おもり等を押し上 

げ，圧力を逃がして内圧を 

下げる構造になっている。 

 

 一般に全自動で運転を行うボイラーには，その安全を確保す

るため，各種のインターロック装置と安全遮断器及び警報装置

を取り付け，異常の際，作動の開始又は継続ができないような

着火装置，パイロット弁，燃料遮断弁，バーナー，給水（熱媒）

装置などにインターロックが設けられているが，このような保

安装置をいう。 

 一定の温度を保有させるために，直接火源により加熱するの

ではなく，ある物体を介して加熱する間接的加熱方法がとられ

る場合があるが，この加熱の媒体となるものを熱煤という。 

 水を火源により加熱して水蒸気を得，水蒸気により他の物体

を加熱する際の水蒸気は熱媒の最も一般的な例である。 

 引火性の液体を熱媒体として用いているのはダウサムボイラー,

アスファルトプラントの加熱装置で，熱媒としては次のような

ものがある。 

 例・ダウサムＡ        引火点 約110℃ 

  ・ダウサムＥ         〃  約168℃ 

  ・ネオＳＫオイル♯170     〃  約162℃ 

  ・ネオＳＫオイル♯240     〃  約195℃ 

  ・エネオスハイサーム100       〃  約274℃ 
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5 

 

6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 

  

安全な場所に導く

措置 

 

ス ト ー ブ 

 

壁 付 暖 炉 

 

 

 

 

 

 

 

厚 さ 

 

 

 

 

 

 

乾 燥 設 備 

 

 ・サントーム           引火点 約179℃ 

 引火性の熱媒を使用しているものについては，熱媒又はその

蒸気をパイプなどで受槽など安全な場所に導くように設ける必

要がある。 

 本条は，煙突若しくは排気筒が接続し又は壁や天井等に固定

して使用するストーブについて規定したものである。 

 壁付暖炉については，建築物と一体をなすもので燃料として

薪を使用するものが多く，かつ，洋風の建築物において，しば

しば見受けられるものである。しかし，単に装飾の目的で造ら

れるもの，移動式のストーブを入れて利用するもの等，特に煙

突を設けることを必要としない構造とした壁付暖炉が多く，こ

れらは本条の対象とはならず，移動式のストーブを入れたもの

は，燃料種別ごとにそれぞれ条例第19号から第22号に規定する

器具の規制を受けることになる。 

 炉体，煙道，煙突の壁の屋内部分の肉厚及びこれらの周囲の

管理について規制しているものであり，使用する状況によって

はその厚さを増す必要がある。また，使用する材料についても，

ここにあげられているものと同等以上の耐火性能があると認め

られるものを使用することは差し支えないが，壁付暖炉からの

出火の大半が，炉体，煙道等の亀裂によるものであることから，

鉄筋コンクリート造とすることが望ましい。 

 本条は，熱源により物品の水分を除去し又は油脂，樹脂等の

固化を促進するための設備の位置，構造，管理にかかる規定で

ある。 

 なお，乾燥設備については労働安全衛生法令に規定されてい

るので注意を要する。 

 蒸気乾燥も当然本条の適用を受けるが，条例第３条第１項第

６号が準用されるので，使用上火災発生のおそれがなければ，

絞り染の場合のように例え木製乾燥室であっても差しつかえな

いものとして運用してもよい。 

 蒸気管については，条例第４条第１項第１号の規定を準用す

るものとする。 
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7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

室 内 

温度が過度に上昇

するおそれ 

 電気を熱源とする浴室乾燥機については，条例第３条の３の

温風暖房機として，温水を使用する浴室乾燥機については，温

風吹出口に補助ヒーターが組込まれているものは条例第３条の

３の温風暖房機として，組込まれていないものは最大消費熱量

に応じて条例第８条の簡易湯沸設備若しくは条例第８条の２の

給湯湯沸設備として規制する。 

 また，家庭用生ゴミ処理機については，構造等により次のよ

うに規制する。なお，業務用生ゴミ処理機については，本条例

の適用外であるため，加熱を伴う業務用生ゴミ処理機における

安全対策指針について（平成17年６月環境省）による。 

 電気を熱源とする事例 

  バイオ式 電気ヒーターにより，処理槽内の加熱及び生ご

みの臭気の脱臭処理を行うことから，条例第３

条「炉」として規制する。 

  乾 燥 式 電気ヒーターにより，生ゴミの乾燥を行うこと

から条例第７条の｢乾燥設備｣の規定を，また脱

臭装置部分は条例第３条｢炉｣として規制する。 

 気体燃料を熱源とする事例 

  乾 燥 式 燃焼装置により，生ゴミの乾燥を行うことから

条例第７条「乾燥設備」として規制する。 

 乾燥設備の中の乾燥室内をいう。 

 非可燃物を乾燥する乾燥設備にあっては，当該設備の許容設

定温度以上に上昇するおそれのあるものをいい，また，可燃性

物品を乾燥する乾燥設備にあっては，原則として被乾燥物に応

じた設定温度以上に上昇するおそれのあるものをいう。 

 なお，これら温度が過度に上昇するおそれのある乾燥設備に

は，自動温度調節器のみが設けられている乾燥設備又は，自動

温度調節器も他の保安装置の何れも設けられていない乾燥設備

が入る。したがって，これらの乾燥設備にあっては，原則とし

て，熱源の自動停止装置を設ける必要がある。ただし，これが

困難な場合は，常時看視人がついているものに限り，非常警報

装置のみを設けたものとするこができる。 
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7 

 

 

7 
の2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 非 常 警 報 装 置 

 

 

 

 

 

 

 

熱源の自動停止装

置 

 

 

 

 

火粉を飛散しない

構造 

 

サ ウ ナ 設 備 

 

 

放 熱 設 備 

 

 

 

 

サ ウ ナ 室 

 

 

 

火災予防上安全に

区画 

 非常警報装置は，自動式及び手動式のいずれでもよいが，本

号の対象となる設備は，突発的に過度に温度が上昇するおそれ

のあるものであるから，手動式の場合は，常時，人の看視を要

する。なお，小規模の乾燥設備であり，かつ，看視人の音声に

よって目的が達することができる場合は，必ずしも警報装置は

要しないものと解して差し支えない。なお，自動式の非常警報

装置としては，サーモスタットその他温度測定装置により連動

する警報装置がある。 

 熱源の自動停止装置は，一般には，自動的に燃料の供給，蒸

気等の供給を断つこと等によって運転を停止させ，電気を熱源

とするものについては電源を切る等の装置である。例えば，液

体若しくは気体の燃料又は熱煤の自動停止装置には，一定温度

で溶ける金属等を用いてコックを閉じる方法があり，電気を熱

源とする場合はサーモスタットで電路を断つ方法等がある。 

 排気部分に金網（30メッシュ以上），遮へい板を取り付ける，

排気を熱源から直接排気するのではなく，間接排気とする，等

がある。 

 本条は，電気，ガス又は蒸気を熱源とする放熱器及びその他

の高温度を発生させる装置により高温低湿の空気を作る設備に

かかる位置，構造，管理の基準について規定したものである。 

 電気ヒーターが一般に多く用いられているが，なかには熱風

炉で発生した熱風をダクトでサウナ室内に送る方式，高温の蒸

気をサウナ室内のスチームラジエーターで熱交換し，熱気を作

る方式と電気ヒーターを併用する方式のもの，ガスや固体燃料

を燃焼させるものなどがある。 

 室内全体を熱源によって高温（90℃～120℃程度）低温（５

～15％程度）とし，この中に入って身体を暖め汗を流す乾式

（本格的なものは若干の水蒸気も用いる）の高温低湿の熱気浴

室をいう。 

 サウナ室の壁，床及び天井の下地を耐火構造とし，出入口等

の開口部には防火設備のうち防火戸又はこれと同等以上の防

火性能を有する扉を設けて他の部分と区画すること。 
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条 項 号  事 項 基 準 

 1 2  距離基準により得

られる距離以上の

距離 

 サウナ設備の上方，周囲及び床は次によること。 

１ サウナ設備の可燃物からの離隔距離等は次の表及び図によ

ること。 

２ 対流型放熱器又は対流・赤外線併用型装置に面する天井部

分には，放熱を有効に遮断できる防熱板を天井面より15㎝以

上離して設けること。 

３ 蒸気を用いるサウナ設備は，周囲の可燃物からの距離が10

㎝以上であること。 

４ これらによる他，「サウナ設備設置基準」による。（Ｐ196参

照） 

 

対流型放熱器の離隔距離等及び周辺の仕上げ 
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条 項 号  事 項 基 準 

     

遠赤外線放射装置の離隔距離等及び周辺の仕上げ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

離隔距離等 
定格消費電力 
7.5kW 以下 

7.5kW を超え 

15kW 以下 
15kW を超え 

30kW 以下 

Ａ 25㎝以上 50㎝以上 100㎝以上 

ｂ 10㎝以上 20㎝以上 

ｃ 100㎝以上 

（Ａは離隔距離、ｂ及びｃは保有距離） 

注）斜線部分の天井，壁及び床は，天井面にあってはロックウールの
吸音板，壁面にあっては抗火石，床面にあってはコンクリート又
はこれらと同等以上の遮熱性を有する不燃材料で仕上げること。 

  また，遮熱板にあっては，有効に遮熱できる不燃材料とし，厚さ
25㎜以上で密度24kg／㎥以上のロックウール，グラスウール等と
すること。 

 
不燃材料で仕上げな
ければならない範囲 

ａ 30㎝以上 

ｂ 10㎝以上 

ｃ 60㎝以上 

ｄ 100㎝以上 

ｅ 90㎝以上 

ｆ 20㎝以上 

 （ａ～ｆは保有距離） 
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条 項 号  事 項 基 準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5 

  

 

 

 

 

直ちにその熱源を

遮断することがで

きる手動及び自動

の装置 

 

 

 

 

 

 

 

 

可燃性物品の持込

みを禁止する旨の

表示 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 放熱設備の異常な温度上昇による出火を防止するため，手動

と自動の熱源を遮断する安全装置である。 

 電気ヒーターの場合は，一般に温度ヒューズと電源遮断スイッ

チを使用している。温度を自動的に調節する温度制御装置は，

熱源遮断装置には含まれない。これは制御装置では，一時的に

異常な温度上昇が遮断されても，再び温度が下がると通電し，

危険な状態が繰り返されて，遂に出火に至るという危険性を防

止するためである。 

 なお，熱源が遮断された場合は，異常発生原因を徹底的に究

明した上，必要な措置を講じてからでなければ復旧してはなら

ない。 

 この規定は，個人住居に設けるサウナ設備にも適用される。 

外国人来訪者が多数利用する防火対象物に条規別表で定める

標識等を設ける場合，日本語の表記に加え，外国語を付加した標

識等を設置することができる。 

付加する言語は，原則として英語とする。ただし，当該防火対

象物の実態等に応じて，中国語や韓国語その他の外国語を英語に

加えることができる。 

 

（例）                      

 

禁止吸烟 

금연 

                                   

                                

禁止携带可燃物品 

가연성 물품 반입 금지 

 
 

注）斜線部分の天井，壁及び床は，天井面にあってはロックウールの

吸音板，壁面にあっては抗火石，床面にあってはコンクリート又

はこれらと同等以上の遮熱性を有する不燃材料で仕上げること。

また，遮熱材にあっては，有効に遮熱できる不燃材料とし，厚さ

25㎜以上で密度 24kg／㎥以上のロックウール，グラスウール等

とすること。 

禁    煙 

N o  s m o k i n g 

可 燃 性 物 品 の 持 込 み 禁 止 

 

No combustible materials 

 g o o d s 
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条 項 号  事 項 基 準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8 

 

 

 

 

8 

9 

 

9 

 

 

9 
の2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

2 

 

 

1 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 

 

火災予防上支障が

ないと認めた場合 

 

 

 

 

 

 

 

簡 易 湯 沸 設 備 

 

 

 

 

給 湯 湯 沸 設 備 

有効な火粉の飛散

防止措置 

同 項 

同 条 

 

調 理 

 

耐食性を有する鋼

板又はこれと同等

以上の耐食性及び

強度を有する不燃

材料 

 熱空気の送込式，スチームラジエーターなどでサウナ室内に

火源を有しない場合が考えられる。 

 小規模サウナ（通称，家庭用サウナ，コンパクトサウナ等と

呼ばれているものであり，サウナ設備の定格消費電力の合計が

２ｋＷ以下のもの（電気用品安全法施行令別表第１に定める電

気サウナバスに限る。）をいう。）を，旅館，公衆浴場，美容室，

トレーニングセンター等に設置し，不特定の者が使用する場合

は，本条の基準に準じた火災予防上安全な措置を講じる必要が

ある。 

 最大消費熱量が12ｋＷ以下の湯沸設備をいう。本条及び次条

の湯沸設備は，貯湯部が大気に開放されており，大気圧以上の

圧力がかからない構造の設備をいう。ただし，一般的に普及し

ている瞬間湯沸器は構造的にボイラーであるが，条例上，湯沸

設備として取り扱う。 

 最大消費熱量が12ｋＷを超える湯沸設備をいう。 

 条例第７条第１項第３号（Ｐ37）の規定を準用する。 

 

 建基政令第115条第１項 

 建基政令第115条 

 

 機器，設備等を用いて食品材料を加工することをいう。 

 

 排気ダクト等の材質については，ステンレス鋼板又は亜鉛鉄

板，若しくはこれと同等以上の不燃材料をいうものとし，板厚

については，入力（同一厨房室内に複数の厨房設備を設ける場

合には，各厨房設備の入力の合計。以下同じ。）が21ｋＷを超え

る厨房設備に付属する排気ダクト等にあっては下記表１～表３，

21ｋＷ以下の厨房設備に付属する排気ダクト等にあっては下記

表４～表６のとおりとする。 

 

  

の2 
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条 項 号  事 項 基 準 

     表１ 天蓋の板厚 

天蓋の長辺 
（単位 ㎜） 

板 厚（単位 ㎜） 

ステンレス鋼板 亜鉛鉄板 

450以下 0.5以上 0.6以上 

450を超え1,200以下 0.6以上 0.8以上 

1,200を超え1,800以下 0.8以上 1.0以上 

1,800を超えるものです 1.0以上 1.2以上 
 

表２ 排気ダクト（長方形）の板厚 

ダクトの長辺 
（単位 ㎜） 

板 厚（単位 ㎜） 

ステンレス鋼板 亜鉛鉄板 

450以下 0.5以上 0.6以上 

450を超え1,200以下 0.6以上 0.8以上 

1,200を超え1,800以下 0.8以上 1.0以上 

1,800を超えるものです 0.8以上 1.2以上 

 

表３ 排気ダクト（円形）の板厚 

円形ダクトの直径 
（単位 ㎜） 

板 厚（単位 ㎜） 

ステンレス鋼板 亜鉛鉄板 

300以下 0.5以上 0.6以上 

300を超え1,750以下 0.5以上 0.6以上 

750を超え1,000以下 0.6以上 0.8以上 

1,000を超え1,250以下 0.8以上 1.0以上 

1,250を超えるものです 0.8以上 1.2以上 

 

表４ 天蓋の板厚 

天蓋の長辺 
（単位 ㎜） 

板 厚（単位 ㎜） 

ステンレス鋼板 亜鉛鉄板 

800以下 0.5以上 0.6以上 

800を超え1,200以下 0.6以上 0.8以上 

1,200を超え1,800以下 0.8以上 1.0以上 

1,800を超えるものです 1.0以上 1.2以上 

 

表５ 排気ダクト（長方形）の板厚 

ダクトの長辺 
（単位 ㎜） 

板 厚（単位 ㎜） 

ステンレス鋼板 亜鉛鉄板 

300以下 0.5以上 0.5以上 

300を超え1,450以下 0.5以上 0.6以上 

450を超え1,200以下 0.6以上 0.8以上 

1,200を超え1,800以下 0.8以上 1.0以上 

1,800を超えるものです 0.8以上 1.2以上 
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条 項 号  事 項 基 準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9 
の2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 

 

 

 

 

 

イ 

 

ウ 

 

 

 

 

 

 

エ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当該厨房設備の入

力及び使用状況か

ら判断して火災予

防上支障がないと

認められるもの 

 

フランジ接続，溶

接等 

金属以外の不燃材

料で有効に被覆す

る部分 

 

 

 

 

十分に換気を行う

ことができるもの 

表６ 排気ダクト（円形）の板厚 

円形ダクトの直径 

（単位 ㎜） 

板 厚（単位 ㎜） 

ステンレス鋼板 亜鉛鉄板 

300以下 0.5以上 0.5以上 

300を超え1,750以下 0.5以上 0.6以上 

750を超え1,000以下 0.6以上 0.8以上 

1,000を超え1,250以下 0.8以上 1.0以上 

1,250を超えるものです 0.8以上 1.2以上 
 

 当該厨房設備の入力が21ｋＷ以下であって，かつ，当該厨房

設備の使用頻度が低いと認められる場合をいうものであり，こ

の場合には，天蓋については上記の基準に適合しない金属製の

レンジフードファンを設置することができるものであること。

なお，一般の家庭において通常行われている程度の使用につい

ては，これに該当するものとして取り扱って差し支えない。 

 排気ダクトを差込み，リベットで止め，さらに耐熱テープで

巻くものを含む。 

 排気ダクト等に人造鉱物繊維保温材（ＪＩＳ Ａ9504に示す

もの），無機多孔質保温材（ＪＩＳ Ａ9510に示すもの），若し

くはこれらと同等以上の不燃材料で，厚さ50㎜以上被覆した場

合又はこれらと同等以上の安全性を確保できる措置（国土交通

大臣認定品等）を講じた場合には，当該部分と建築物等の可燃

性の部分又は可燃性の物品との間の距離を10㎝未満とすること

ができる。 

 「換気設備の構造方法を定める件」（昭和45年建設省告示第

1826号）に適合する排気能力を有するものをいう。 
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条 項 号  事 項 基 準 

9 
の2 

 

1 1 

 

 

 

 

 

 

 

2 

 

 

 

2 

オ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 

他の用途のダクト

等と接続しないこ

と 

 

 

 

 

 

油脂を含む蒸気を

発生させるおそれ

のある厨房設備 

 

グリスフィルター 

 

 

グリスエクストラ

クター 

 

 

 

装 置 を 設 け る 

 

 

 一般空調用のダクト，給湯湯沸設備等の煙突等を指す。ただ

し，給湯湯沸設備等の煙突のうち建基政令第20条の３第２項第

１号イ⑸ただし書に該当するものにあっては，火災予防上十分

な安全性を確保できる措置（「火災予防条例準則の運用につい

て」（平成７年６月30日 消防予第149号 消防庁予防課長）

（Ｐ210参照）を講じた場合に限り，厨房設備に付属する排気

ダクトとの接続を認めて差し支えない。 

 

 天ぷら，炒めものその他排気ダクトにおける火災の発生原因

となる油脂を含む蒸気が発生する調理に使用する厨房設備をい

う。 

 

 排気フード内に設けられた媒介物（フィルター）により蒸気

中の油脂成分を除去する装置。 

 

 天蓋内部で機械的に排気気流を縮流加速し，その遠心力によっ

て排気中に含まれる油脂及びじんあい等を分離し，かつ，その

除去した油脂及びじんあい等を自動的に洗浄する機能を有する

装置。 

 

 厨房設備及び調理用器具とグリス除去装置との火災予防上安

全な距離の運用等については「火災予防条例準則の運用につい

て（通知）」（平成５年２月10日 消防予第60号 消防庁予防課長）

により定められている。（資料編Ｐ214参照）。 
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条 項 号  事 項 基 準 

    

 

 

 

 

イ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 

 

排気ダクトを用い

ず天蓋から屋外へ

直接排気を行う構

造のもの 

 

グリス除去装置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

火炎伝送防止装置 

 

 天蓋が建築物外部に面する壁に接して設けられており，この

接続部に存する排気口から屋外へ直接排気を行うものをいう。 

 

 

 

 「グリス除去装置の構造等の基準について」（平成８年８月15

日 消防予第162号 消防庁予防課長）により材質，構造等が定

められている。（Ｐ216参照） 

 

（参考） 

 グリス除去装置について，㈳日本厨房工業会で性能テストを

実施し，適合品には「工業会認定品」を示すラベルを貼付して

おり，これらの製品については認めても支障がない。 

 

 

 

 

 

 

 

 防火ダンパー又は自動消火装置を指す。 

 防火ダンパーを設ける場合は，次によること。 

１ 火災等により温度が上昇した場合において，自動的に閉鎖

する構造とすること。この場合，自動閉鎖の作動温度設定値

は周囲温度を考慮し，誤作動を生じない範囲でできる限り低

い値とする。 

２ 防火ダンパーは，厚さ1.5㎜以上の鉄板又はこれと同等以上

の耐熱性及び耐食性を有する不燃材料で造られたものである

こと。 

３ 閉鎖した場合に防火上支障のあるすき間が生じないもので

あること。 

４ グリス除去装置に近接する部分に設けること。 
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条 項 号  事 項 基 準 

     

 

排気ダクトを用い

ず天蓋から屋外へ

直接排気を行う構

造のもの 

排気ダクトの長さ

から判断して火災

予防上支障がない

と認められるもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

厨房設備の入力及

び使用状況から判

断して火災予防上 

５ 作動した場合，原則として，自動的に排気ファンが停止す

る構造とすること。 

 第２号アと同様，天蓋が建築物外部に面する壁に接して設け

られており，この接続部に存する排気口から屋外へ直接排気を

行うものをいう。 

 

 ダクトの長さとは，フード接続面を始点とし，ダクト中心線

を計測して外壁もしくは耐火構造のダクトに接する部分までを

いう。厨房設備から歩行距離５ｍ以内にファン停止用スイッチ

を設け，かつ，その旨の表示がなされており，さらに次の条件

のいずれかを満たす場合には，火炎伝送防止装置を設置しない

ことができる。 

１ 厨房室から直接屋外に出る水平部分の長さが４ｍ以下の排

気ダクトで，厨房室内に露出して設置されているもの。 

２ 耐火構造の共用排気ダクトに接続されている水平部分の長

さが２ｍ以下の排気ダクトで，厨房室内に露出して設置され

ているもの。 

（設置を要しない例図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第１号アただし書きと同様（当該厨房設備の入力が21ｋＷ以

下であって，かつ，当該厨房設備の使用頻度が低いと認められ

る場合（例えば一般の家庭））は，火炎伝送防止装置を設置し 
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エ 

支障がないと認め

られるもの 

建 物 の 構 造 

そ の 他 の 状 況 

 

ないことができる。 

 

 政令第８条に定める区画がなされた部分は，本条の適用にあっ

ては別の対象物とみなす。 

 専用排気ダクトの長さが概ね10ｍ以下の場合は，自動消火装

置を設置しないことができる。 

 ただし，厨房設備のある室から他の階又は他の室を貫通し，

貫通した部分の厨房設備とダクトを共有する等，延焼危険があ

り，消火困難なものについては，この限りでない。 

（設置を要しない例図） 

 

 

 

 

 

 

 

（設置の必要な例図） 

 

 

 

 

 

 

 

（床排気式厨房設備） 

 焼肉店等における床排気式の焼肉テーブル等の厨房設備につ

いては，天蓋同様火災危険があるので，消火装置の設置をされ

たい。 
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2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 

 

4 

 

 

 

1 

 

 

2 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 
(イ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

厨房室 

 

 

 

厨房設備の入力の

合計 

 

容易に清掃ができ

る構造 

火災予防上支障の

ないように維持管

理する 

 

規則で定める技術

上の基準 

 

燃料供給停止がで

きる機能 

（床排気式焼肉テーブルの設置例） 

 

 

 

 

 

 

 

 壁，天井，床又はカウンター等で区画された部分において，

調理人が厨房設備を用いて調理作業を行う作業空間をいう。 

 なお，焼肉店等の客席で客が調理をする部分は，厨房室には

該当しないが，厨房設備としての規制がある。 

 厨房室内や店内に設置された厨房機器の入力の合計（同時使

用であるか否かを問わず，設置された機器が全て同時に使用さ

れたものとして算出する。）  

 容易に清掃ができるよう必要に応じ排気ダクト等に点検口等

を設けること。 

 火炎伝送防止装置は，定期的に点検を実施し，常時良好な維

持管理がされていること。 

 なお，点検等の方法等については，消防計画の中に明記して

おくこと。 

 条規第５条第４号にあっては「フード等用簡易自動消火装置

の性能及び，設置の基準について」（平成５年12月10日 消防

予第331号 消防庁予防課長）による。（Ｐ218参照） 

 燃料用油，ガス及び熱源用電気の供給が自動及び手動によっ

て停止ができる機能をいう。（当該機能を有する装置を「燃料

等供給停止装置」という。） 

（参考） 

  当該燃料等供給停止装置として電磁弁を使用する場合，モー

ルドコイル仕様等の防水性能を有するものを使用することが

望ましい。 
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10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

  

 

 

 

 

掘 ご た つ 

 

 

火 床 

 

 

 

規 定 を 準 用 

 

 

火花を生ずる設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

壁，天井及び床の

火花を生ずる設備

に面する部分 

（特例） 

 火炎伝送防止装置として自動消火装置を設けた部分の内，天

蓋下面については，規則第13条の２第４項第１号ロ（ダクト等

の下面に設けるスプリンクラーヘッド）については適用しない

ことができる。 

 「掘ごたつ」には，「切りごたつ」と称するものを含むが，

「置きごたつ」は移動的なものであるから，器具として，条例

第21条により規制されることになる。 

 「火床」は，通常，灰及び炭火を入れるための部分をいう。

本項の「不燃材料」は金属を含むが，不燃材料の材質に応じ，

熱伝導等により周囲の可燃物へ着火するおそれがないよう適当

な厚み及び構造とする必要がある。 

 条例第３条第３項第４号の準用については，炭用の掘ごたつ

にガス又は電気こんろを用いることは禁止されるが，こたつ用

電熱器を用いることは差し支えない。 

 本条は，操作に際し，火花を生じ，かつ，可燃性の蒸気又は

微紛を放出する設備の位置，構造，管理について規制したもの

である。 

 ゴムスプレッダーは，主として布等にゴムを引く設備，起毛

機は生地を毛ばだてる設備，反毛機は原毛，ぼろ等をたたいて

綿をほぐす設備である。これらの設備は，グラビア印刷機と共

にローラーを使用するものが多く，ローラーと紙，ゴム，生地，

原毛等との摩擦によって，静電気が発生して放電し，火花を出

すおそれがあり，さらに，反毛機においては原毛，ぼろ等に含

まれる金属，石等の異物をたたくことが多く，このため機械的

火花を生ずるおそれがある。一方，これらの設備による作業中

において，火花発生部に放出する印刷インク，ゴムの溶剤であ

る可燃性の蒸気又は繊維の微粉が，火花により着火する危険を

防止するための規制である。 

 屋内の各部分から火花を生ずる設備までの距離が，天井（屋

根）の屋内に面する部分にあっては10ｍ，壁及び床にあっては

６ｍ以内の部分をいうもので，これらの範囲内の戸，窓等を含 
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11 
の2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 

 

 

 

4 

  

 

 

静電気を有効に除

去する装置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

有効に除去する換

気装置 

 

 

清 掃 に 努 め る 

 

 

放 電 加 工 機 

 

む。 

 なお，これらの範囲内にある電気設備器具については，防爆

型のものを使用する必要がある。 

 設備から発生する静電気を過度に蓄積させないような措置を

いう。 

 具体的な措置としては，室内の湿度を調整（概ね相対湿度65 

％以上）して静電気の蓄積を抑制する方法，高電圧によるコロ

ナ放電除電器等を利用して室内の空気をイオン化し，静電気の

発生を抑制する方法，接地工事を施す方法等があるが，実際に

は各々の方法を組み合わせて静電気の過度の蓄積による火花放

電を避けるものである。なお，接地工事を施す場合，一般的な

接地工事では，紙，ゴム，繊維等の電気の不良導体中に存在す

る電荷を除去することは困難であるので，この部分については，

接地された金属製のブラシを接触させる等の方法が採られてい

る。 

 発生する可燃性ガス等の濃度が爆発下限界の30％以上となら

ない換気能力を有するものであること。 

 この場合の換気能力については，強制換気装置に限らず，外

気に面する換気上有効な開口部を含むものであること。 

 微粉については，粉塵爆発のおそれがないよう十分に換気し，

また火花等による着火を防止するため，微粉を堆積させないよ

う清掃に努める必要がある。 

１ 第４類の危険物である加工液中において，工具電極と加工

対象物との間に放電させ加工する工作機械をいい，用いられ

る工具電極の形態により，「型彫り放電加工機」及び「ワイ

ヤ放電加工機」に区分される。 
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               放電加工機の構成図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 危険物保安技術協会では，第１項各号に規定する構造も含

め放電加工機の安全確認のための試験を行っており，これに

合格した製品には「放電加工機型式試験確認済証」が貼付さ

れているので，構造等の確認に際して活用すること。 

       放電加工機型式試験確認済証 

 

 

 

 

 

 

３ 危険物保安技術協会の試験に合格した放電加工機には，次

の表示がなされている。 

 ⑴ 機械本体に関する表示 

  ア 使用する加工液の危険物品名（例：第４類第３石油類） 

  イ 使用する加工液は引火点が70℃以上のものとする旨の

注意事項 

  ウ 使用する加工液の最高許容温度設定値は60℃以下とす

る旨の注意事項 

  エ 放電加工部分と加工液面との必要最小間隔 

  オ 火気厳禁 
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条 項 号  事 項 基 準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11 
の2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

加 工 液 

 

 

 

設定された温度 

 

 

 

 

設定された液面の

高さ 

 

 

 

 

 

 

 ⑵ 自動消火装置に関する表示 

  ア 使用消火剤の種類及び容量（ℓ）又は重量（㎏） 

  イ 最大防護面積（㎡） 

  ウ 放射時間 

  エ 感知部の種類及び作動温度 

  オ 感知部及び放出口の設置個数並びに設置位置 

  カ 製造年月 

  キ 製造番号 

  ク 製造型式 

４ 現在生産されている放電加工機のほとんどは，当該試験に

合格したものであるが，輸入品等一部のものについては，同

試験を受けていないものもある。このような製品については

条例基準に適合しているかどうか検査すると共に，危険物保

安技術協会の行う試験を受けることが望ましい。 

 放電加工時に加工部分の冷却並びに加工屑及び炭化生成物

（放電によって生じた高熱により加工液が分解し，その結果発

生する炭素を主体とする物質）の排除のために使用される液体

をいう。 

 設定温度は60℃以下とすること。 

 長時間連続加工を行うと加工液の温度が上昇し，引火の危険

性が増大することから，設定温度を60℃以下とする。 

 これには設定温度（60℃以下）を超えた場合に液温検出装置

等により検知し，加工を停止する機能を備えた装置がある。 

 加工対象物の上面から加工液面までの間隔をいい，50㎜以上

であること。 

 液面付近で放電すると，気化した加工液に引火する危険性が

高いことから設定高さの最小間隔を50㎜とする。 

 これには，加工液面が加工対象物上面から最小間隔（50㎜）

より低下した場合に液面検出装置と連動して加工を停止する機

能を備えた装置がある。 
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11 
の2 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自動的に消火でき

る装置 

 

 

 

 

 

 

 

（趣旨） 

 本号は，放電加工中には，加工屑が発生するが，これを容易

に除去できない場合，異常放電を起こし，工具電極と加工対象

物との間に炭化生成物が付着し，成長する。これが，液面に露

出することもあり，加工を続けた場合，引火する危険があるた

め，炭化生成物を検出した場合に自動的に加工を停止する装置

の設置を義務づけたものである。 

 

 

 

 

 

 

 放電加工中において加工液面に火災が発生した場合には，速

やかに検知し，消火剤を加工槽全面に自動的に放出する消火装

置を設けなければならないことを規定したものである。 

１ 放電加工機に固定設置された消火装置である。 

２ 消火剤は，加工槽の形状，油面の広さに応じ必要な量を保

有することとし，その量は，消火剤の種類に応じ，次の表に

定める量以上とすること。 

  防護面積は，加工槽の２辺の積で表すものとする。この場

合において，２辺の比が２を超える場合は，長辺の２分の１

の長さを短辺とする長方形の面積とする。 
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2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5 

 

6 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同等以上の強度を

有する金属板 

配 管 

加 工 液 

 

 

消火剤の種類 消火剤の容量又は 
重      量 

水成膜泡 

第１種粉末 

第２種，第３種粉末 

第４種粉末 

5.0 ℓ ／㎡以上 

6.8㎏／㎡以上 

4.0㎏／㎡以上 

2.8㎏／㎡以上 

 
３ 消火剤貯蔵容器は，次に定めるものであること。 

 ⑴ 検定を受けた消火器の本体容器と同一のもの。 

 ⑵ 高圧ガス保安法の適用を受けるものについては，同法及

び同法に基づく政令の定めるところによるもの。ただし⑴

に定めるものである場合はこの限りでない。 

 ⑶ 高圧ガス保安法の適用を受ける容器以外で，かつ，⑴に

定めるもの以外である場合は，使用材料，板厚等が⑴に定

めるものと同等以上の強度を有するもの。 

４ 加圧用ガス容器は，消火器の技術上の基準を定める省令

（昭和39年自治省令第27号）第25条の規定に適合するもので

あること。 

５ 消火剤及び感知器型感知部は検定品であること。 

６ 直接炎に接するおそれのある部分の放出導管及び管継手は

ＪＩＳ Ｈ3300（銅及び銅合金の継目無管）に適合するもの

又はこれと同等以上の強度及び耐食性並びに耐熱性を有する

ものであること。 

 条例第31条の５第２項第１号の「同等以上の機械的性質を有

する材料」（Ｐ123）に関する運用基準参照。 

 条例第31条の３第２項第９号の配管の例による。 

 引火点の低い第２石油類（灯油）などの使用による火災が多

く発生したことから，引火点が70℃未満の危険物は使用できな

い旨を規定した。 
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 2 2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 

 吹 き か け 加 工 

 

 

 

 

 

その他火災の発生

するおそれのある

方法 

 

 

 

 

 

必 要 な 点 検 

 

加工対象物を露出させたまま加工部分に加工液を吹きかけな

がら加工を行うこと。 

 

 

 

 

 加工液タンクが空の状態の時に，加工位置を決めるために行

う空放電や各種安全装置を取り外した状態で放電加工を行うこ

と等をいう。 

 加工液を噴射して加工対象物に吹きかけながら加工すると，

引火して火災が発生するおそれがある。また，加工槽の深さに

対して無理な高さの加工対象物の使用や加工対象物の押さえ金

具の使用など異常放電等による火災危険のある加工を禁止した

ものである。 

 次の機能に関する点検をいう。 

１ 安全装置の機能 

 ⑴ 液温検出及び加工停止連動機能 

 ⑵ 設定液面高さの検出及び加工停止連動機能 

 ⑶ 電極間の炭化生成物の発生成長による異常加工の検出及

び加工停止連動機能 

２ 自動消火装置の機能 

 ⑴ 火災感知機能 

 ⑵ 警報作動機能 

 ⑶ 加工停止機能 

 ⑷ ⑴～⑶までの連動機能と自動消火装置の起動装置との連

動機能 

（点検結果の記録） 

 点検の結果については，記録しておくようにする。 

（加工液等の危険物の量の合計が指定数量の５分の１以上とな

る場合の取扱い） 

１ 指定数量の５分の１以上指定数量未満となる場合 

  少量危険物取扱所となるため，本条第１項第５号の加工液 
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12 

 

 

 

 

 

3 

 

 

 

 

 

 

 

1 

   

 

 

 

 

前条の規定を準用 

 

 

 

 

 

 

 

変 電 設 備 

 

全 出 力 

 

 タンクに関する規定（アは除く。）及び第３項の規定は適用

されず,少量危険物取扱所に係る当該規定が適用されること

となる。 

２ 指定数量以上となる場合 

  法に基づく危険物施設としての許可が必要となる。 

 放電加工機が火花を生ずる設備と同様の危険性を有すること

から，その設置場所について，壁，天井（天井のない場合は屋

根）及び床の放電加工機に面する部分の仕上げを不燃材料又は

準不燃材料でし，有効な換気装置（換気扇等）を設けた室内と

されていること。また，放電加工機のある場所では，加工くず

や加工廃液等を存置しない等，常に清掃に努めると共に，溶接

機，グラインダー等の火気又は高温体などのみだりな使用は禁

止している。 

 電圧を変成する設備で，遮断器，変圧器，コンデンサー，配

電盤等の電気機器によって構成されたものをいう。 

 全出力（ｋＷ）は，受電用遮断器の２次側に接続される変圧

器の定格容量ｋＶＡ（一定の変圧器で３ｋＶＡ未満のものを除く。）

の和（主変圧器がある場合で当該変圧器の２次側に接続される

変圧器を除く。）に，下表の係数を乗じて算定すること。ただ

し，２以上の設置場所（区画）に分散して設けた場合は，当該

設置場所ごとに算定するものとする。 

 （注）ＪＩＳでいう小型変圧器は，３ｋＶＡ以上を対象として

いるためＪＩＳに合わせ３ｋＶＡ未満の変圧器を算定から

除いたものである。なお，単相，３相変圧器の別及び結

線の方式には関係しない。 
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条 項 号  事 項 基 準 

     
 

変圧器の定格容量の合計 係 数 

500ｋＶＡ未満 0.8 

500ｋＶＡ以上 1,000ｋＶＡ未満 0.75 

1,000ｋＶＡ以上 0.7 

（設置，計算例１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（300+200+150）×0.75＝487.5となり，全出力は487.5ｋＷと 

なる。 
 
（設置，計算例２） 

 

  



- 58 - 

 

条 項 号  事 項 基 準 

 

 

 

 

 

12 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 

  

 

 

 

 

水が浸入し，又は

浸透するおそれの

ない位置 

 

 

 

変電設備を設けて

はならない場所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消防長が火災予防

上支障がないと認 

 

この場合のＴｒ２とＴｒ３の定格容量は，主変圧器Ｔｒ１の定格容量に含ま

れるので除外して計算すると， 

  1500×0.7＝1050 

全出力は1050ｋＷとなる。なお、Ｔｒ１とＴｒ２，Ｔｒ３の設置場所（区画）

が異なる場合は，設置場所毎に全出力を計算する。 

 

 次の各号の措置がなされている位置をいう。 

１ 水が浸入し，又は浸透するおそれのある，壁，床，天井等

は防水構造とすること。 

２ 給排水設備（マンホールを含む。），冷暖房設備及びこれら

の配管又はダクト等（当該設備のためのものを除く。）を設

けないこと。 

 可燃性又は腐食性の蒸気若しくは粉塵等が発生し，若しくは

滞留するおそれのある場所は，室の広さ，ガス蒸気発生源の位

置やその発生量あるいは，新鮮な空気の送入等によって，その

範囲を限定しなければならないが，通常の使用状態及び特殊な

状態で危険な状態になるおそれのある場所には，変電設備は設

置することができない。例を示せば，次に掲げるような場所が

該当する。 

１ 法別表第１に掲げる危険物を取扱う場所（すなわち発火性

又は引火性物品の製造所，貯蔵所及び取扱所のある場所及び

その周辺） 

２ プロパンガス等の液化ガスを製造，貯蔵又は取扱う場所及

びその周辺 

３ アセチレンガス発生器を設置してある場所 

４ 高度さらし粉を取扱う場所 

５ 化学肥料の製造所及び銅，亜鉛等の精錬，電気分解等を行

う場所 

６ 小麦粉，でん粉，砂糖，合成樹脂粉，ナフタリン，石けん，

コルク，石灰，鉄粉，たばこ，木粉，皮革等の可燃性粉塵の

ある場所 

 キュービクル式変電設備の構造は，次によること。 

ア キュービクル式変電設備の種類は，次のとおりとする。 
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条 項 号  事 項 基 準 

    める構造を有する

キュービクル式の

もの 

 (ア) 電力需給用計器用変成器及び主しゃ断装置並びにこれら

の付属装置を一の箱（以下「外箱」という。）に収納した

もの 

 (イ) 変圧器，しゃ断器，開閉器及びこれらの付属装置を外箱

に収納したもの 

 (ウ) (ア)及び(イ)に掲げる装置を外箱に収納したもの 

イ キュービクル式の変電設備の外箱の構造は，次によること。 

 (ア) 外箱（コンクリート造又はこれと同等以上の耐火性能を

有する床に設置するものの床面部分を除く。）の材料は鋼

板とし，その板厚は屋外用のものにあっては，2.3㎜以上，

屋内用のものにあっては，1.6㎜以上又はこれと同等以上

の防火性能を有するものであること。 

 (イ) 外箱の開口部（(ウ)に掲げるものに係る部分を除く。）に

は，特定防火設備（建基政令第112条第１項に規定する特定

防火設備をいう。）である防火戸（条例第３条第２項に規

定する防火戸をいう。以下同じ。）が設けられていること。

ただし，計器用のぞき窓を有するものにあっては，当該部

分を防火戸とすることができる。 

 (ウ) 外箱には，次に掲げるもの（屋外に設けるものにあって

は，雨水等の浸入防止措置が講じられているものに限る。）

以外のものが外部に露出して設けられていないこと。 

  ａ 表示灯（カバーを不燃性又は難燃性の材料としたもの

に限る。） 

  ｂ 電線の引込み口及び引出し口 

  ｃ エの換気装置 

  ｄ 電圧計（ヒューズ等で保護されたものに限る。） 

  ｅ 電流計（計器用変成器に接続しているものに限る。），

周波数計その他操作に必要な計器類 

  ｆ 計器切替スイッチ（不燃性又は難燃性の材料としたも

のに限る。） 

  ｇ 発行ダイオードを用いた表示装置又は液晶を用いた表

示装置（裏面を防火措置したものに限る。） 
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条 項 号  事 項 基 準 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 

 

 

 

 

4 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変電設備の周囲に

有効な空間を保有

する 

防火上支障のない

措置 

換気，点検及び整

備に支障のない距

離 

 (エ) 外箱からの電線の引出し口は，金属管又は金属製可とう

電線管（２種金属製可とう電線管に限る。）を容易に接続

できるものであること。 

 (オ) 外箱には直径10㎜以上の丸棒が入るような穴又はすきま

がないこと。 

ウ キュービクル式の変電設備の内部の構造は，次によること。 

 (ア) 機器及び配線等は外箱，フレーム等に堅固に固定されて

いること。 

 (イ) 機器及び配線は，外箱の底面から10㎝以上の位置に収納

され，かつ，充電部は底面から15㎝以上の位置に取り付け

られていること。ただし，これと同等以上の防水措置が講

じられている場合は，この限りでない。 

エ キュービクル式の変電設備には，次に定めるところにより

換気装置が設けられていること。 

 (ア) 換気装置は，外箱の内部が著しく高温にならないよう空

気の流通が十分に行えるものであること。 

 (イ) 自然換気口の開口部の面積の合計は，外箱の一の面につ

いて，当該面の面積の３分の１以下であること。 

 (ウ) 自然換気口により十分な換気が行えないものにあっては，

機械換気設備が設けられていること。 

 (エ) 換気口には，金網，金属製ガラリ，防火ダンパーを設け

る等の防火措置が講じられていること。 

 変電設備の周囲に空間があることのみを意味するのではなく，

常に空間が保たれており，火災でも他への延焼の危険性が認め

られない状態を指している。 

 不活性ガス消火設備等の消火設備を有効に設ける等をいう。 

 

 次の表の左欄に掲げる区分に応じ，右欄に掲げる距離をいう

ものであること。 
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条 項 号  事 項 基 準 

   

 

 

 

 

 

5 

 

 

 

 

 

 

 

 

6 

 

 

 

 

 

 

11 

 

  

 

 

 

 

 

すき間を不燃材料

で埋める等火災予

防上有効な措置を

講ずること 

 

 

 

 

 

有効な換気設備 

 

 

 

 

 

 

消防長が指定する

もの 

 

保有距離を確保すべき部分 保有距離 

前面又は操作面 1.0ｍ以上 

点 検 面 0.6ｍ以上 

＊ 換 気 面 0.2ｍ以上 

 ＊前面，操作面又は点検面以外の面で，換気口の設けられている面をいう。 

 変電設備室等からの延焼防止等を図るため，条例第12条第１

項第３号の規定による不燃区画をダクト，ケーブル等が貫通す

る部分の火災予防上有効な措置について明確にしたものである。 

 なお，不燃区画等の貫通部分のすき間を埋める不燃材料には，

ロックウール，モルタル，防火シール材，防火パテ等があり，

貫通部分の措置については，(財)日本建築センターにより「ケー

ブル配線の防火区画貫通部の防火措置工法」として防災性能評

定を受けたものを参考として，適切な措置を講じるべきもので

あること。 

 機器の放熱等によって温度が上昇し，機器等の機能に障害を

与えるおそれがあるので一定の温度（40℃）以上上昇しないよ

うに換気する設備をいう。 

 機械による強制換気のほか，屋外又は他の室内に面した開口

部があり，有効に自然換気ができるものをいう。 

 なお，換気口には自閉式の防火ダンパー等を設けることが望

ましい。 

 平成４年12月消防告示第１号 

 

 点検，整備については次の事項を記録しておくようにする。 

１ 点検の日時 

２ 異常の有無 

３ 異常を発見した場合は，その詳細及び故障排除のためにとっ

た措置 

４ その他必要事項 

 この告示は次の各規定について適用する。 

 ・屋外に設ける変電設備     （条例第12条第３項） 
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条 項 号  事 項 基 準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

点検及び絶縁抵抗

等の測定検査 

 

 

 

 

 

結 果 を 記 録 

 

消防長が火災予防

上支障がないと認

める構造を有する

キュービクル式の

もの 

発 電 設 備 

 

 

 

 

 

 

防振のための措置 

 

 ・屋内に設ける発電設備     （条例第13条第２項） 

 ・屋外に設ける発電設備     （条例第13条第３項） 

 ・屋内に設ける燃料電池発電設備 （条例第13条の２第１項） 

 ・屋外に設ける燃料電池発電設備 （条例第13条の２第3項） 

 ・屋内に設ける蓄電池設備    （条例第14条第２項） 

 ・屋外に設ける蓄電池設備    （条例第14条第４項） 

 ・ネオン管灯設備        （条例第15条第２項） 

 ・舞台装置等の電気設備     （条例第16条第２項） 

 ・避雷設備           （条例第17条第２項） 

 点検は，端子及びネジ類のゆるみ，導電部の接触状況，絶縁

油の漏れ，バインド線のはずれ，機器類の温度上昇，がいしの

汚損並びに指示計器類の良否等について適宜行う必要がある。

測定検査は絶縁抵抗測定，接地抵抗測定及び継電器類の動作等

について必要に応じて行い，特に絶縁抵抗の測定は１年に１回

以上行うことが大切である。また，絶縁油等も状況に応じ取り

替え又は精密検査を行う必要がある。 

 他の法令の規定による点検等の記録で必要事項が確認できる

場合は，当該記録をもってこれに代えることができる。 

 条例第12条第１項第３号の「消防長が火災予防上支障がない

と認める構造を有するキュービクル式のもの」に関する運用基

準（Ｐ58参照） 

 

 

 本条でいう発電設備とは，内燃機関を原動機とする発電設備

であり，これは使用燃料によって通常，ガス機関，ガソリン機

関及びディーゼル機関に分類され，一般にディーゼル機関が多

く使用されている。 

 なお，次に掲げるものは除外される。 

１ 搬送用発電機及び移動用発電機 

２ 容量が５ｋＶＡ未満の小容量の発電設備 

 防振措置は，その構造上振動が激しいため，機器のネジのゆ

るみ等により機能に悪影響を及ぼし，思わぬ事故の原因を生じ 
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条 項 号  事 項 基 準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 

 

 

 

 

 

 

3 

  

 

 

 

 

 

排 気 筒 

 

 

 

 

 

 

前条第２項（キュー

ビクル式のもの） 

させる要因となるためである。防振措置の方法としては，基礎

を建物と別個にする方法及び防振ゴム，防振コルク，スプリン

グ式防振台床，コンクリートスプリング式防振台床等を使用す

る方法がある。 

 ただし，ガスタービンのように振動の少ないものは防振のた

めの措置を設けないことができる。 

 次に掲げる項目を満たす構造としなければならない。 

１ 排気筒の遮熱材料は不燃材料であること。 

２ 排気筒と他の可燃物を接触しないようにすること。 

３ 排気口は，排気ガスの熱により燃焼するおそれのある可燃

物の付近に設けないこと。 

 なお，配管・煙突から可燃物までの距離は，条例第９条を準

用することが望ましい。 

 キュービクル式発電設備の構造。 

ア キュービクル式の発電設備の種類は，次のとおりとするこ

と。 

 (ア) 内燃機関，発電機及び燃料タンク並びにこれらの付属装

置を外箱に収納したもの。 

 (イ) 制御装置及び保安装置並びにこれらの付属装置を外箱に

収納したもの。 

 (ウ) (ア)及び(イ)に掲げる装置を外箱に収納したもの。 

イ 外箱の構造は，キュービクル式の変電設備の構造，イ（(ウ)

を除く。）に準ずるほか次によること。 

 (ア) 外箱には，次に掲げるもの（屋外に設けるものにあって

は，雨水等の浸入防止措置が講じられているものに限る。）

以外のものが外部に露出してもうけられていないこと。 

  ａ 表示灯（カバーを不燃性又は難燃性の材料としたもの

に限る。） 

  ｂ 電線の引込み口及び引出し口 

  ｃ エの換気装置 

  ｄ 電圧計（ヒューズ等で保護されたものに限る。） 

  ｅ 電流計（計器用変成器に接続しているものに限る。）， 
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条 項 号  事 項 基 準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気体燃料を使用す

るピストン式内燃

機関を原動力とす

る発電設備 

 

   周波数計その他操作に必要な計器類 

  ｆ スイッチ（不燃性又は難燃性の材料としたものに限る。） 

  ｇ 排気筒 

  ｈ 燃料配管（潤滑油配管を含む。） 

  ⅰ 始動用空気管の出し入れ口 

  ｊ 内燃機関の息抜き管 

  ｋ 冷却水の出し入れ口及び水抜き管 

  ｌ 発光ダイオードを用いた表示装置又は液晶を用いた表

示装置（裏面を防火措置したものに限る。） 

 (イ) 外箱は，消音器及び屋外に通じる排気筒を容易に取り付

けられるものであること。 

ウ 内部の構造は，キュービクル式の変電設備の構造，ウに準

ずるほか次によること。 

 (ア) 内燃機関及び発電機を収納する部分は，不燃材料（建基

法第２条第９号に規定する不燃材料をいう。以下同じ。）

で区画され，遮音措置が講じられていること。 

 (イ) 内燃機関及び発電機は，防振ゴム等振動吸収装置の上に

設けたものであること。ただし，内燃機関にガスタービン

を用いるものにあっては，この限りでない。 

 (ウ) 給油口は，給油の際の漏油により電気系統又は内燃機関

の機能に異常を及ぼさない位置に設けられていること。 

 (エ) 外箱内の配線類は，内燃機関から発生する熱の影響を受

けないように断熱処理され，かつ，堅固に固定されている

こと。 

エ キュービクル式の変電設備の構造，エに準ずる換気装置が

設けられていること。 

 気体燃料を使用する出力10ｋＷ未満のピストン式内燃機関を

原動力とする発電設備については，当該設備が鋼板製の外箱に

収納され，外箱の断熱材又は防音材に難燃性のものを使用し，

内部の温度が過度に上昇しないように有効な換気を行うことが

できる換気口を設けた場合には，火災発生の危険性が低く，内

在する可燃物量が少なく，また，火災が発生した場合の影響が 
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条 項 号  事 項 基 準 

 

 

13 
の2 

 

 

 

 

1 

   

 

燃料電池発電設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第12条第１項(第３

号)の規定を準用 

小さいため，屋外において建築物から３ｍ以上の距離を保有す

ること等を要しないこととしたものであること。 

 燃料電池発電設備は，主に工場や病院等の大規模な建築物等

を対象として開発されたものであるが，当該設備は内部にバー

ナーを有すること等の理由から設備本体の出火危険があり，平

成17年10月の条改正以前は，条例第13条において発電設備として

規制してきた。しかし，近年の技術開発の進展により，リン酸

型燃料電池による発電設備に加え，新たに溶融炭酸塩型燃料電

池及び主として一般向けに開発された固体高分子型燃料電池に

よる発電設備が出現したことから，安全確保に必要な基準が整

備されたものである。平成22年10月には固体酸化物型燃料電池が

加えられた。 

 具体的には，固体高分子型燃料電池，リン酸型燃料電池，溶

融炭酸塩型燃料電池及び固体酸化物型燃料電池による発電設備

のうち内部でバーナー等の火を使用するものを燃料電池発電設

備として位置付け，火を使用する設備として規制するものであ

る。 

 屋内に設ける燃料電池発電設備で消防長が火災予防上支障が

ないと認める構造を有するキュービクル式のものは以下のとお

り。 

ア キュービクル式の燃料電池発電設備の種類は，次のとおり

とすること。 

 (ア) 燃料電池及び改質器並びにこれらの付属装置を外箱に収

納したもの 

 (イ) 逆変換装置，制御装置及び保安装置並びにこれらの付属

装置を外箱に収納したもの 

 (ウ) (ア)及び(イ)に掲げる装置を外箱に収納したもの 

イ 外箱の構造は，キュービクル式の変電設備の構造，イ（(ウ)

を除く。）に準ずるほか次によること。 

 (ア) 外箱には，次に掲げるもの（屋外に設けるものにあって

は，雨水等の浸入防止措置が講じられているものに限る。）

以外のものが外部に露出して設けられていないこと。 
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       ａ 表示灯（カバーを不燃性又は難燃性の材料としたもの

に限る。） 

  ｂ 電線の引込み口及び引出し口 

  ｃ エの換気装置 

  ｄ 電圧計（ヒューズ等で保護されたものに限る。） 

  ｅ 電流計（計器用変成器に接続しているものに限る。），

周波数計その他操作に必要な計器類 

  ｆ スイッチ（不燃性又は難燃性の材料としたものに限る。） 

  ｇ 排気筒 

  ｈ 燃料配管（空気引込み管を含む。） 

  ⅰ 窒素ガス配管（ガス抜き管を含む。） 

  ｊ 水蒸気配管（温水管を含む。） 

  ｋ 冷却水の出し入れ口及び水抜き管（凝縮水配管を含む。） 

  ｌ 発光ダイオードを用いた表示装置又は液晶を用いた表

示装置（裏面を防火措置したものに限る。） 

 (イ) 外箱は，屋外に通じる排気筒を容易に取り付けられるも

のであること。 

ウ 内部の構造は，キュービクル式の変電設備の構造，ウに準

ずるほか次によること。 

 (ア) 逆変換装置は，他の部分と防火上有効に区画されている

こと。 

 (イ) 可燃性ガスが漏れた場合に自動的に発電を停止する装置

及び燃料の供給をしゃ断する装置が設けられていること。 

 (ウ) 未燃ガスが滞留するおそれのあるものには，運転開始前

及び運転停止後に当該滞留未燃ガスを有効に排出できる装

置が設けられていること。 

 (エ) 外箱内の配線類は，燃料電池等から発生する熱の影響を

受けないように断熱処理され，かつ，堅固に固定されてい

ること。 

エ キュービクル式の変電設備の構造，エに準ずる換気装置が

設けられていること。 
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14 

 

 

 

 

 

14 

3 
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1 

 

 

 

 

 

3 

  第12条第２項の規

定を準用 

 

 

 

 

蓄 電 池 設 備 

 

 

 

 

 

定 格 容 量 

 

 

4,800Ａｈ・セル 

 

 

 

耐 食 性 

 

キュービクル式の

もの 

 

 第13条の２第１項に定めるキュービクル式の燃料電池発電設

備の構造による。 

 第４項は，屋外に設ける固体高分子型燃料電池又は固体酸化

物型燃料電池による発電設備のうち，出力が10ｋＷ未満で安全

装置が設置されているものについて，建築物から３ｍの距離を

保有すること等を要しないものとした規定である。 

 蓄電池を主体としてこれに充電する装置等を含む設備の一体

をいう。 

 蓄電池設備の充電装置及び逆変換装置に内蔵される変圧器に

ついては，出力が20ｋＷを超える場合においても，独立の変電

設備としてではなく，蓄電池設備の一部として取り扱っても差

し支えない。 

 蓄電池の定格容量は，鉛蓄電池については，10時間放電率容

量，アルカリ蓄電池にあっては，５時間放電率容量を標準にし

て算出する。 

 総電池容量（Ａｈ・セル）＝単電池あたり定格容量(Ａｈ)×

単位電槽数(セル)の式によりＡｈ・セルが4,800のものをいう。 

 したがって200Ａｈの単電池が24電槽設置してあれば，総設備

容量は，4,800Ａｈ・セルとなる。 

 耐酸性のみでなく，腐食性の液，ガス等に耐えるものをいう。 

 （例）陶磁器，アスファルト 

 キュービクル式蓄電池設備の構造。 

ア キュービクル式の蓄電池設備の種類は，次のとおりとする

こと。 

 (ア) 蓄電池を外箱に収納したもの 

 (イ) 充電装置，逆変換装置，出力用過電流しゃ断器等及びこ

れらの附属装置を外箱に収納したもの 

 (ウ) (ア)及び(イ)に掲げる装置を外箱に収納したもの 

イ キュービクル式の蓄電池設備の外箱の構造は，キュービク

ル式の変電設備の構造，イ（(ウ)を除く。）に準ずるほか，外箱

には次に掲げるもの（屋外に設けるものにあっては，雨水等

の浸入防止措置が講じられているものに限る。）以外のもの 
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 が外部に露出して設けられていないこと。 

 (ア) 表示灯（カバーを不燃性又は難燃性の材料としたものに

限る。） 

 (イ) 電線の引込み口及び引出し口 

 (ウ) オの換気装置 

 (エ) 電流計，電圧計（ヒューズ等で保護されたものに限る。），

周波数計その他操作に必要な計器。 

 (オ) 配線用しゃ断器（金属製カバーを取り付けたものに限る。） 

 (カ) スイッチ（不燃性又は難燃性の材料としたものに限る。） 

 (キ) 発光ダイオードを用いた表示装置又は液晶を用いた表示

装置（裏面を防火措置したものに限る。） 

ウ キュービクル式の蓄電池設備の内部の構造は，キュービク

ル式の変電設備の構造，ウに準ずるほか次によること。 

 (ア) 蓄電池を収納する部分は，他の部分と防火上有効に区画

されていること。ただし，シール型蓄電池（陰極吸収式の

ものに限る。以下同じ。）を収納するものにあっては，こ

の限りでない。 

 (イ) 鉛蓄電池を収納するものにあっては，キュービクル式の

蓄電池設備内の当該鉛蓄電池の存する部分の内部に耐酸性

能を有する塗装が施されていること。ただし，シール形蓄

電池を収納するものにあっては，この限りでない。 

 (ウ) 直送回路に変圧器（100ｋＷ未満のものを除く。）を用い

る場合は，他の部分と防火上有効に区画されていること。 

エ キュービクル式の蓄電設備に設ける区分しゃ断器，点検ス

イッチ及び変圧器は，次によること。 

 (ア) 区分しゃ断器には，配線用しゃ断器が設けられているこ

と。 

 (イ) 蓄電池の充電状況を点検できる自動復帰形又は切替形の

点検スイッチが設けられていること。 

 (ウ) 直送回路及び逆変換装置等に変圧器を用いる場合は，油

入機器以外のものとすること。 

オ キュービクル式の蓄電池設備には，キュービクル式の変電 
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15 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

2 
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ネオン管灯設備 

 

 

 

 

 

 

 

低 圧 側 

 

無 接 点 継 電 器 

 

雨水の浸透を防止

するために有効な

措置 

 

 

 

 

 

 

近接する取付材 

 

 

管 理 

 

 設備の構造，エ（(イ)を除く。）に準ずる換気装置が設けられ

ているほか，自然換気口の開口部の面積の合計は，外箱の一

の面について，蓄電池及びウ，(ウ)の変圧器を収納する部分に

あっては当該面積の３分の１以下，充電装置等を収納する部

分にあっては，当該面積の３分の２以下であること。 

 本条は，ネオン管灯設備の位置，構造及び管理について規定

したものである。 

 ネオン管灯設備は，ネオン管，ネオン変圧器等で構成され，

ネオン管の両極に1,000Ｖから15,000Ｖ程度の高電圧を加え，グ

ロー放電を起こし，広告，照明等に使用するものである。なお，

本条の適用は管灯回路の使用電圧が，1,000Ｖを超える放電灯

であって放電管にネオン放電管を使用したものを対象としてい

る。 

 ネオン変圧器の１次側すなわち低圧回路のことで，通常は100

Ｖ又は200Ｖである。 

 半導体等を利用した電子式点滅器で，点滅時火花を発するお

それのないものをいう。 

 ネオン変圧器を，雨のかかる可能性のある場所に設ける場合

は，屋外用のものを使用しなければならない。また，変圧器用

の金属製外箱は，屋外用にあっては，0.8㎜以上，屋内用にあっ

ては0.5㎜以上の厚さの鋼板あるいはこれと同等以上のもので

完全にさび止めしなければならない。さらに，ネオン変圧器の

導体引出部を上向き又は横向きに取り付けると，屋外用の変圧

器であってもブッシング等の電線引出口から内部に浸水するお

それがあるので導体引出部は下向きに取り付けなければならな

い。 

 近接するとは放電管，高圧ケーブル等高圧充電部分から50㎝

以内にある部分とする。ただし，難燃性の材料で覆ったものに

係る部分については，この限りでない。 

 ネオン管灯設備は高圧側で使用されることと，屋外に施設さ

れる場合が多いので風雨により設備の劣化が早く，常に保守点

検を行わなくてはならない。特に高圧側配線の被覆劣化，高圧 
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16 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 

 

 

イ 

 

 

 

 

 

エ 

 

 

 

 

イ 

 

 

 

舞台装置等の電気

設備 

 

 

 

 

 

 

 

過熱するおそれの

ない位置 

 

充 電 部 分 

 

 

 

 

 

アークを発生する

設備 

 

 

 

残 置 灯 設 備 

 

自動遮断の措置 

 

部分と造営材との間隔，機器材の腐食，各配線の断線等につい

て入念に点検を行い，不良箇所を発見した時は直ちに点灯を中

止し，補修しなければならない。 

 本条は，舞台装置，展示装飾のために使用する電気設備及び

工事，農事等で一時的に使用する電気設備について規制したも

のである。 

 舞台装置若しくは展示装飾のために使用する電気設備とは，

必ずしも一時的に使用するもののみを対象とするものではなく，

恒久的な設備についても適用がある。しかし，特に一時的に使

用する設備について，安易な気持から生ずる工事上，管理上の

不備に基づく火災の発生が多いので，これを防止するための規

定である。 

 電灯，抵抗器等熱を発生する電気設備器具等は，カーテン，

どん帳，装飾品，木板等の可燃物に近接するような位置に設け

ないこと。 

 電気が来ている部分であり，電圧がかかっている金属部分で

ある。電灯の充電部分を露出させないためには，電球をソケッ

トへ接続するか，絶縁物で被覆することが必要である。電灯の

口金，受口，開閉器，接続器等の充電部分は露出していると短

絡，感電等の事故が発生するおそれがあるので，充電部の露出

したもの，破損したもの等は使用しないこと。 

 舞台でいなずまを発生させる場合の設備がある。アークは，

炭素棒等を電極として放電させると生ずるもので，炭素の微粒

子状の集まりが電流の通路となって，ジュール熱で数千度の温

度となり，光を発するものである。したがって，火災予防上こ

の設備のケース等は不燃材料で造ったものでなければならない。 

 工事等の際，夜間において工事現場を照明するために設ける

電灯設備である。 

 その回路において，短絡，過電流が生じた場合，自動的に電

流を遮断するための措置であって，ヒューズが最も簡単なもの

であるが，このほかヒューズを用いない遮断器いわゆるノーヒュー

ズブレーカーでももちろん差し支えない。 
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17 

 

18 

1  

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

3 

 

 

 

 

 

4 

 

5 

 消防長が指定する

日本工業規格 

水 素 ガ ス 

 

 

 

 

 

煙突その他火気を

使用する施設の付

近 

 

 

水平距離10ｍ以上

の空間 

 

 

立入り及び火気を

禁止する旨を表示 

気球の容積は，15

㎥以下 

風圧又は摩擦に対

して十分な強度を

有する材料 

 平成４年12月消防告示第２号 

 

 水素は，きわめて軽い気体（空気29に対して水素ガス２の重

さである）であるため気球に使用されるが，燃焼範囲が広く，

その燃焼は爆発的であり，火災予防上きわめて危険な気体であ

る。また，着火エネルギーが小さいので微小の火源で着火する。

特に静電気，電気スパーク等の火源による着火爆発等の事故が

考えられる。 

１ 電気のスパーク等の発生施設，火花，炎等を発生する施設

から10ｍ以上（当該施設が区画された室又は箱等に収容され

ている場合は３ｍ以上）の保有距離があること。 

２ 煙突，喫煙所等から６ｍ以上の保有距離があり，かつ，当

該施設は火粉の飛散防止措置があること。 

 最低を10ｍとし，気球の掲揚の高さに応じて当該掲揚高の２

分の１の距離だけ保有距離を延長すること。 

 気球相互間の保有距離については，掲揚高の高い気球を基準

としてその掲揚高の２分の１の距離を保有すること。 

 条規別表に掲げるとおりとする。 

 

 球形として直径３ｍ以下のものが該当する。 

 

１ 気球の材料 

 ⑴ ビニール樹脂，又はこれに類する樹脂，若しくはゴム引

布などで，その材質が均一不変質，かつ，静電気が発生若

しくは帯電しにくいもの。 

 ⑵ 生地は可そ剤，着色剤等の吹き出し，及び粘着がなく，

又は泡及び異物の混入がないもの。 

 ⑶ 気球に使用する材料の厚さは，ビニール樹脂については

0.1㎜以上，ゴム引布については0.25㎜以上のもの。 

 ⑷ 抗張力及び伸びは膨張又は圧縮による内外圧に十分耐え

るもので，塩化ビニールフィルムにあっては15Ｎ／㎟以上

のもの，ゴム引布にあっては27Ｎ／㎟以上のもの。 
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      ⑸ 引裂強さは，塩化ビニールフィルムにあってエレメンド

ルフ引裂強さ６Ｎ／㎟以上のもの。 

 ⑹ 気体透過度は，水素を注入し，24時間において１㎡から

漏れる量が５ℓ以内のもの。 

 ⑺ 耐寒性は零下５℃，耐熱性は60℃において，それぞれひ

び割れ，粘着等を生じないもの。 

２ 気球の構造 

 ⑴ 掲揚若しくは係留中，局部的に著しく外圧を受け，又は

著しく静電気を発生することがないもの。 

 ⑵ 掲揚中，著しく不安定になり，若しくは回転することが

ないもの。 

 ⑶ 接着部分は，その強さと同等以上であるもの。 

 ⑷ 糸目座の強さは，150㎏以上であるもの。 

３ 掲揚綱等の材料 

 ⑴ 麻または合成繊維若しくは綿などで材質が均一不変質，

かつ，静電気の発生若しくは帯電しにくいもの。 

 ⑵ 繊維は，比較的長繊維のもの。 

 ⑶ 掲揚綱及び係留綱に使用する綱の太さは，麻については

６㎜以上，合成繊維については７㎜以上のもの。 

 ⑷ 糸目綱に使用する綱の太さは，麻については３㎜以上，

合成繊維については，２㎜以上，綿については４㎜以上の

もの。 

 ⑸ 掲揚綱の切断荷重は，気球の直径が2.5ｍを超え，３ｍ

以下のものについては240㎏以上，2.5ｍ以下のものについ

ては170㎏以上のもの。 

 ⑹ 水，バクテリア，油，薬品等により腐食しにくいもの。 

 ⑺ 摩擦によりその強さが容易に減少しないもの。 

 ⑻ 日光等の影響により，その品質が著しく低下しないもの。 

 ⑼ 建物等のかどにおける横すべりにより容易に切断するこ

とがないもの。 

 ⑽ 吸湿により著しく硬化することのないもの。 

４ 掲揚綱等の構造 
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6 

 

 

 

 

8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9 

 

 

10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 

 

 

 

 

 

 

 

気球に付設する電

飾 

 

 

 

傾斜角度が45度以

下となるような強

風時 

 

 

 

 

 

 

 

 

操作者以外のもの

が近接しないよう

に適当な措置 

90容量％以下と 

なった場合 

 

 ⑴ ヤーン数（より合せてないものを除く。）２以上のスト

ランドを３以上としたもの。 

 ⑵ 著しく変形し又はキンクすることのないもの。 

 ⑶ 著しく滑ることのないもの。 

 ⑷ 糸目は６以上とし，浮力および風圧に十分耐えるもの。 

 ⑸ 結び目は，動圧に対し，容易に解けることのないもの。 

 ⑹ 結び目は，局部的に荷重が加わらないようにしたもの。 

 宣伝文字又は広告図案等を電気照明により表示する装置で，

この装置について，配線等の設備の装置がきわめて簡易な方法

で行われる場合が多く，掲揚中に風圧又は摩擦による電線の切

断や被覆のはく離等による短絡が生じやすいので電気スパーク

等の火源による着火爆発の危険等を排除するための規定である。 

 15㎥の気球を45度に傾斜させる風速は６ｍ／sec～７ｍ／sec で

ある。 

 （参考）  算出式は次のとおりである。 

 

１ 適当な区画をする。 

２ 立入禁止の表示をする。 

３ 看視人の配置をする。 

 水素ガスが100％のときの上昇力をスプリング秤等で計測し，

その値に秤より上部の気球本体及び綱の重量を加えて水素ガス

の浮力を求める。その浮力が10％減少したとき水素ガスの容量

は90％となる。 

 なお，容量15㎥の気球について，計算すると水素の浮力は約

18㎏となり，この10％の1.8㎏だけ浮力が減少すると水素ガス 

Ｆ＝ 
29－2 

× 
4 

 πｒ３ － Ｇ 
22.4 3 

 

Ｗ＝ 
1 

 × Ｖ２ ×πｒ２ × 0.6   Ｆ＝Ｗとすれば 
16 

 

Ｖ＝ 
 

42.89ｒ － 26.7 
Ｇ 

 
πｒ２ 

 Ｆ＝浮力（㎏）  Ｗ＝風圧力（㎏）  Ｇ＝自重（㎏） 

 Ｖ＝風速（ｍ／sec）  0.6＝風力係数 

 この算出により６ｍ弱とする。 
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条 項 号  事 項 基 準 

 

 

 

 

19 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

2 

 

 

 

3 

 

 

 

4 

9 
の2 
 

 

 

 

 

 

 

 

12 

 

 

 

13 

  

 

 

 

火災予防上安全な

距離 

可燃性のガス又は

可燃性の蒸気が滞

留するおそれのあ

る場所 

地震等により容易

に可燃物が落下す

るおそれのない場

所 

必 要 な 措 置 

消 火 器 の 基 準 

 

 

 

 

 

 

 

 

皿 

 

 

 

消防長が指定する

もの 

 

 

の容量は90％になるはずである。 

 しかしながら，一般的な運用としては，通常の場合において

連続15日以上掲揚した場合は，気球内の水素ガスを全部交換す

るよう指導すること。 

 条例第３条第１項第１号「火災予防上安全な距離」（Ｐ１参照） 

 

 条例第３条第１項第３号（Ｐ３参照） 

 

 

 

器具を箱等の台上において使用したり，上り框等段違いとなっ

ている場所，縁の端などで使用していると地震等の振動により

転落するおそれがあるので，こういう状態になるおそれのある

ことをいう。 

 ＪＩＳ Ｓ2019（自然通気形開放式石油ストーブ）参照 

 消火器の技術上の規格を定める省令（昭和39年自治省令第27

号）第１条の２第１号に規定する消火器（同条第２号に規定す

る住宅用消火器を除く。）のうち，対象火気器具等の種別その他

周囲の可燃物等に適応とされるものを準備すること（エアゾー

ル式簡易消火具は不可とする。）。 

 なお，法第17条の３の３に規定する点検義務はないが，腐食

又は破損が無いものとすること。 

 設置場所は，原則として対象火気器具等ごとに消火器が必要

である。（対象火気器具がある店構えごとに，１本以上とする。） 

 ＪＩＳ Ｓ2019に規定されている置台をいう。 

 ストーブのいかなる部分から油漏れがあっても，置台外に滴

下しない十分な大きさのもので，周囲に縁を巡らし，滴下した

油がこぼれ落ちないものである。 

 平成４年12月消防告示第１号 

 なお，点検，整備については次の事項を記録しておくよう指

導すること。 

① 点検の日時 
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条 項 号  事 項 基 準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 

 

5 

  

 

 

自動的に消火する

装置 

 

 

 

 

 

 

元 コ ッ ク 

 

ホ ー ス 

 

熱による損傷防止 

 

 

 

 

 

 

薬品等による損傷

防止 

定置式燃焼器具 

必 要 最 少 限 度 

移動式燃焼器具 

 

見 や す い 箇 所 

他の室にまたがっ

て使用しないこと 

 

② 異常の有無 

③ 異常を発見した場合は，その詳細及び故障排除のためにとっ

た措置 

 ＪＩＳ Ｓ2019に規定されている地震又はこれに相当する衝

撃を受けたときに自動的に消火する対震自動消火装置をいう。 

 自動消火装置は「感震装置」と「消火装置」により構成され

ており，「感震装置」は周期が0.3秒から0.7秒の範囲の振動の加

速度が130ガル未満である場合は作動せず，200ガル以上である

場合は作動するようになっており，「消火装置」は，感震装置

と連動して遮へい板を作動させ，火源を覆い消火する。又は水，

消火剤を噴出させて消火するものである。 

 ガス器具のコックではなく，屋内の金属配管に設けられた第

一閉止弁をいう。 

 銅管，鉛管を含まず，高圧ゴムホース及びゴム管類をいう。 

（合成樹脂製のものを含む） 

１ ホースが当該器具の炎又は熱の影響を受けないように施工

すること。 

２ 発熱体とは次の離隔距離を確保すること。 
 

発 熱 体 種 別 離 隔 距 離 

炉 ・ 煙 突 30㎝ 

ただし，防護措置をした場合はこの限りでない。 

 

 上水又は汚水にさらされ，若しくは腐食性のガス又は溶液の

発生する場所を避けることをいう。 

 ガスレンジ，固定式こんろ等を固定して使用する場合をいう。 

 ２ｍ 

 ストーブ，卓上型こんろ等器具を固定して使用しない場合を

いう。 

 家具，調度品の裏，カーペットの下等を通さないことをいう。 

 コックのある部屋から他の部屋までホースを延ばさないこと

をいう。 
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条 項 号  事 項 基 準 

21 

 

22 

 

24 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

  底部には遮熱に必

要な措置 

電熱器具の火災予

防上安全な距離 

 

 

 

 

 

 

次に掲げる場所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

喫 煙 

 

 

裸 火 

 

 有効な底面通気を有することをいい，底面と床等との間隔は

少なくとも５㎝は必要である。 

 条例別表第１参照 

 

（趣旨） 

 本条は，劇場等，百貨店等で火災が発生した場合，特に，人

命危険，延焼拡大危険が大きく，また，貴重な文化財等を火災

から守り，後世に伝えていくために，主として公衆の出入りす

る場所における「喫煙」「裸火使用」「危険物品持込み」の各行

為を禁止する規定である。 

１ 次の場合は，それぞれ別の防火対象物とみなして取り扱う

ものとする。 

 ⑴ 防火対象物が，開口部のない耐火構造の壁又は床で区画

されている当該場所 

 ⑵ 昭和50年３月５日消防安第26号に基づき，別棟扱いされ

ている当該場所 

２ 指定場所に係る防火対象物の用途判定 

  指定場所に係る防火対象物の用途は，使用部分の実態用途

に着目して判定することとし，必ずしも政令別表第１の用途

区分によらないこと。従って，例えば，事務所ビル内に存す

る映画館が，「みなし従属」として⒂項の事務所扱いされて

いたとしても，実態用途が映画館である限りにおいては，映

画館としてとらえるということである。 

３ 防火対象物又はその部分を臨時に本条適用用途として使用

する場合も，本条の適用を受ける。 

 出火危険の排除を図るため，指定場所における喫煙を禁止す

るもので，喫煙に際し用いるライター，マッチは喫煙の一連の

行為と含まれる。 

 裸火とは，「炎，火花又は発熱部が外部に露出している火」

として運用する。 

１ 気体，液体，固体燃料を熱源とする火気使用設備器具にあっ

ては，直接屋外から空気を取り入れ，かつ，廃ガスその他の 
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条 項 号  事 項 基 準 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

火災予防上危険な

物品 

 生成物を直接屋外に排出する密閉式燃焼設備器具（ＦＦ型）

以外のものすべてが裸火使用として禁止規制を受ける。 

２ 電気を熱源とする電気器具類にあっては，赤熱部が外部に

露出しているもの（ニクロム線を露出した電熱器等）のほか， 

外部に露出した発熱部で可燃物が触れた場合，瞬時に着火す

るおそれのあるもの（炎，火花に相当するもので，表面温度

が概ね400℃以上を目安として判断）が裸火に該当する。 

  従って，次のような形態のものは規制の対象から除外でき

るものとする。 

 ⑴ 火気使用器具の構造が密閉燃焼方式等，火源が全く器具

の外部に露出していないもの。 

 ⑵ 使用器具の構造が密閉式ではないが，器具の外箱等によっ

て火源が概ね覆われており，器具に可燃物が近接した場合

であっても着火のおそれのないもの。 

 次に掲げる物品とする。ただし，ビン，缶等に密封された少

量のものを除く。 

１ 法別表第１に掲げる危険物 

２ 危政令別表第４に掲げる指定可燃物のうち可燃性固体類及

び可燃性液体類 

３ 条例別表第２に掲げる指定可燃物のうちマッチ 

４ 可燃性ガス（爆発限界の下限が10％以下のもの，及び爆発

限界の上限と下限の差が20％以上のもの） 

５ 火薬類取締法第２条に定める火薬類（火薬，爆薬及び火工

品並びにがん具煙火） 

６ その他火災予防上危険と認められる物品 

 なお，次の⑴から⑸までに該当する商品を恒常的
● ● ●

に
●

陳列
● ●

，
●

販
●

売
●

する場合は，危険物品持込み行為に含まないものとして運用

する。このことは，条例第31条で危険物の貯蔵及び取扱いの基

準を規定していることに加え，その取扱い実態及び容器が密栓

されていること等に着目したもので，全く放任することではな

いので自主管理の重要性について指導を継続するよう留意しな

ければならない。 
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条 項 号  事 項 基 準 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

持 ち 込 む 

 

 

 

火災予防上支障が

ないと認めたとき 

 ⑴ 化粧品等危険物に該当する製品 

 ⑵ ローソク等指定可燃物に該当する製品 

 ⑶ 殺虫剤等のエアゾール製品 

 ⑷ マッチで一の区画（原則として建基政令第112条第１項

の規定に基づき区画された部分又は連続式店舗等の各店舗

＝承認単位）当たりの取扱い総重量が20㎏未満となる場合

のもの 

 ⑸ ライター，コンロ用カートリッジボンベ等高圧ガス保安

法の適用が除外される容器入り可燃性ガスで，一の区画当

たりの取り扱いガス総質量が５㎏未満に相当する場合のも

の 

 危険物品で，容易に移動又は持ち運び可能なものを，指定さ

れた場所へ持ち込むことをいい，本条では，基本的には，これ

を禁止し，業務上真にやむを得ない事情がある場合に限って，

解除承認することとしている。 

 支障の有無の審査する基準は，次のとおりとする。 
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（承認基準） 

第１ 条規第12条第１項第２号に規定された承認申請書の提出があった場合の条例第24条第１項各

号に掲げる場所における禁止行為の例外規定の承認は，次の各号に掲げる基準に適合し，かつ，

業務のため真にやむを得ないと認められるものについて承認するものとする。 

 ⑴ 条例その他の関係法令に定める保安基準に適合していること。 

 ⑵ 別表１に掲げる基準による防火上有効な区画又は措置が講じられていること。 

 ⑶ 別表２に掲げる許容数量の範囲内であること。 

２ 前項の防火上有効な区画の基準は，次のとおりとする。ただし，次の各号に掲げる基準により

がたい場合で，これらの基準と同等以上の安全対策（別表「安全対策の基準」（Ｐ84-2参照））が

講じられているものと消防長又は消防署長が認めた場合にあっては，これらの基準によらないこ

とができる。 

 ⑴ 当該場所を有する階が耐火構造で，他の部分との区画（建基政令第112条第１項の規定によ

る防火区画）が完全に施工されていること。 

 ⑵ 当該場所は，耐火構造の床及び壁で囲まれ，他の用途部分に接する開口部には，火災により

火熱，煙が発生した場合に自動的に閉鎖する特定防火設備が設けられていること。ただし，自

動的に作動する固定式消火設備が設けられた場合は，手動式の特定防火設備とすることができ

る。 

３ 前1項の防火上有効な措置の基準は，次のとおりとする。ただし，次の各号に掲げる基準によ

りがたい場合で，これらの基準と同等以上の安全対策（別表「安全対策の基準」（Ｐ84-2参照））

が講じられているものと消防長又は消防署長が認めた場合にあっては，これらの基準によらない

ことができる。 

 ⑴ 当該場所は，喫煙，裸火使用又は危険物品持込みの種別並びに対象物の区分等により，次の

各号のいずれかに該当する広さを有するものであること。 

 ア 床面積100㎡以内 

 イ 床面積30㎡以内 

 ⑵ 当該場所は，その一面が外壁又は当該場所と他の部分との境界に設ける界壁に接している

こと。 

 ⑶ 当該場所は，不燃材料又は防火上十分な空間によって他の部分及び可燃物と遮断又は離隔さ

れていること。 

 ⑷ 当該場所は，スプリンクラー設備又は不活性ガス消火設備若しくはこれと同等以上の効力を

有する消火設備が設けられていること。 

 ⑸ 当該場所は，政令別表第２において，その消火に適する消火器が２能力単位以上又はこれと 
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  同等以上の効力を有する消火設備が増加設置されていること。 

 ⑹ 入場客，利用者等の避難又は通行に支障を生じるおそれがないこと。 

 ⑺ 防火管理者又は現場責任者若しくは防災監視に専従する者等による警戒，消火準備又は直ち

に事故に対処できる体制が講じられていること。 

 ⑻ 防火上必要な点検及び整理，清掃その他火災予防上有効な措置が講じられていること。 

４ 業務のため真にやむを得ない裸火の使用とは，次に掲げる場合をいう。ただし，次の各号に掲

げる基準によりがたい場合で，これらの基準と同等以上の安全対策（別表「安全対策の基準」

（Ｐ84-2参照））が講じられているものと消防長又は消防署長が認めた場合にあっては，これら

の基準によらないことができる。 ⑴ 指定場所全般については，小規模な工事のため使用する

作業用火気 

 ⑵ 劇場等，旅館，ホテル等の舞台 

  ア 演劇において火の使用がストーリー上重要な役割を演じ，他の方法をもって容易にかえ難

い場合 

  イ 演劇，スポーツイベント等において火を使用する演出が催しの中心をなす場合 

  ウ 火を使用する見世物・スポーツ等を通常屋内で行う場合 

  エ 演劇，演芸等の準備のため火を使用するもので他の方法では，代え難く，また他の場所で

これを行うことができない場合 

 ⑶ 劇場等の客席 

  ア 暖房用の火鉢類 

  イ 固定されたストーブ類 

 ⑷ 百貨店等の売場又は展示部分 

  ア 食料品の販売において火による煮炊き，焼上げ等の製造・加工を実演しなければ販売でき

ないもので，他の方法をもってこれに代え難い場合 

  イ 火を使用する暖房器具等の販売において実演をしなければ販売の効果に著しい影響があり,

他の方法をもってこれに代え難い場合 

  ウ 物品の販売において火を使用する製造・加工又は修理を実演又は作業をしなければ，販売

の効果に著しい影響があり，他の方法をもってこれに代え難い場合 

  エ 展示部分又は売場において火を使用しなければ展示の効果がなくなる物品の展示で，かつ，

他の方法をもってこれに代え難い場合 

 ⑸ 前各号の場合に準ずるものと認められる場合  

５ 業務のため真にやむを得ない危険物品の持込みとは，次に掲げる場合をいう。ただし，次の各

号に掲げる基準によりがたい場合で，これらの基準と同等以上の安全対策（別表「安全対策の基 
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 準」（Ｐ84-2参照））が講じられているものと消防長又は消防署長が認めた場合にあっては，これ

らの基準によらないことができる。 

 ⑴ 指定場所全般については，小規模な工事等に伴う塗装作業のため必要な塗料類及びその溶剤

を持ち込む場合 

 ⑵ 百貨店等の売場又は展示部分（地下街の場合を含む。） 

  ア 医薬品等の販売においてこれがなければ販売上著しい影響がある場合 

  イ 家庭用塗料類及びその溶剤等の販売においてこれがなければ販売上著しい影響がある場合 

 ⑶ 劇場等，旅館・ホテル等の舞台については，前４項(2)号に準ずる場合 

（承認の期限等） 

第２ 承認の期限は，次のとおりとする。 

 ⑴ 演劇，演芸，実演又は陳列若しくは小規模な工事等で臨時的なものの場合は，その実施又は  

施工上必要であると所轄消防署長が認めた期間とする。 

 ⑵ 承認事項の内容について変更しようとするとき又は廃止したときは，再申請等により承認の

更新又は消滅するものとする。 

（承認済証の貼付等） 

第３ 承認手続を経たものに対しては，その事実を明らかにするため申請者に次に掲げる「消防署

承認済」証を作成させ，容易に確認できる位置に貼付させること。ただし，次の各号に掲げる場

合にあっては，この限りではない。 

 ⑴ 条例第24条第4項の規定に基づく表示を掲げた喫煙所 

 ⑵ 劇場，映画館，演芸場，観覧場，公会堂又は集会場の舞台  

 ⑶ 旅館，ホテル，飲食店，キャバレー，ナイトクラブ又はダンスホールの舞台 

 ⑷ 映画スタジオ又はテレビスタジオの撮影用セットを設ける部分 

 

  



- 82 - 

 

 

       臨時的なものの場合 

 

 
№ 

        
年 月 日 

 

        承 認 第 号  

   
○ ○ 消 防 署 承 認 済 

    

   承 認 事 項 （          ）   

                

     

承認期間 
自 年 月 日 

 

     至 年 月 日  

 

       一ヵ年以上にわたる常設的なものの場合 

 
 
№ 

        
年 月 日 

 

        承 認 第 号  

   
○ ○ 消 防 署 承 認 済 

    

   承 認 事 項 （          ）   

                

     

点検期限  年 月 日 

 

      

 

 

２ 前項の１ヵ年以上にわたって常設するものの「消防署承認済」証は，１ヵ年以内の期間毎に防

火に関する自主点検を行い，その都度，次回の点検期間を記入したものと更新させるものとする。 

 

５
 
㎝
 
以
 
上
 

10 ㎝ 以 上 
５
 
㎝
 
以
 
上
 

10 ㎝ 以 上 
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別
表
１
 

（
表
中
の
（
 
）
内
の
数
字
は
，
第
１
，
第
２
及
び
第
３
項
の
各
号
の
該
当
で
あ
る
こ
と
を
示
す
。
 

許
 可

 条
 件

 の
 適

 用
 区

 分
 
 

 

対
 象

 の
 種

 別
 

喫
煙
 

裸
火

使
用
 

危
険

物
品

持
込

み
 

区
画
 

措
置
 

区
画
 

措
置
 

区
画
 

措
置
 

①
 
劇
場
，
映
画
館
，
演
芸
場
，
観
覧
場
，
公
会
堂
又
は
集
会
 

 
 
場
の
舞
台
 

⑴
,⑵

 

⑶
,⑷

,⑺
,⑻

 

⑴
,⑵

 

⑶
,⑷

,⑸
,⑺

,⑻
 

⑴
,⑵

 

⑶
,⑷

,⑸
,⑺

,⑻
 

た
だ
し
，
小
規
模
の
場
合
は
 

た
だ
し
，
小
規
模
の
場
合
は
 

⑶
,⑸

,⑺
,⑻

 
⑶
,⑷

,⑺
,⑻

 
⑶
,⑷

,⑺
,⑻

 

⑶
,⑸

,⑺
,⑻

 
⑶
,⑸

,⑺
,⑻

 

②
 
劇
場
，
映
画
館
，
演
芸
場
，
観
覧
場
，
公
会
堂
又
は
集
会
 

 
 
場
の
客
席
 

不
承
認
。
た
だ
し
，
観
覧
場
，
公
会
堂
又
は
集
会
場
で
所
轄
 

消
防
署
長
が
防
火
上
支
障
が
な
い
と
認
め
た
場
合
，
こ
の
限
 

り
で
な
い
。
 

同
上
 

⑶
,⑷

,⑹
,⑺

,⑻
 

同
上
 

⑶
,⑷

,⑹
,⑺

,⑻
 

⑶
,⑸

,⑹
,⑺

,⑻
 

⑶
,⑸

,⑹
,⑺

,⑻
 

③
 
百
貨
店
若
し
く
は
こ
れ
に
類
す
る
物
品
販
売
業
を
営
む
店
 

 
 
舗
の
売
り
場
又
は
展
示
部
分
 

⑴
,⑵

 

⑴
の
ア
,⑶

,⑷
 

⑹
,⑺

,⑻
 

同
上
 

⑴
の
イ
,⑶

,⑷
,⑸

 

⑹
,⑺

,⑻
 

※
３
 

同
上
 

⑴
の
イ
,⑶

,⑷
,⑸

 

⑹
,⑺

,⑻
 

※
３
 

⑴
の
ア
,⑶

,⑸
 

⑹
,⑺

,⑻
 

⑵
,⑶

,⑷
 

⑸
,⑹

,⑺
,⑻

 

⑵
,⑶

,⑷
 

⑸
,⑹

,⑺
,⑻

 

④
 
展
示
場
の
売
場
又
は
展
示
部
分
 

同
上
 

同
上
 

同
上
 

⑴
の
ア
,⑶

,⑷
,⑹

,⑺
,⑻

 

同
上
 

⑴
の
ア
,⑶

,⑷
,⑹

,⑺
,⑻

 

⑴
の
ア
,⑶

,⑸
,⑹

,⑺
,⑻

 
⑴
の
ア
,⑶

,⑸
,⑹

,⑺
,⑻

 

⑵
,⑶

,⑷
,⑹

,⑺
,⑻

 
⑵
,⑶

,⑷
,⑹

,⑺
,⑻

 

⑵
,⑶

,⑸
,⑹

,⑺
,⑻

 
⑵
,⑶

,⑸
,⑹

,⑺
,⑻

 

⑤
 
地
下
街
の
売
場
又
は
展
示
部
分
 

同
上
 

⑶
,⑷

,⑹
,⑺

,⑻
 

※
２
 

同
上
 

⑴
の
ア
,⑶

,⑷
,⑸

 

⑹
,⑺

,⑻
 

同
上
 

⑴
の
ア
,⑶

,⑷
,⑸

 

⑹
,⑺

,⑻
 

⑶
,⑸

,⑹
,⑺

,⑻
 

⑵
,⑶

,⑷
,⑸

 

⑹
,⑺

,⑻
 

⑵
,⑶

,⑷
,⑸

 

⑹
,⑺

,⑻
 

⑥
 
旅
館
，
ホ
テ
ル
，
飲
食
店
，
キ
ャ
バ
レ
ー
，
ナ
イ
ト
ク
ラ
 

 
 
ブ
又
は
ダ
ン
ス
ホ
ー
ル
の
舞
台
 

同
上
 

⑶
,⑷

,⑺
,⑻

 

同
上
 

⑶
,⑷

,⑸
,⑺

,⑻
 

同
上
 

⑶
,⑷

,⑸
,⑹

,⑺
 

た
だ
し
，
小
規
模
の
場
合
は
 

た
だ
し
，
小
規
模
の
場
合
は
 

⑶
,⑸

,⑺
,⑻

 
⑶
,⑷

,⑺
,⑻

 
⑶
,⑷

,⑺
,⑻

 

⑶
,⑸

,⑺
,⑻

 
⑶
,⑸

,⑺
,⑻

 

⑦
 
旅
館
，
ホ
テ
ル
，
飲
食
店
，
キ
ャ
バ
レ
ー
，
ナ
イ
ト
ク
ラ
 

 
 
ブ
又
は
ダ
ン
ス
ホ
ー
ル
の
客
席
 

 
 

 
 

同
上
 

⑶
,⑷

,⑹
,⑺

,⑻
 

⑶
,⑸

,⑹
,⑺

,⑻
 

⑧
 
映
画
ス
タ
ジ
オ
又
は
テ
レ
ビ
ス
タ
ジ
オ
の
撮
影
用
セ
ッ
ト
 

 
 
を
設
け
る
部
分
 

⑴
,⑵

 
⑶
,⑷

,⑺
,⑻

 
⑴
,⑵

 
⑶
,⑷

,⑹
,⑺

,⑻
 

同
上
 

同
上
 

⑶
,⑸

,⑺
,⑻

 
⑶
,⑸

,⑹
,⑺

,⑻
 

⑨
 
車
輌
の
停
車
場
，
船
舶
又
は
航
空
機
の
発
着
場
（
旅
客
の
 

 
 
乗
降
又
は
待
合
い
の
用
に
供
す
る
建
築
物
に
限
る
。）

 
 

 
 

 
同

上
 

同
上
 

 注
 
※
１
 
た
だ
し
書
き
の
承
認
に
つ
い
て
は
，
当
該
場
所
の
床
面
が
不
燃
材
料
又
は
準
不
燃
材
料
で
造
ら
れ
，
喫
煙
の
設
備
が
設
け
ら
れ
，
十
分
な
照
度
が
確
保
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
 

 
 
※
２
 
可
燃
性
物
品
の
販
売
で
な
い
場
合
に
あ
っ
て
は
，
⑷
又
は
⑸
を
適
用
し
な
い
こ
と
が
で
き
る
。
 

 
 
※
３
 
延
面
積
が

1,
00
0
㎡
以
上
で
，
階
数
が
３
以
下
の
店
舗
で
あ
る
場
合
は
，
⑷
と
⑸
を
選
択
設
置
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

備
考
 
１
 
措
置
方
法
が
２
以
上
あ
る
場
合
は
，
い
ず
れ
か
の
一
を
選
択
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

 
 
 
２
 
措
置
方
法
の
う
ち
⑶
号
に
い
う
「
防
火
上
十
分
な
空
間
」
と
は
，
裸
火
等
と
他
の
部
分
及
び
可
燃
物
と
が

1.
6ｍ

以
上
の
空
間
に
よ
っ
て
隔
て
ら
れ
て
い
る
場
合
と
す
る
。
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裸火使用・危険物品持込み許容範囲 

 

１ 裸火使用 

 

 

 

 

 

 

 

２ 危険物品 

  持 込 み 

 

 ⑴ 裸火として使用する電気器具は，定格容量10ｋＷ以下のもの 

 ⑵ 裸火として使用する燃焼器具類は，発熱量70ｋＷ以下のもの 

 ⑶ 煙火の消費については，それぞれの火薬量毎に次の数量以下 

  ア 火薬の量が00.1ｇ以下のもの       無制限 

  イ 火薬の量が15.0ｇ以下のもの       50 個 

  ウ 火薬の量が15.0ｇを超え30ｇ以下のもの  30 個 

  エ 火薬の量が30.0ｇを超え50ｇ以下のもの  ５ 個 

 

 ⑴ 危険物については，申請範囲内におけるすべての数量が指定数量の５分の１

未満の数量 

 ⑵ 指定可燃物については，申請範囲内におけるすべての数量が危政令別表第４

及び条例別表第２に定める数量の５分の１未満の数量 

 ⑶ 高圧ガス（不燃性ガスを除く。）容量は，ガス総重量10㎏未満に相当する個数

（ただし，10㎏入容器を除く。） 

 ⑷ 煙火製造許可を受けた業者が製造したクラッカーボールは，1,000個未満の数

量 

 ⑸ 玩具用煙火は，薬量５㎏に相当する個数未満（箱入又は袋入りにセットし

たものに限る。）とし，他の物品と混在せず，ガラスケース又は金属製箱に収

納したもの。ただし，薬量が少量の個数であって，他の可燃品と離隔され，か

つ，現場責任者等による防災監視が十分に行われる場合であって，所轄消防署

長が防火上支障がないと認めたときは，この限りでない。 
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別表「安全対策の基準」 
 
劇場、映画館、演芸場、観覧場、公会堂及び集会場 

指定

場所 

禁止行為 

の種類 
安 全 対 策 

舞
台 

喫
煙 

１ 演技上必要なものに限ること。 

２ 喫煙設備を設けること。 

３ 消火器具を設けること。 

４ 従業員等による監視体制が講じられていること。 

（
瞬
間
的
な
火
炎
以
外
の
裸
火
） 

裸
火
使
用 

１ 可燃物から、次に定める安全な距離を確保していること。 

 ⑴ 条例別表第１により火災予防上安全な距離が定められている場合には、当該距離以上の距離 

 ⑵ ⑴以外の場合には、火炎の幅及び長さに応じて、表１に規定する距離以上の距離 

 表１                                    単位；ｃｍ 

 
火 炎 の 幅 

40以内 50以内 60以内 70以内 80以内 100以内 

火炎の

長さ 

20以内 100 150 

20を超え40以内 100 150 200 250 300 350 

２ 可燃物の転倒、落下等のおそれがないこと。 

３ 従業員等による監視、消火等の体制が講じられていること。 

４ 使用者が、裸火使用を容易に停止できる措置が講じられていること。 

５ 消火器具を設けること。 

６ 解除される機器及び範囲は、次に掲げるものであること。 

⑴ 電気を熱源とする火気使用設備器具及び電気を熱源とするその他の機器 

⑵ 気体燃料を熱源とするカートリッジ式の火気使用設備器具及び気体燃料を熱源とするその他の機器 

⑶ 液体燃料又は固体燃料を熱源とする火気使用設備器具及び液体燃料又は固体燃料を熱源とするその他の

機器を使用する場合には、次のいずれにも該当すること。 

 ア 舞台で、演技上必要なものに限ること。 

 イ 危険物（消防法第２条第７号に規定する危険物をいう。以下同じ。）は、引火点が40度以上で、かつ、

消費量が100ml以内であること。 

 ウ 危険物は、漏れ、あふれ又は飛散しないよう措置を講じてあること。 

 エ 火炎を有するものは、舞台部の空間の高さに応じて、火炎の長さが表２に規定する長さ以内の長

さであること。 

表２ 

 
舞台部の空間の高さ 

8.0ｍ未満 8.0ｍ以上10.0ｍ未満 10.0ｍ以上 

火炎の長さ 20㎝ 30㎝ 40㎝ 

  オ 燃焼の炎は、安定し、かつ、継続するものであること。 

  カ 燃焼時に、火の粉が発生しないこと。 

 ⑷ 火薬類を消費する場合は、次に掲げるものであること。 

  ア 飛散した火花は、床面に落下する前に燃え尽きるものであること。 

  イ 火炎を有するものは、舞台部の空間の高さに応じて、火炎の長さが表２に規定する長さ以内の長さである

こと。 

  ウ 煙火は、固定して消費すること（拳銃等の形態による消費を除く。）。 

  エ 煙火は、飛しょうするものでないこと。 

  オ 火薬類取扱いに関する知識及び技術を有する専従員が取り扱うこと。 

  カ 火花を噴き出す煙火は、次に掲げるものであること。 

   (ア)  実験により特性を確認したものであること。 

   (イ)  煙火は、固定して消費すること。 

   (ウ)  飛散した火花は、床面に落下する前に燃え尽きるものであること。 

(エ)  火花の飛散範囲は、煙火の周囲２ｍ以内であり、かつ、飛散範囲内の煙火の火花の高さは、 舞台部の 
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  空間の高さに応じて、表３に規定する高さ以内の高さであること。 

 表３ 

 
舞台部の空間の高さ 

8.0ｍ未満 8.0ｍ以上10.0ｍ未満 10.0ｍ以上 

火花を噴き出す煙火の火

花の高さ 
2.0ｍ 2.5ｍ 3.0ｍ 

   (オ)  火花の飛散範囲内及びその範囲から周囲２ｍの床面を防火性能を有する材料（準不燃材料等）で覆う

こと。 

   (カ)  火花の飛散範囲内及びその範囲から上方４ｍ及び周囲２ｍ以内には、可燃物を置かないこと。 

   (キ)  火花の飛散範囲内に演技者等がいないこと。 

   (ク)  火花の飛散範囲から６ｍ以内に観客がいないこと。 

   (ケ)  消費中の煙火を移動しないこと。 

   (コ)  煙火消費後、排煙の措置を講ずること。 

   (サ)  消火器を増設するほか、必要に応じて屋内消火栓設備等の使用準備をすること。 

   (シ)  火薬類取扱いに関する知識及び技術を有する専従員が取り扱うこと。 

  キ 0.1gを超える火薬類を消費する場合において、同時に消費する数は、10個以下とすること。 

 ⑸ その他の裸火 

  ア 固体の衝撃摩擦又は電気による火花を発生するものは、火花の飛散距離が２ｍ以内であること。 

  イ 火炎を有するものは、舞台部の空間の高さに応じて、火炎の長さが表２に規定する長さ以内の長さであ

ること。 

  ウ 瞬間的に燃焼する場合の炎の大きさは、必要最小限とすること。 

７ 直接屋外に開放された場所における使用については、特性及び性能が確認できるものでありかつ、演技

上必要最小限の範囲であること。 

  なお、噴き出す火花の高さが６ｍ以上となる煙火を消費する場合は、当該場所から客席までの距離が、火花

の飛散範囲に６ｍを加えた距離又は火花の高さと同等の距離のいずれか長い方の距離以上の距離であること。 

（
瞬
間
的
な
火
炎
に
よ
る
裸
火
） 

裸
火
使
用 

１ 舞台で、演技上必要なものに限ること。 

２ 可燃物の転倒、落下等のおそれがないこと。 

３ 従業員等による監視、消火等の体制が講じられていること。 

４ 使用者が、裸火使用を容易に停止できる措置が講じられていること。 

５ 消火器具を設けること。 

６ 解除される機器及び範囲は、次に掲げるものであること。 

 ⑴ 気体燃料を熱源とする瞬間的な火炎を発生する機器及び範囲は、次によること。 

  ア 機器は、安定した火炎を発生できるものであること。 

  イ 気体燃料を熱源とするカートリッジ式の火気使用設備器具に限ること。 

  ウ 気体燃料の逆流を防止する構造又は対策が講じられていること。 

  エ 燃料容器を機器に設置する場合に、気体燃料が漏えいしないこと。 

  オ 気体燃料への点火は、電気点火とすること。 

  カ 気体燃料の放射は、垂直とすること。 

  キ 舞台床面に固定して使用すること。 

  ク 可燃性のガスの滞留するおそれのない場所で使用すること。 

  ケ 可燃物までの範囲は、次によること。 

   (ア)  火炎の危険範囲（火炎の頂部から上方４ｍ、最大となる火炎の幅から側方0.25ｍ、機器の高さで囲ま

れる範囲をいう。以下同じ。）内には、可燃物を置かないこと。 

   (イ)  火炎の危険範囲から上方１ｍ、側方１ｍ、下方0.2ｍで囲まれる範囲には、可燃物を置かないこと（Ｊ

ＩＳ Ａ1323に適合する工事用シートで防火上有効に覆う等の措置を講じた場合を除く。）。 

コ 火炎の危険範囲内及びその範囲から上方１ｍ及び周囲１ｍ以内には、演技者等がいないこと。 

  サ 火炎の危険範囲から周囲６ｍ以内には、観客がいないこと。 

⑵ 液体燃料を熱源とする瞬間的な火炎を発生する機器及び範囲は、次によること。 

  ア 危険物は、引火点が40度以上で、かつ、消費量が100ml以内であること。 

  イ 危険物は、漏れ、あふれ又は飛散しないよう措置を講じてあること。 
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  ウ ⑴ア、ウ及びオからサまでの規定を準用すること。この場合において、⑴中「気体燃料」とあ

るのは「液体燃料」と読み替えるものとする。 

  エ 火炎の危険範囲内及びその範囲から周囲１ｍ以内の床面を防火性能を有する材料（準不燃材料等）で覆

うこと。 

  オ エの床面に可燃物がある場合には、ＪＩＳＡ1323に適合する工事用シートで防火上有効に覆う等の措置

を講じること。 

危
険
物
品
持
込
み 

１ 従業員等による監視体制が講じられていること。 

２ 消火器具を設けること。 

３ 解除される範囲は、次に掲げるものであること。 

 ⑴ 危険物 

   危険物の規制に関する政令（昭和34年政令第306号）別表第３に定める指定数量の100分の１未満であるこ

と。 

 ⑵ 可燃性固体類及び可燃性液体類 

   条例別表第２に定める数量の100分の１未満であること。 

 ⑶ 可燃性ガス容器（高圧ガス保安法（昭和26年法律第204号）の適用を除外される液化ガスに限る。） 

   ガス総質量が0.5㎏以下であり、かつ、容器の総容量がガス質量0.5㎏以下であること（容器の個数は問わ

ないものとする。）。 

 ⑷ 火薬類（打上煙火を除く。） 

   火薬類の原料である火薬又は爆薬の量により、１回の公演当たり次の個数以下であること。 

  ア 0.1ｇ以下のものは、50個 

  イ 0.1ｇを超え15ｇ以下のものは、10個（舞台部にスプリンクラー設備が設置され、かつ、舞台部の空間

の高さが８ｍ以上の劇場については、５ｇを超える火薬類を使用しない場合には、20個とすることができ

る。） 

４ 直接屋外に開放された場所における持込みについては、舞台の部裸火使用（瞬間的な火炎以外の裸火）の項

７によること。 

客
席 

喫
煙 

 認めないものとする。 

裸
火 

使
用 

 舞台の部裸火使用（瞬間的な火炎以外の裸火）の項によること。ただし、火花を噴き出す煙火については、認

めないものとする。 

 

危
険
物
品
持
込
み 

 舞台の部危険物品持込みの項によること。 

 

公
衆
の
出
入
り
す
る
部
分 

危
険
物
品
持
込
み 

１ 従業員等による監視体制が講じられていること。 

２ 消火器具を設けること。 

３ 解除される範囲は、次に掲げるものであること。 

 ⑴ 危険物 

   危険物の規制に関する政令別表第３に定める指定数量の20分の１未満であること。 

 ⑵ 可燃性固体類及び可燃性液体類 

   条例別表第２に定める数量の20分の１未満であること。 

 ⑶ 可燃性ガス容器（高圧ガス保安法の適用を除外される液化ガスに限る。） 

   ガス総質量が５㎏以下であり、かつ、容器の総容量がガス質量５㎏以下であること（容器の個数は問わな

いものとする。）。 
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キャバレー、ナイトクラブ、ダンスホール、飲食店及びバー（バーについては、公衆の出入りする部分の部のみ該当） 

指定

場所 

禁止行為

の種類 
安 全 対 策 

舞
台 

喫
煙 

１ 演技上必要なものに限ること。 

２ 喫煙設備を設けること。 

３ 消火器具を設けること。 

４ 従業員等による監視体制が講じられていること。 

裸
火
使
用 

１ 可燃物から、次に定める安全な距離を確保していること。 

 ⑴ 条例別表第１により火災予防上安全な距離が定められている場合は、当該距離以上の距離 

 ⑵ ⑴以外の場合は、火炎の幅及び長さに応じ、表１に規定する距離以上の距離 

 表１                                    単位；ｃｍ 

 
火 炎 の 幅 

40以内 50以内 60以内 70以内 80以内 100以内 

火炎の

長さ 

20以内 100 150 

20を超え40以内 100 150 200 250 300 350 

２ 可燃物の転倒、落下等のおそれがないこと。 

３ 従業員による監視、消火等の体制が講じられていること。 

４ 使用者が、裸火使用を容易に停止できる措置が講じられていること。 

５ 消火器具を設けること。 

６ 解除される機器及び範囲は、次に掲げるものであること。 

 ⑴ 電気を熱源とする火気使用設備器具及び電気を熱源とするその他の機器 

 ⑵ 気体燃料を熱源とするカートリッジ式の火気使用設備器具及び気体燃料を熱源とするその他の機器 

 ⑶ 火薬類を消費する場合は、次に掲げるものであること。 

  ア 音又は煙を出すための煙火に限ること。 

  イ 煙火は、固定して消費すること。（拳銃等の形態による消費を除く。）。 

  ウ 火薬類取扱いに関する知識及び技術を有する専従員が取り扱うこと。 

 ⑷ その他の裸火 

  ア 固体の衝撃摩擦又は電気による火花を発生するものは、火花の飛散距離が２ｍ以内であること。 

  イ 火炎を有するものは、舞台部の空間の高さに応じて、火炎の長さが表２に規定する長さ以内の長さであるこ

と。 

  表２ 

 
舞台部の空間の高さ 

8.0ｍ未満 8.0ｍ以上10.0ｍ未満 10.0ｍ以上 

火炎の長さ 20㎝ 30㎝ 40㎝ 

  ウ 瞬間的に燃焼する場合の炎の大きさは、必要最小限とすること。 

危
険
物
品
持
込
み 

１ 従業員等による監視体制が講じられていること。 

２ 消火器具を設けること。 

３ 解除される範囲は、次に掲げるものであること。 

 ⑴ 危険物 

   危険物の規制に関する政令別表第３に定める指定数量の100分の１未満であること。 

 ⑵ 可燃性固体類及び可燃性液体類 

   条例別表第２に定める数量の100分の１未満であること。 

 ⑶ 可燃性ガス容器（高圧ガス保安法の適用を除外される液化ガスに限る。） 

   ガス総質量が0.5㎏以下であり、かつ、容器の総容量がガス質量0.5㎏以下であること（容器の個数は問わない

ものとする。）。 

 ⑷ 火薬類（打上煙火を除く。） 

   火薬類の原料である火薬又は爆薬の量により、１回の公演当たり次の個数以下であること。 

  ア 0.1ｇ以下のものは、30個 

  イ 0.1gを超え15g以下のものは、５個 
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公
衆
の
出
入
り
す
る
部
分 

危
険
物
品
持
込
み 

１ 従業員等による監視体制が講じられていること。 

２ 消火器具を設けること。 

３ 解除される範囲は、次に掲げるものであること。 

 ⑴ 危険物 

   危険物の規制に関する政令別表第３に定める指定数量の20分の１未満であること。 

 ⑵ 可燃性固体類及び可燃性液体類 

   条例別表第２に定める数量の20分の１未満であること。 

 ⑶ 可燃性ガス容器（高圧ガス保安法の適用を除外される液化ガスに限る。） 

   ガス総質量が10㎏以下であり、かつ、容器の総容量がガス質量10㎏以下であること（容器の個数は問わないもの

とする。）。 
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百 貨 店 等 

指定

場所 

禁止行為

の種類 

安 全 対 策 

大規模な百貨店等の場合 大規模な百貨店以外の百貨店等の場合 

売
場 

喫
煙 

 認めないものとする。 

裸
火
使
用 

１ 電気を熱源とする火気使用設備器具は、次の用件を満たす場合に限る。 

 ⑴ 使用する場所は、食料品の陳列販売部分以外であること。 

 ⑵ 条例別表第１により火災予防上安全な距離が定められている場合は、可燃物から当該距離以上の距離を確保し

ていること。 

 ⑶ 可燃物の転倒、落下等のおそれがないこと。 

 ⑷ 従業員等による監視、消火、使用後の点検等の体制が講じられていること。 

 ⑸ 消火器具を設けること。 

 ⑹ 出入口、階段等から水平距離で５ｍ以上離れていること（特定不燃材料で造った壁で防火上有効に遮断する等

の措置を講じた場合を除く。）。 

 ⑺ 危険物品その他の易燃性の可燃物から水平距離で５ｍ以上離れていること（特定不燃材料で造ったつい立等で

防火上有効に遮断する等の措置を講じた場合を除く。）。 

２ 気体・固体を熱源とする火気使用設備器具は、次の要

件を満たす場合に限る。 

 ⑴ 売場の部裸火使用の項１に定める用件に加え、次の

要件を満たすこと。 

  ア 気体燃料を熱源とする火気使用設備器具を使用

する場合は、次に掲げるものであること。 

   (ア)  消費量は、1個につき58㎾以下であり、総消費

量は、売場の部裸火使用の項大規模な百貨店等

の場合の欄２⑵に規定する使用する場所ごと

に､175㎾以下であること。ただし、防火区画さ

れていない場所で、最大消費熱量が12㎾以下の

簡易湯沸設備（日本工業規格又は火災予防上こ

れと同等以上の基準に適合したものに限る。）を

使用する場合の総消費量は、同一解除単位内に

存する通常顧客の出入りする部分を合算し、175

㎾以下とすること。 

   (イ)  ガス過流出防止装置又はガス漏れ早期発見の

ための装置が設置されていること（カートリッジ

式火気使用設備器具を除く。）。 

   (ウ)  液化ガスは、カートリッジタイプの燃料容器

であること。 

  イ 固体燃料を熱源とする火気使用設備器具を使用

する場合の使用量は、同一解除単位内に存する通

常顧客の出入りする部分を合算し、１日につき木炭

15㎏、練炭10㎏、豆炭５㎏、その他の固体の燃料

５㎏以下であること。 

 ⑵ 使用する場所は、次に掲げるものであること。 

  ア 売場外周部に隣接して防火区画されていること。

ただし、最大消費熱量が12㎾以下の簡易湯沸設備

のみ使用する場合には、防火区画とする必要は

ないものとする。 

イ 各階ごとに１箇所であること（使用する場

所が連続的に複数ある場合は、その１団を１

箇所とみなすことができる。）。ただし、

次に定める設備等が設けられている場合に

は、各階ごとに複数箇所を使用する場所とす 

２ 気体・固体を熱源とする火気使用設備器具は、次の要

件を満たす場合に限る。 

 ⑴ 売場の部裸火使用の項１に定める用件に加え、次の

要件を満たすこと。 

  ア 気体燃料を熱源とする火気使用設備器具を使用

する場合は、次に掲げるものであること。 

   (ア)  消費量は、1個につき58㎾以下であり、総消費

量は、同一解除単位内に存する通常顧客の出入

りする部分で使用する消費量と合算し、175㎾以

下であること。ただし、売場の部裸火使用の項

大規模な百貨店等の場合の欄２⑵に規定する使

用する場所の要件を満たしている場合は、総消

費量を、使用する場所ごとに175㎾以下とするこ

とができる。 

   (イ)  ガス過流出防止装置又はガス漏れ早期発見の

ための装置が設置されていること（カートリッジ

式火気使用設備器具を除く。）。 

   (ウ)  液化ガスは、カートリッジタイプの燃料容器

であること。 

  イ 固体燃料を熱源とする火気使用設備器具を使用

する場合、使用量は、同一解除単位内に存する通常

顧客の出入りする部分と合算して、１日につき木炭

15㎏、練炭10㎏、豆炭５㎏、その他の固体の燃料

５㎏以下であること。 

 ⑵ 使用する場所は、不燃区画（壁は特定不燃材料とす

る。）されていること。ただし、最大消費熱量12㎾以

下の簡易湯沸設備（日本工業規格又は火災予防上これ

と同等以上の基準に適合したものに限る。）のみを使

用する場合を除く。 
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ることができる。 

   (ア) 油脂を含む蒸気を発生するおそれのあ

る厨房設備に附属する天蓋及び排気ダ

クトの排気取入口には、火炎の伝走を

防止できる装置としてのフード用等簡

易自動消火装置が設置されていること。 

   (イ) 気体燃料を熱源とする火気使用設備器

具については、当該設備又は附属配管

部分に地震動等により作動する安全

装置（消火装置又は燃料供給停止装置）

が設置されていること。 

  ウ 防火区画の面積は、150㎡以下であるこ

と。 

  エ スプリンクラー設備又はハロゲン化物消

火設備が設けられていること。 

 

危
険
物
品
持
込
み 

１ 従業員等による監視体制が講じられていること。 

２ 消火器具を設けること。 

３ 出入口、階段等からの水平距離は、危険物品のうち危険物については６ｍ（危険物のうち危険物の規制に関する

規則（昭和34年総理府令第55号）第44条第２項から第５項までに定めるものを貯蔵し、又は取り扱うものについて

は３ｍ）、その他の危険物品については３ｍ以上とすること（耐火構造の壁で防火上有効に遮断する等の措置を講じ

た場合を除く。）。 

４ 火気使用場所から水平距離で５ｍ以上離れていること（特定不燃材料で造ったつい立等で防火上有効に遮断する

等の措置を講じた場合を除く。）。 

５ 保管する場合は密栓することとし、他の物品と隔離すること。 

６ 解除される範囲は、同一解除単位内に存する通常顧客の出入りする部分と合算して、次に掲げるものであること。 

 ⑴ 危険物 

   危険物の規制に関する政令別表第３に定める指定数量の10分の１未満であること。 

 ⑵ 可燃性固体類及び可燃性液体類 

   条例別表第２に定める数量の10分の１未満であること。 

 ⑶ 可燃性ガス容器（高圧ガス保安法の適用を除外される液化ガスに限る。） 

   ガス総質量が５㎏以下であり、かつ、容器の総容量がガス質量５㎏以下であること（容器の個数は問わないも

のとする。）。 

７ 危険物、可燃性固体類又は可燃性液体類の煮沸行為（揚げ物をする行為を含む。）を行う場所は、次に掲げるも

のであること。 

 ⑴ 売場の部裸火使用の項大規模な百貨店等の場合の欄２⑵及び大規模な百貨店等以外の百貨店等の場合の欄２⑵

に定める使用する場所によること。 

 ⑵ 大規模な百貨店等で、気体・固体を熱源とする火気使用設備器具の使用場所を複数箇所設けることを認められて

いる場合は、揚げ物を調理する厨房設備器具に、調理油の温度が過度に上昇したときに自動的に熱源を停止する装

置等を設置すること。 

（
催
事
場
等
） 

通
常
顧
客
の
出
入
り
す
る
部
分 

喫
煙 

 認めないものとする。 

裸
火
使
用 

１ 可燃物から安全な距離が確保できること。 

２ 可燃物の転倒、落下等のおそれがないこと。 

３ 従業員等による監視、消火、使用後の点検等の体制が講じられていること。 

４ 消火器具を設けること。 

５ 出入口、階段等から水平距離で５ｍ以上離れていること（特定不燃材料で造った壁で防火上有効に遮断する等の

措置を講じた場合を除く。）。 

６ 危険物品その他の易燃性の可燃物から水平距離で５ｍ以上離れていること（特定不燃材料で造ったつい立等で防

火上有効に遮断する等の措置を講じた場合を除く。）。 

７ 解除される機器及び範囲は、次に掲げるものであること。 
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 ⑴ 電気を熱源とする火気使用設備器具 

  

 ⑵ 気体燃料を熱源とする火気使用設備器具は、次に掲げるものであること。 

  ア 消費量は１個につき58㎾以下であること。 

  イ 総消費量は同一解除単位内に存する売場で使用する消費量と合算して175㎾以下とすること。ただし、売場

の部裸火使用の項大規模な百貨店等の欄２⑵に規定する使用する場所に該当する場所を除く。 

  ウ ガス過流出防止装置又はガス漏れ早期発見のための装置が設置されていること（カートリッジ式火気使用設

備器具を除く。）。 

  エ 液化ガスは、カートリッジタイプの燃料容器であること。 

 ⑶ 固体燃料を熱源とする火気使用設備器具の使用量は、同一解除単位内に存する売場で使用する消費量と合算し

て、１日につき木炭15㎏、練炭10㎏、豆炭５㎏、その他の固体の燃料５㎏以下であること。 

危
険
物
品
持
込
み 

１ 従業員等による監視体制が講じられていること。 

２ 消火器具を設けること。 

３ 出入口、階段等からの水平距離は、危険物品のうち危険物については６ｍ（危険物のうち危険物の規制に関する規

則第44条第２項から第５項までに定めるものを貯蔵し、又は取り扱うものについては３ｍ）、その他の危険物品につ

いては３ｍ以上とすること（耐火構造の壁で防火上有効に遮断する等の措置を講じた場合を除く。）。 

４ 火気使用場所から水平距離で５ｍ以上離れていること（特定不燃材料で造ったつい立等で防火上有効に遮断する等

の措置を講じた場合を除く。）。 

５ 保管する場合は密栓することとし、他の物品と隔離すること。 

６ 解除される範囲は、同一解除単位内に存する売場と合算して、次に掲げるものであること。 

 ⑴ 危険物 

   危険物の規制に関する政令別表第３に定める指定数量の10分の１未満であること。 

 ⑵ 可燃性固体類及び可燃性液体類 

   条例別表第２に定める数量の10分の１未満であること。 

 ⑶ 可燃性ガス容器（高圧ガス保安法の適用を除外される液化ガスに限る。） 

   ガス総質量が５㎏以下であり、かつ、容器の総容量がガス質量５㎏以下であること（容器の個数は問わないもの

とする。）。 

（
兼
営
事
業
部
分
） 

通
常
顧
客
の
出
入
り
す
る
部
分 

喫
煙 

 認めないものとする。 

裸
火
使
用 

１ 通常顧客の出入りする部分（催事場等）の部裸火使用

の項１から６までによること。 

２ 解除される範囲は、電気を熱源とする火気使用設備器

具に限ること。 

 通常顧客の出入りする部分（催事場等）の部裸火使用

の項によること。 

危
険
物
品
持
込
み 

 通常顧客の出入りする部分（催事場等）の部危険物品持

込みの項によること。ただし、煮沸行為（揚げ物をする行

為を含む。）を伴わない危険物、可燃性固体類又は可燃性

液体類の持込みに限ること。 

 通常顧客の出入りする部分（催事場等）の部危険物品持

込みの項によること。 

（
直
接
外
気
に
開
放
さ
れ
た
部
分
） 

通
常
顧
客
の
出
入
り
す
る
部
分 

喫
煙 

 認めないものとする。 

裸
火
使
用 

 通常顧客の出入りする部分（催事場等）の部裸火使用の項１から６までによること。 

危
険
物
品
持
込
み 

 通常顧客の出入りする部分（催事場等）の部危険物品持込みの項１から５までによること。 
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屋内展示場 

指定

場所 

禁止行為

の種類 
安 全 対 策 

公
衆
の
出
入
り
す
る
部
分 

喫
煙 

 認めないものとする。 

裸
火
使
用 

１ 可燃物から、次に定める安全な距離を確保していること。 

 ⑴ 条例別表第１により火災予防上安全な距離が定められている場合は、当該距離以上の距離 

 ⑵ ⑴以外の場合、火炎の幅及び長さに応じ、表１に定める距離以上の距離 

  表１                                      単位：ｃｍ 

 
火 炎 の 幅 

40以内 50以内 60以内 70以内 80以内 100以内 

火炎の 

長さ 

20以内 100 150 

20を超え40以内 100 150 200 250 300 350 

２ 可燃物の転倒、落下等のおそれがないこと。 

３ 従業員等による監視、消火、使用後の点検等の体制が講じられていること。 

４ 使用者が、裸火使用を容易に停止できる措置が講じられていること。 

５ 消火器具を設けること。 

６ 出入口及び階段等から水平距離で５ｍ以上離れていること（特定不燃材料で造った壁で防火上有効に遮断する等

の措置を講じた場合を除く。）。 

７ 危険物品その他の易燃性の可燃物から水平距離で５ｍ以上離れていること（特定不燃材料で造ったつい立等で防

火上有効に遮断する等の措置を講じた場合を除く。）。 

８ 解除される機器及び範囲の基準は、次に掲げるものであること。 

 ⑴ 電気を熱源とする火気使用設備器具及び電気を熱源とするその他の機器 

 ⑵ 気体燃料を熱源とする火気使用設備器具及び気体燃料を熱源とするその他の機器は、次に掲げるものであるこ

と。 

  ア 消費量は、１個につき58㎾以下であり、総消費量は、175㎾以下であること。 

  イ ガス過流出防止装置又はガス漏れ早期発見のための装置が設置されていること（カートリッジ式火気使用設

備器具を除く。）。 

 ⑶ 液体燃料を熱源とする火気使用設備器具及び液体燃料を熱源とするその他の機器を使用する場合は、展示に伴

う実演に限るもので必要最小限とする。 

 ⑷ 固体燃料を熱源とする火気使用設備器具及び固体燃料を熱源とするその他の機器を使用する場合は、展示に伴

う実演に限るもので必要最小限とする。 

 ⑸ 火炎を有するものは、火炎の長さが10㎝以内の長さであること。 

 ⑹ 火薬類を消費する場合は、次に掲げるものであること。 

  ア 使用場所は、舞台であること。 

  イ 音又は煙を出すための煙火に限ること。 

  ウ 煙火は、固定して消費すること（拳銃等の形態による消費を除く。）。 

  エ 火薬類取扱いに関する知識及び技術を有する専従員が取り扱うこと。 

危
険
物
品
持
込
み 

１ 従業員等による監視体制が講じられていること。 

２ 消火器具を設けること。 

３ 出入口及び階段等からの水平距離は、危険物品のうち危険物については６ｍ（危険物のうち危険物の規制に関す

る規則第44条第２項から第５項までに定めるものを貯蔵し、又は取り扱うものについては３ｍ）、その他の危険物

品については３ｍ以上とすること（耐火構造の壁で防火上有効に遮断する等の措置を講じた場合を除く。）。 

４ 火気使用場所から水平距離で５ｍ以上離れていること（特定不燃材料で造ったつい立等で防火上有効に遮断する

等の措置を講じた場合を除く。）。 

５ 保管する場合は密栓することとし、他の物品と隔離すること。 

６ 解除される範囲は、次に掲げるものであること。 

 ⑴ 危険物 
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   危険物の規制に関する政令別表第３に定める指定数量の10分の１未満であること。 

 ⑵ 可燃性固体類及び可燃性液体類 

   条例別表第２に定める数量の10分の１未満であること。 

 ⑶ 可燃性ガス容器（液化ガスに限る。） 

   ガス総質量が５㎏以下であり、かつ、容器の総容量がガス質量５㎏以下であること（容器の個数は問わないもの

とする。）。ただし、高圧ガス保安法の適用を受ける容器（容量２㎏以下）を持ち込む場合は、次に掲げる要件を満

たしていること。 

  ア 使用するホースは、外圧によりつぶれない構造であること。 

  イ 容器の転倒防止措置が図られていること。 

  ウ 容器は、連結して使用しないこと。 

 ⑷ 火薬類（打上煙火を除く。） 

   火薬類の原料である火薬又は爆薬の量により、１回当たり次の個数以下であること。 

  ア 0.1g以下のものは、30個 

  イ 0.1gを超え15g以下のものは、５個 
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映画スタジオ及びテレビスタジオ 

指定

場所 

禁止行為 

の種類 
安 全 対 策 

撮
影
用
セ
ッ
ト
を
設
け
る
部
分 

喫
煙 

１ 演技上必要なものに限ること。 

２ 喫煙設備を設けること。 

３ 消火器具を設けること。 

４ 従業員等による監視体制が講じられていること。 

（
瞬
間
的
な
火
炎
以
外
の
裸
火
） 

裸
火
使
用 

１ 可燃物から、次に定める安全な距離を確保していること。 

 ⑴ 条例別表第１により火災予防上安全な距離が定められている場合には、当該距離以上の距離 

 ⑵ ⑴以外の場合には、火炎の幅及び長さに応じて、表１に規定する距離以上の距離 

 表１                                    単位；ｃｍ 

 
火 炎 の 幅 

40以内 50以内 60以内 70以内 80以内 100以内 

火炎の

長さ 

20以内 100 150 

20を超え40以内 100 150 200 250 300 350 

２ 可燃物の転倒、落下等のおそれがないこと。 

３ 従業員等による監視、消火等の体制が講じられていること。 

４ 使用者が、裸火使用を容易に停止できる措置が講じられていること。 

５ 消火器具を設けること。 

６ 解除される機器及び範囲は、次に掲げるものであること。 

⑴ 電気を熱源とする火気使用設備器具及び電気を熱源とするその他の機器 

⑵ 気体燃料を熱源とする火気使用設備器具及び気体燃料を熱源とするその他の機器は、次に掲げるものであ

ること。 

 ア 消費量は、１個につき58kw以下であり、総消費量は175kw以下であること。 

 イ ガス過流出防止装置又はガス漏れ早期発見のための装置が設置されていること（カートリッジ式火気使用

設備器具を除く。） 

 ウ 液化ガスは、カートリッジタイプの燃料容器を使用すること。ただし、大空間を有するスタジオでは、こ

の限りでない。 

  ⑶ 液体燃料又は固体燃料を熱源とする火気使用設備器具及び液体燃料又は固体燃料を熱源とするその

他の機器は、次のいずれにも該当すること。 

ア 演技上必要なものに限ること。 

イ 危険物は、引火点が40度以上で、かつ、消費量が100ml以内であること。 

ウ 危険物は、漏れ、あふれ又は飛散しないよう措置を講じてあること。 

エ 火炎を有するものは、スタジオの空間の高さに応じて、火炎の長さが表２に規定する長さ以内の長

さであること。  

表２ 

 
スタジオの空間の高さ 

8.0ｍ未満 8.0ｍ以上10.0ｍ未満 10.0ｍ以上 

火炎の長さ 20㎝ 30㎝ 40㎝ 

   オ 燃焼の炎は、安定し、かつ、継続するものであること。 

   カ 燃焼時に、火の粉が発生しないこと。 

 ⑷ 火薬類を消費する場合は、次に掲げるものであること。 

  ア 飛散した火花は、床面に落下する前に燃え尽きるものであること。 

  イ 火炎を有するものは、スタジオの空間の高さに応じて、火炎の長さが表２に規定する長さ以内の長さであ

ること。 

  ウ 煙火は、固定して消費すること（拳銃等の形態による消費を除く。）。 

  エ 煙火は、飛しょうするものでないこと。 

  オ 火薬類取扱いに関する知識及び技術を有する専従員が取り扱うこと。 
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  カ 火花を噴き出す煙火は、次に掲げるものであること。 

   (ア)  実験により特性を確認したものであること。 

   (イ)  煙火は、固定して消費すること。 

   (ウ)  飛散した火花は、床面に落下する前に燃え尽きるものであること。 

(エ ) 火花の飛散範囲は、煙火の周囲２ｍ以内であり、かつ、飛散範囲内の煙火の火花の高さは、スタジオ

の空間の高さに応じて、表３（大空間を有するスタジオの場合は表４）に規定する高さ以内の高さであ

ること。 

 表３ 

 
スタジオの空間の高さ 

8.0ｍ未満 8.0ｍ以上10.0ｍ未満 10.0ｍ以上 

火花を噴き出す煙火の火

花の高さ 
2.0ｍ 2.5ｍ 3.0ｍ 

  

 表４ 

 
大空間を有するスタジオの空間の高さ 

8.0ｍ以上10.0ｍ未満 10.0ｍ以上 

火花を噴き出す煙火の火

花の高さ 
4.0ｍ 5.0ｍ 

 

(オ ) 火花の飛散範囲内及びその範囲から周囲２ｍの床面を防火性能を有する材料（準不燃材料等）で覆う 

こと。 

   (カ)  火花の飛散範囲内及びその範囲から上方４ｍ及び周囲２ｍ以内には、可燃物を置かないこと。 

   (キ)  火花の飛散範囲内に演技者等がいないこと。 

   (ク)  火花の飛散範囲から６ｍ以内に観客がいないこと。 

   (ケ)  消費中の煙火を移動しないこと。 

   (コ)  煙火消費後、排煙の措置を講ずること。 

   (サ)  消火器を増設するほか、必要に応じて屋内消火栓設備等の使用準備をすること。 

   (シ)  火薬類取扱いに関する知識及び技術を有する専従員が取り扱うこと。 

  キ 0.1ｇを超える火薬類を消費する場合において、同時に消費する数は、10個以下とすること。 

 ⑸ その他の煙火 

  ア 固体の衝撃摩擦又は電気による火花を発生するものは、火花の飛散距離が２ｍ以内であること。 

  イ 火炎を有するものは、スタジオの空間の高さに応じて、火炎の長さが表２に規定する長さ以内の長さで

あること。 

  ウ 瞬間的に燃焼する場合の炎の大きさは、必要最小限とすること。 

（
瞬
間
的
な
火
炎
に
よ
る
裸
火
） 

裸
火
使
用 

１ 演技上必要なものに限ること。 

２ 可燃物の転倒、落下等のおそれがないこと。 

３ 従業員等による監視、消火等の体制が講じられていること。 

４ 使用者が、裸火使用を容易に停止できる措置が講じられていること。 

５ 消火器具を設けること。 

６ 解除される機器及び範囲は、次に掲げるものであること。 

 ⑴ 気体燃料を熱源とする瞬間的な火炎を発生する機器及び範囲は、次によること。 

  ア 機器は、安定した火炎を発生できるものであること。 

  イ 気体燃料を熱源とするカートリッジ式の火気使用設備器具に限ること。 

  ウ 気体燃料の逆流を防止する構造又は対策が講じられていること。 

  エ 燃料容器を機器に設置する場合に、気体燃料が漏えいしないこと。 

  オ 気体燃料への点火は、電気点火とすること。 

  カ 気体燃料の放射は、垂直とすること。 

  キ スタジオ床面に固定して使用すること。 

  ク 可燃性のガスの滞留するおそれのない場所で使用すること。 

  ケ 可燃物までの範囲は、次によること。 

   (ア)  火炎の危険範囲には、可燃物を置かないこと。 
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   (イ ) 火炎の危険範囲から上方１ｍ、側方１ｍ、下方0.2ｍで囲まれる範囲には、可燃物を置かないこと

（ＪＩＳ Ａ1323に適合する工事用シートで防火上有効に覆う等の措置を講じた場合を除く。）。 

コ 火炎の危険範囲内及びその範囲から上方１ｍ及び周囲１ｍ以内には。演技者等がいないこと。 

  サ 火炎の危険範囲から周囲６ｍ以内には、観客がいないこと。 

⑵ 液体燃料を熱源とする瞬間的な火炎を発生する機器及び範囲は、次によること。 

  ア 危険物は、引火点が40度以上で、かつ、消費量が100ml以内であること。 

  イ 危険物は、漏れ、あふれ又は飛散しないよう措置を講じてあること。 ウ ⑴ア、ウ及びオからサま

での規定を準用すること。この場合において、⑴中「気体燃料」とあるのは「液体燃料」と読み

替えるものとする。 

  エ 火炎の危険範囲内及びその範囲から周囲１ｍ以内の床面を防火性能を有する材料（準不燃材料等）で覆

うこと。 

  オ エの床面に可燃物がある場合には、ＪＩＳＡ1323に適合する工事用シートで防火上有効に覆う等の措置

を講じること。 

危
険
物
品
持
込
み 

１ 従業員等による監視体制が講じられていること。 

２ 消火器具を設けること。 

３ 解除される範囲は、次に掲げるものであること。 

 ⑴ 危険物 

   危険物の規制に関する政令 別表第３に定める指定数量の100分の１未満であること。 

 ⑵ 可燃性固体類及び可燃性液体類 

   条例別表第２に定める数量の100分の１未満であること。 

 ⑶ 可燃性ガス容器（高圧ガス保安法の適用を除外される液化ガスに限る。） 

   ガス総質量が５㎏以下であり、かつ、容器の総容量がガス質量５㎏以下であること（容器の個数は問わな

いものとする。）。ただし、大空間を有するスタジオにおいて、高圧ガス保安法の適用を受ける容器（容量２

㎏以下）を持ち込む場合は、次に掲げる要件を満たしていること。 

ア 使用するホースは、外圧によりつぶれない構造であること。 

イ 容器の転倒防止措置が図られていること。 

ウ 容器は、連結して使用しないこと。 

 ⑷ 火薬類（打上煙火を除く。） 

   火薬類の原料である火薬又は爆薬の量により、１回当たり次の個数以下であること。 

  ア 0.1g以下のものは、50個 

  イ 0.1ｇを超え15g 以下のものは、10個（大空間を有するスタジオに限り、５ｇを超える火薬類を使用し

ない場合には、20個とすることができる。） 

 

備考 大空間を有するスタジオとは、次に掲げる３つの要件を満たしているスタジオをいう。 

１ 空間の高さが８ｍ以上であること。 

２ 撮影スタッフ等の関係者以外の者（エキストラ、公開録画による観客等を含む。）の出入りがないこと。 

３ 大道具等のセットが設けられていないこと。 
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地下街 

指定

場所 

禁止行為

の種類 
安 全 対 策 

売
場 

喫
煙 認めないものとする。 

裸
火
使
用 

１ 条例別表第１により火災予防上安全な距離が定められている場合には、可燃物から当該距離以上の距離を確保

していること。 

２ 可燃物の転倒、落下等のおそれがないこと。 

３ 従業員等による監視、消火、使用後の点検等の体制が講じられていること。 

４ 消火器具を設けること。 

５ 出入口、階段等から水平距離で５ｍ以上離れていること（特定不燃材料で造った壁で防火上有効に遮断する等

の措置を講じた場合を除く。） 

６ 危険物品その他の易燃性の可燃物から水平距離で５ｍ以上離れていること（特定不燃材料で造ったつい立等

で防火上有効に遮断する等の措置を講じた場合を除く。）。 

７ 解除される機器及び範囲は、次に掲げるものであること。 

⑴ 電気を熱源とする火気使用設備器具 

⑵ 気体燃料を熱源とする火気使用設備器具を使用する場合は、次に掲げるものであること。 

 ア 消費量は、１個につき58kw以下であり、総消費量は175kw以下であること。 

 イ ガス過流出防止装置又はガス漏れ早期発見のための装置が設置されていること（カートリッジ式火気使用

設備器具を除く。） 

 ウ 液化ガスは、カートリッジタイプの燃料容器を使用すること。 

  ⑶ 固体燃料を熱源とする火気使用設備器具を使用する場合の使用量は、１日につき木炭15kg、練炭10kg、

豆炭５kg、その他の固体の燃料５kg以下であること。 

 

危
険
物
品
の
持
込
み 

１ 従業員等による監視体制が講じられていること。 

２ 消火器具を設けること。 

３ 出入口、階段等からの水平距離は、危険物品のうち危険物については６ｍ（危険物のうち危険物の規制に関

する規則第44条第２項から第５項までに定めるものを貯蔵し、又は取り扱うものについては３ｍ）、その他の

危険物品については３ｍ以上とすること（耐火構造の壁で防火上有効に遮断する等の措置を講じた場合を除

く。）。 

４ 火気使用場所から水平距離で５ｍ以上離れていること（特定不燃材料で造ったつい立等で防火上有効に遮断

する等の措置を講じた場合を除く。）。 

５ 保管する場合は密栓することとし、他の物品と隔離すること。 

６ 解除される範囲は、次に掲げるものであること。 

 ⑴ 危険物 

   危険物の規制に関する政令別表第３に定める指定数量の10分の１未満であること。 

 ⑵ 可燃性固体類及び可燃性液体類 

   条例別表第２に定める数量の10分の１未満であること。 

 ⑶ 可燃性ガス容器（高圧ガス保安法の適用を除外される液化ガスに限る。） 

   ガス総質量が１㎏以下であり、かつ、容器の総容量がガス質量１㎏以下であること（容器の個数は問わな

いものとする。） 

 

地
下
道 

喫
煙 

 認めないものとする。 

裸
火
使
用 

認めないものとする。 
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 危
険
物
品
の
持
込
み 

 認めないものとする。 
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重要文化財 

指定

場所 

禁止行為 

の種類 
安 全 対 策 

建 

造 

物 

の 

内 

部 

及 

び 

周 

囲 

喫
煙 

１ 関係者等による監視体制が講じられていること。 

２ 危険物品その他の易燃性の可燃物を取り扱う場所の付近ではないこと。 

３ 喫煙設備を設けること。 

４ 消火器具を設けること。 

５ 整理、清掃等の措置が講じられていること。 

裸
火
使
用 

１ 条例別表第１により火災予防上安全な距離が定められている場合は、可燃物から当該距離以上の距離を確保し

ていること。 

２ 可燃物の転倒、落下等のおそれがないこと。 

３ 関係者等による監視、消火等の体制が講じられていること。 

４ 消火器具を設けること。 

５ 解除される機器及び範囲は、次に掲げるものであること。 

⑴ 電気を熱源とする火気使用設備器具 

⑵ 気体燃料を熱源とする火気使用設備器具 

⑶ 固体燃料を熱源とする火気使用設備器具を使用する場合の使用量は、１日につき木炭15kg、練炭10kg、

豆炭５kg、その他の固体の燃料５kg以下であること。 

 

危
険
物
品
の
持
込
み 

１ 関係者等による監視体制が講じられていること。 

２ 消火器具を設けること。 

３ 保管する場合は密栓することとし、他の物品と隔離すること。 

３ 解除される範囲は、次に掲げるものであること。 

 ⑴ 危険物 

   危険物の規制に関する政令別表第３に定める指定数量の50分の１未満であること。 

 ⑵ 可燃性固体類及び可燃性液体類 

   条例別表第２に定める数量の50分の１未満であること。 

 ⑶ 可燃性ガス容器（高圧ガス保安法の適用を除外される液化ガスに限る。） 

   ガス総質量が10㎏以下であり、かつ、容器の総容量がガス質量10㎏以下であること（容器の個数は問わない

ものとする。）。 
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車両の停車場及び船舶・航空機の発着場 
 

指定

場所 

禁止行為

の種類 
安 全 対 策 

公
衆
の
出
入
り
す
る
部
分 

危
険
物
品
持
込
み 

１ 従業員等による監視体制が講じられていること。 

２ 消火器具を設けること。 

３ 解除される範囲は、次に掲げるものであること。 

 ⑴ 危険物 

   危険物の規制に関する政令別表第３に定める指定数量の20分の１未満であること。 

 ⑵ 可燃性固体類及び可燃性液体類 

   条例別表第２に定める数量の20分の１未満であること。 

 ⑶ 可燃性ガス容器（高圧ガス保安法の適用を除外される液化ガスに限る。） 

   ガス総質量が５㎏以下であり、かつ、容器の総容量がガス質量５㎏以下であること（容器の個数は問わないもの

とする。）。 
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条 項 号  事 項 基 準 

24 1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

舞 台  舞台（舞台裏，舞台の袖及び花道を含む。）並びにこれに接

続して設けられた大道具室，小道具室及び奈落を含むものとす

る。 

 また，楽屋，出演者の控室等が舞台と耐火構造若しくは両面

を防火構造とした隔壁又は不燃材料若しくは準不燃材料で造ら

れた構造で区画され，かつ，不燃材料でその開口部に防火設備

が設けられた構造で防火的に区画されている部分は除かれるも

のである。 

 

適用部分の詳細 
禁止事項 

備  考 
禁 煙 裸火使用 

危険物品 
持 込 み 

舞  台 ○ ○ ○ 舞台裏，舞台の袖および花道を含む 

大道具室 ○ ○ ○  

小道具室 ○ ○ ○  

奈  落 ○ ○ ○  
 

 

客 席 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

百貨店若しくはこ

れに類する物品販

売業を営む店舗 

 （注） 劇場の奈落は舞台に含まれる。 

 客席には，客席内通路を含む。 

 

各用途区分の客席 
火気等の種別 

禁 煙 裸火使用 
危険物品 
持 込 み 

劇場，映画館，演芸場 ○ ○ ○ 

観覧場 ○ ○ ○ 

公会堂又は集会場 ○ ○ ○ 

旅館，ホテル   ○ 

飲食店   ○ 

キャバレー，ナイトクラブ 
又はダンスホール   ○ 

 

 百貨店，マーケットその他の物品販売業を営む店舗（市場を

除く）の用途に供される防火対象物又はその部分で，当該部分

の面積が1,000㎡以上のもの。 
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条 項 号  事 項 基 準 

  

 

 

 

 

 

2 

2  展 示 場 

 

地 下 街 

売場又は展示部分 

 

 

標 識 

 物品の展示又は観覧の用に供される防火対象物又はその部分

で，当該面積が1,000㎡以上のもの。 

 延面積が1,000㎡以上のもの 

 屋内に設けられた物品の販売又は観覧を目的とした物品の陳

列部分及びこの部分と一体の販売等の用途に供される部分並び

に通常顧客が出入する部分とする。 

 外国人来訪者が多数利用する防火対象物に条規別表で定める

標識を設ける場合は，日本語の表記に加え，外国語を付加した

標識等を設置することができる。 

 付加する言語は，原則として英語とする。ただし，当該防火

対象物の実態等に応じて，中国語や韓国語その他の外国語を英

語に加えることができる。 

 

（例） 

 

 

禁止吸烟         严禁烟火 

금연          화기엄금 

 

 

 

严禁携带危险物品 

위험물품 반입 엄금 

 

 

 

火 気 厳 禁 

 

No fires 

禁 煙 

No smoking 

危険物品持込み厳禁 

No hazardous materials 
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百貨店若しくはこれに類する物品販売業を営む店舗，展示場又は地下街の売場又は展示部分 

区分 適 用 部 分 の 詳 細 

禁 止 事 項 

備     考 

喫 煙 裸火使用 
危険物品 
持 込 み 

売 
場 

又 
は 
展 

示 
部 
分 

に 
含 
ま 

れ 
る 
場 

所 

⑴ 物品販売部分 

直接物品販売の用に供する部分をいい，
ショーケース等直接物品販売の用に供
する施設に隣接し顧客が商品の購入又
は商品の選定等のために使用する部分
(物品販売部分に隣接したストック場
を含む｡(不燃区画されたものを除く｡)) 

○ ○ ○ 

（注）不燃区画 不燃材料で造った
壁，柱，床及び天井（天井の
ない場合は，はり及び屋根）又
は特定防火設備若しくは防火設
備で区画され，かつ，区画を貫
通するダクトに防火ダンパーが
設けられているものをいう。 

⑵ 物品販売部分間の通路 

物品販売部分の間に設けられた客用通
路をいい，販売部分でない場所を通る
ものをいい，販売部分でない場所を通
るもの及び建物と建物を結ぶための上
空通路，地下道等は含まない。 

○ ○ ○  

⑶ ショーウィンドー 
小売業者が自ら設けたショーウィンドー
をいい階段の壁に設けられたはめ込み
式のウィンドーは含まない。 

○ ○ ○  

⑷ ショールーム等 
商品の展示又は実演の用に供する施設
をいう。 

○ ○ ○  

⑸ サービス施設 
手荷物一時預り所，買物品発送承り所，
買物相談所，店内案内所，その他顧客
に対するサービス施設をいう。 

○ ○ ○ 
※「サービス施設における喫煙の

承認」参照 

⑹ 承り所等 

写真の現像，焼付け及び引伸し承り所，
クリーニング承り所，洋服及びワイシャ
ツ等の仕立承り所並びにカタログコー
ナー等をいう。 

○ ○ ○  

⑺ 物品修理加工場 

カメラ，時計，眼鏡，靴その他の物品
の加工修理場（食料品等を販売するた
め直接必要な加工を行う場所を含む。）
をいう。 

○ ○ ○  

飲 食 店 
⑻ 

食 堂 等 

客 席 食堂及び喫茶室等をいう。 (注) ○ (注) ○ ○ 

(注)床面が難燃材料以上の防火性の
ある材料で仕上げられ，かつ，
喫煙設備の設けられた客席を除
く。 

厨 房    ○  

通 
常 
顧 

客 
が 
出 

入 
り 
す 

る 
場 
所 

⑴ 階  段 従業員専用のものを除く。 ○ ○ ○  

⑵ エスカレーター  ○ ○ ○  

⑶ エレベーター 
従業員専用のもの及び荷物専用のもの
を除く。 

○ ○ ○  

⑷ 連絡通路等 
販売部分でない場所を通るもの及び建
物と建物を結ぶための上空通路並びに
地下道等。（公共用通路を除く。） 

(注) ○ (注) ○ ○ 
(注)上空通路及び地下道等が吹き抜
け等開放式の場合を除く。 

⑸ 催  場 展覧会等の催しのために供される場所。 ○ ○ ○  

⑹ ロビー，休憩室 
客用休憩室，喫煙室，その他これらに
類する施設。 

○ ○ ○  

⑺ 公衆電話室  ○ ○ ○  

⑻ 屋  上 
物品販売部分で室内とみなされる部分
は除く。 

  ○  

⑼ ゲームコーナー  (注) ○ (注) ○ ○ 
(注)屋上等で屋外とみなされる部分
を除く。 

⑽ 兼営事業部分 
理容室，美容室，医療施設等で売場又
は通常顧客が出入りする部分に隣接し
て設けられているもの。 

○ ○ ○  

⑾ 便所・洗面所 ベビールームを含む。 ○ ○ ○  
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条 項 号  事 項 基 準 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

売場の範囲から除かれる食料品加工場の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・売場の範囲から除かれる食料品加工場 

 ・開口部が売場又は通常顧客の出入りする部分に直接面していない 

 ・不燃区画された室となっている（隣接して存する場合） 
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サービス施設における喫煙の承認 

１ 指定場所等 

  売場内の「サービス施設」等において商談に時間を要する等，業務上やむを得ないと思われ

る喫煙。 

２ 安全上の措置基準 

  条例第24条第１項の支障の有無を審査する基準のほか，次の措置がとられていること。 

 ⑴ 当該場所が商品等可燃物と不燃性の壁等により区画又は避難通路等により防火上有効な間隔

を有していること。 

 ⑵ 表面が難燃性以上の防火性能を有する応対用のテーブル等があること。 

 ⑶ 客用（喫煙者用）の椅子があること。 

 ⑷ 従業員が対応応対するものであること。 

 ⑸ 灰皿等は次によるものであること。 

  ア 煙草が落下するおそれが少ないものであること。 

  イ 床置き型のものにあっては，転倒のおそれがないものであること。 

３ その他 

  喫煙が業務上真にやむを得ないもので当該申請場所の売場の形態，喫煙管理の体制等を十分検

討し，最小限度の承認にとどめること。 
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条 項 号  事 項 基 準 

  

 

 

 

2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 

 

 

 

4 

 

3 

 

4 

 消防長が指定する

場所 

消防長が指定した

場所 

防火上支障がない

と認めた場合 

 

 

 

 

消防長が防火上支

障がないと認めた

場合の事務処理 

 

 

 

 

 

 

標識を設けなけれ

ばならない 

図 記 号 

 

図記号を設けると

き 

関 係 者 の 選 択 

 

 平成４年12月消防告示第３号 

 

 平成19年１月消防告示第３号 

 

 小規模な劇場（客席数が100席未満のもの）で，禁煙表示の取

付面全体の照度が常時概ね50ルクス（JIS Z 9110照度基準のう

ち非常階段に必要な照度）以上確保されている場合等が該当す

るものであること。また，灯火表示が規則第28条の３第４項第

２号の規定に適合する機能を有している場合は，消灯すること

ができる。 

１ 関係者に，緩和に関する願出書（正副各１部）を提出させ

る。（別添 特例適用願出書）（Ｐ232参照） 

２ 願出書の内容を審査した結果，基準緩和適用に際しての要

件等があれば明記し，副本には条規に定める届出済印を押印

して届出者に返却するものとする。 

３ 関係者には，願出書の写しを防火管理台帳に編冊するとと

もに，消防計画に当該内容を明記するよう指導すること。 

４ 上記要件に該当するものは署長決裁とし，それ以外の予想

されない緩和内容については，査察課長決裁とする。 

 条例第24条第１項３号で指定された場所にあっては，関係者

と協議の上景観を損なわぬよう配慮すること。 

 図記号の大きさについては，文字による標識とのバランスを

考慮し，必要に応じた大きさとする。 

 条例第24条第１項３号で指定された場所にあっては，関係者

と協議の上景観を損なわぬよう配慮すること。 

 本項関係者は，全面禁煙とするか喫煙所を設けるか選択でき

るため，消防計画に喫煙管理として，どちらの区分を選択した

か及びその具体的措置内容（放送時間，館内巡視計画，標識の

設置等）について明記しておくこと。 
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条 項 号  事 項 基 準 

 4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6 

 

 

7 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 

 

ア 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 

 

ウ 

見 や す い 箇 所 

標 識 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定期的な館内放送 

 

定期的な館内巡視 

適当な数の吸殻容

器 

喫 煙 所 

 

 

 

 

他の階の喫煙所を

案内する定期的な

館内放送 

当該場所の利用状

況から判断して火

災予防上支障がな

いと認めたとき 

 当該部分への入口及び館内案内図付近等 

１ 標識の色は，関係者と協議の上，意匠を損なわず容易に認

識できるものとし，大きさは概ね条例第24条第２項に規定す

る標識に準じること。 

２ 条例第24条第１項第２号に規定する場所に，当該標識を設

置した場合は，同条第２項に基づく標識を省略できるものと

する。 

３ 標識の記載例は，次のとおりとする。 

 ア 「全館禁煙」 

 イ 「当百貨店（劇場）は全館において禁煙です」等 

４ 条例第24条第６項で準用する場合の，標識の記載例 

 ア 「この階は禁煙です」 

 イ 「当百貨店（劇場）においてこの階は禁煙です 

   喫煙所は○○階にあります」等 

 百貨店等にあっては概ね２時間ごと，劇場に合っては休憩時

間ごと 

 概ね２時間ごと 

 防火対象物の実態に応じて余裕のある設置個数 

 

 次により指導するものとする。 

１ 面する部分の壁及び天井の仕上げは，不燃材料又は準不燃

材料とすること。 

２ 床の仕上げ材に，じゅうたん，カーペット等を使用する場

合は，可燃性のものを使用しないこと。 

 具体的な設置階及び設置場所を放送する。 

 

 

 次の１又は２の場合，劇場等に設ける喫煙所の面積の合計は，

客席の面積の合計の30分の１より縮小することができる。 

１ 営業実績から必要喫煙所面積を算定する場合 

  必要喫煙所面積Ａ＝Ｂ×Ｃ×Ｄ×Ｅ 

   Ｂ＝最大収容人員（人）：当該劇場等の定員 
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条 項 号  事 項 基 準 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消防長が当該場所

の利用状況から判

断して火災予防上

支障がないと認め

たときの事務処理 

 

 

 

 

関 係 者 の 責 務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

制 止 

   Ｃ＝喫煙率（％）：22％ 

          （2008年厚生労働省調べ 全国平均値） 

   Ｄ＝集中率0.2（シネコン等で常時各上映室の入れ替え 

     時間帯が違う場合にあっては，0.1） 

   Ｅ＝一人あたりに必要な喫煙面積（㎡/人）：0.6㎡/人 

２ 特殊な形態の劇場等である場合 

  事情に応じた面積であること。（⑴の場合は最低300㎡以上） 

 ⑴ 陸上競技場等で，屋内の劇場等と比較して客席面積が非

常に大きく，必要とされる喫煙所面積が300㎡以上となるも

の 

 ⑵ その他，野外音楽堂等の特殊な劇場に関する喫煙所面積

の縮小については，事前に査察課と協議すること 

１ 関係者に，緩和に関する願出書（正副各１部）を提出させ

る。（別添 特例適用願出書（Ｐ233参照）） 

２ 願出書の内容を審査した結果，基準緩和適用に際しての要

件等があれば明記し，副本には条規に定める届出済印を押印

して，届出者に返却するものとする。 

３ 関係者には，願出書の写しを防火管理台帳に編冊するとと

もに，消防計画に該当内容を明記しておくこと。 

４ 上記要件に該当するものは署長決裁とし，それ以外の予想

されない緩和内容については，査察課長決裁とする。 

 禁止場所において，禁止されている行為を行おうとする者が

ある場合における関係者の制止義務を定めたものである。 

 この場合における関係者は，所有者，管理者，占有者である。 

 当該防火対象物全般の管理責任は，所有者，管理者，占有者

が負うべきものである。 

 関係者の制止義務は，使用人，従業員等をして行われるのが

一般的であるが，使用人，従業員地震には，制止義務が課せら

れていないので，使用人等が制止を怠っても罰則の適用を受け

ることはなく，自己の制止義務を使用人等を通じて適正に行っ

ていない関係者が，この罰則の適用を受けるものとされる。 

 喫煙等の禁止場所において，喫煙等禁止行為を行っている者 
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条 項 号  事 項 基 準 

 

 

 

 

 

25 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

25 
の2 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 

 

 

1 

 

 

3 

   

 

 

 

 

枯草等の燃焼のお

それのある物件 

 

 

 

 

 

火災予防上必要な

措置 

 

 

火災予防上必要な

措置 

 

保 護 者 等 

 

 

行 為 を 制 止 

 

に対し，喫煙等をしてはならないと，あるいは，所定の適法な

場所において喫煙等を行うよう告げることであり，実力をもっ

て喫煙等の行為を阻止すべきものではない。 

 なお，制止の方法は喫煙等を行っている者に対し，直接行っ

ても，また，放送設備を通じて包括的に行ってもよい。 

１ 枯草（枯れた草であり，青草は含まれない。） 

２ ダンボール箱等の大量の紙製品 

３ 工作物の除去に伴って生じた可燃性の不用物，廃材等。 

４ 木くず，紙くず，繊維くず等容易に着火するおそれのある

大量の物件。 

５ 廃プラスチック 

６ ゴムくず。 

 本条が法第３条の裏がえしに空地の関係者に枯草等の除去等

を義務付けたもので，その義務を履行させる行政上の手段は，

法第３条によるものであり，法第３条第１項各号に掲げる措置

をいう。 

 空き家が，放火や火遊びの対象になりやすいことから，出入

口，窓等の施錠をすること，付近に可燃物を存置しないこと，

定期的に見回りすること等の措置が必要である。 

 親権を行う者，未成年後見人その他の者で児童を現に監護す

る者（児童福祉法第６条）をいい，等とは現に監督，指導の立

場にある者をいう。 

 火遊びの行為を行っている者に対し，火遊びをしないよう告

げることであり、実力でもって火遊びの行為を阻止すべきもの

ではない。ただし，火災が発生せんとしている緊急の場合は，

この限りでない。 
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条 項 号  事 項 基 準 

26 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

27 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

28 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

  指 定 す る 区 域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

玩 具 用 煙 火 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

火災予防上支障の

ある場所 

 

 

 

化学実験室，薬局

等 

 

公示場所(昭和47年９月神戸市告示第56号) 

所在地及び名称 区    域 

神戸市兵庫区遠矢浜町 
遠矢浜町南西端付近 

㈱築港和田岬営業所の北東端
から伊丹産業㈱神戸工場の南
東端の防波海岸へ通ずる道路
及び伊丹産業㈱神戸工場の南
側道路の東端から神戸灯台の
南西角を経て、㈱築港和田岬
営業所の北西端に至る防波海
岸 

神戸市長田区南駒栄町の西側 

防潮堤付近 

日本ヴォパック㈱神戸事業所
の西側にあたる防潮堤の海側
部分 

神戸市長田区駒ヶ林南町及び 

須磨区外浜町１丁目 

西部第１工区南側護岸壁付近 

昭和シェル石油㈱神戸事業所
東側の境界から新日本石油㈱
神戸油槽所の西側の境界に至
る防波護岸 

 

 火薬類取締法施行規則(第１条の５)で定めるがん具煙火をいう。 

（参考） 

 ＳＦマーク（Safety Fireworks の略称）とは，(社)日本煙火

協会が行う検査に合格した国内を流通する国産・輸入品のがん

具用花火に付けるマーク。ＳＦマークには，型式認証の証であ

る「規格マーク」と，製造（又は輸入）した花火が抜き取り検

査に合格したときにつけられる「合格マーク」がある。 

 

 

 

 

 

１ 危険物，指定可燃物，火薬類，高圧ガス，その他の可燃物

等の近くの場所 

２ 建物の内部，建物と建物の間の狭い場所及び家屋の密集し

た場所 

３ 強風注意報等が発令されている区域 

 学校，研究室，試験場等の化学実験室など小規模な実験室か

ら，機械を用いて行う大規模な工場実験室も対象とする。 
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条 項 号  事 項 基 準 

 

 

 

 

 

 

29 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 

 

 

 

 

 

3 

  火災予防上必要な

措置 

 

 

 

 

引 火 性 物 品 

 

 

 

爆 発 性 物 品 

 

 

火災予防上安全な

措置 

 

 

 

 

自動車の解体作業 

 

 

 

 

 

火災予防上必要な

措置 

１ 取扱位置は条例第19条第１項第１号及び第３号から第５号

までの例によること。 

２ 加熱の状況によっては条例第３条第３項第５号の例による

こと。 

３ 適切な消火の準備をすること。 

４ 実験中である旨の表示を掲出すること。 

 常温又は加熱により可燃性ガス又は蒸気を発生する物品（法

別表第１に掲げる第２類の危険物のうち引火性固体，第４類の

危険物，危政令別表第４に掲げる可燃性固体類及び可燃性液体

類の指定可燃物をいう。） 

１ 加熱により分解爆発するもの及び燃焼速度がきわめて早く，

瞬時に燃焼するもの。 

２ 空気中に散乱し，浮遊する可燃性の固体微粒子。 

 次のような措置をいう。 

１ 土孔を掘ってこの中でたき火をするなど火の粉の飛散を防

止する。 

２ 不燃性の容器中で行い，不燃性の蓋を設ける。 

３ 看視人を置く。 

４ 同時に多量の可燃物を燃やさない。 

 自動車の解体作業にあっては特に火災予防の徹底を図る必要

があるため，あらかじめ燃料等の可燃性物品を除去し，消火用

具を準備してから作業を開始するなど，火災予防上必要な措置

の徹底を図ろうとするものである。 

 なお，燃料タンクの取り外し，燃料の抜き取り作業等を行う

際には，火気管理に特に注意すること。 

１ 作業の開始前，周囲の安全を確認し，必要な措置を行う。 

２ 周囲の可燃物を除去する。 

３ 点火源となるおそれのある原因を排除する。 

４ 看視人を置く。 

５ 作業中関係者以外の者の出入りを禁止する。 

等をいう。 
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条 項 号  事 項 基 準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

29 
の2 
 

29 
の3 
 

 

29 
の5 

4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 可燃性の蒸気若し

くはガス 

 

爆発性若しくは可

燃性の粉塵 

 

 

換 気 

 

除 塵 

 

 

作 業 現 場 

 

 

 

火災予防上安全な

場所 

 

 

 

 

用途上やむを得な

い備品等 

難 燃 性 

防 炎 処 理 

 

煙 火 の 消 費 

 

煙 火 の 範 囲 

 

 都市ガス，プロパンガス，水素ガス等のガス及びガソリン等

から発生した蒸気であって，その滞留濃度が燃焼範囲の下限界

の30％以上であるガス又は蒸気をいう。 

 可燃性粉塵，爆発性粉塵，導電性粉塵，易燃性粉塵等をいう。 

 例 木粉，皮革粉，小麦粉，でん粉，砂糖，樹脂粉，ナフタ

リン，石けん，コルク，石炭，鉄粉，たばこ，紙，綿，

ゴム等 

 強制換気装置又はその他の換気方法により，可燃性ガス及び

蒸気の燃焼下限界値を30％未満に止めることを原則とする。 

１ 強制除塵装置又はその他の除塵方法により爆発（燃焼）の

おそれがないよう，有効に除塵すること。 

２ 発生する場所を密閉し，集塵器を設け有効に除塵すること。 

 本条第１項に掲げた溶接作業等を行う作業現場でなく，あら

ゆる作業現場をいう。 

 ただし，道路の掘削工事等で作業そのものの内容が火災発生

と関係なく，周囲にも可燃物のない作業を除く。 

１ 周囲に可燃物がない場所であること。 

２ 適当な広さを有すること。 

３ 付近で危険作業が行われていないこと。 

 上記のような場所をいい，同場所には 

 ⑴ 消火準備をさせておく。 

 ⑵ 喫煙場所である旨の標識を掲出させておく。 

 飲食店におけるカウンター，テーブル，椅子等用途上不燃材

にすることが困難なものをいう。 

 難燃材料を使い，難燃性能を有したものをいう。 

 防炎処理とは，政令第４条の３に定める防炎性能と同程度以

上とすること。 

 煙火としての使用と，火薬類取締法に規定する焼却等の廃棄

処分を含む。 

 玩具用煙火を含む。（条例第27条参照） 
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条 項 号  事 項 基 準 

30 
の2 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

30 
の3 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 

住 宅 

 

 

 

 

 

 

 

関 係 者 

 

 

住宅用防災機器 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

就寝の用に供する

居室 

 法第９条の２第１項に規定する住宅の用に供される防火対象

物であって，いわゆる戸建て住宅，併用住宅，共同住宅等のう

ち，住宅の用途以外の用途に供される部分を除いた防火対象物

をいう。 

 政令別表第一に掲げる用途の防火対象物の一部が住宅の用途

に供されている防火対象物であって，政令第１条の２第２項後

段の規定により当該用途に含まれるものとされた場合の当該住

宅の用途に供される部分についても対象となる。 

 当該住宅の所有者，管理者，占有者をいう。 

 関係者の区分が分かれている賃貸住宅等の場合は，３者のう

ちいずれかの者が設置し及び維持する必要がある。 

 法第９条の２に規定する住宅用防災機器のことであり，政令

第５条の６に規定する住宅用防災報知器及び住宅用防災報知設

備（以下「住警器等」という。）のことをいう。 

 住警器等の形状，構造，材質及び性能については，「住宅用

防災警報器及び住宅用防災警報設備に係る技術上の規格を定め

る省令（平成17年総務省令第11号。以下「住警器等規格省令」

という。）に定める技術上の規格に適合する必要がある。 

 なお，条例を含む法令上の用語は，「住宅用防災警報器」及

び「住宅用防災報知設備」であるが，住警器等の設置に係る広

報・普及啓発を行う際は，「消防法及び石油コンビナート等災

害防止法の一部を改正する法律等の運用について（住宅防火対

策関係）」（平成16年11月26日付け消防安第221号・消防庁防火

安全室長通知）に示されているとおり，従来から普及を促進し

てきた「住宅用火災警報器」を「住宅用防災警報器」の代替用

語とし，また，「住宅用自動火災報知設備」を「住宅用防災報

知設備」の代替用語として使用すること。 

 住宅の設計上想定された就寝場所ではなく，居住者の生活実

態に着目したものをいう。例えば，子供が就寝する子供部屋，

日中は居間として使用しているが夜間には就寝する部屋は，就

寝の用に供する居室（以下「寝室」という。）に該当する。 

 季節に応じて就寝場所を変更している場合は，当該場所で就 
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条 項 号  事 項 基 準 

    

 

 

 

 

 

イ 

 

 

 

 

 

 

アに掲げる住宅の

部分が存する階か

ら直下階に通ずる

階段の上端 

寝している期間については，当該場所は寝室に該当する。 

 普段は就寝の用に供しない居室で，一時的に就寝の用に供す

る客間等は，寝室に該当しない。 

 なお，居室とは，建基法第２条第４号に規定する居室をいい，

居住，執務，作業，集会，娯楽その他これらに類する目的のた

めに継続的に使用する室をいう。（同号エ及びオについて同じ。） 

 寝室が存する階から直下階に通ずる階段の下図に示す部分を

いう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （例）２階建て住宅で寝室が２階のみにある場合の該当部分 

 

 

 

 

 

 

 吹き抜け等の天井がない階段の場合は，設置を必要とする階

段に最も近い階の天井又は天井に近い壁等，当該階段に流入し

た煙を有効に感知できる位置に設置する。 

 有効な火災の感知が期待できない屋外に設けられた階段は，

当該規定の設置場所から除かれる。 
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条 項 号  事 項 基 準 

   ウ アに掲げる住宅の

部分が存する階

（避難階から上方

に数えた階数が２

以上ある階に限

る。）から下方に

数えた階数が２で

ある階に直上階か

ら通ずる階段の下

端 

 

 

 

 

 

 

 

 

当該階段の上端 

 

 避難階から上方に２以上を数えた階に寝室が存する場合にお

いて，当該階から下方に２を数えた階の直上階から通ずる階段

の下図に示す部分をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （例）３階建て住宅で寝室が３階にある場合の該当部分 

 

 

 

 

 

 

 当該階段（寝室が存する階から下方に数えた階数が２である

階に直上階から通ずる階段）の下図に示す部分をいう。 
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条 項 号  事 項 基 準 

    

 

 

 

 

 

エ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オ 

 

オ 
(イ) 

 

 

 

 

 

 

 

アに掲げる住宅の

部分が避難階のみ

に存する場合にあ

つては，居室が存

する最上階（避難

階から上方に数え

た階数が２以上で

ある階に限る。）

から直下階に通ず

る階段の上端 

 

 

 

 

 

 

 

床面積が７㎡以上

である居室 

当該階から直下階

に通ずる階段の上

端 

 （例）３階建て住宅の場合の該当部分 

 

 

 

 

 

 避難階から上方に２以上を数えた階に居室が存する場合にお

いて，寝室が避難階のみに存する場合，居室が存する最上階か

ら直下階に通ずる階段の下図に示す部分をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （例）３階建て住宅で寝室が１階のみにある場合 

 

 

 

 

 

 通常四畳半以上の広さの部屋が該当する。 

 

 当該階から直下階に通ずる階段の下図に示す部分をいう。 
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条 項 号  事 項 基 準 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

オ 
(ウ) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当該階の直上階か

ら当該階に通ずる

階段の下端 

 

 

 

 

 

 

 

 

台 所 

 

 

 

 

 

コンロその他の火

災の発生のおそれ

のある調理の設備

又は器具 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 当該階の直上階から当該階に通ずる階段の下図に示す部分を

いう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 調理を目的として，コンロ，その他火気を使用する設備又は

器具を設けた場所をいう。 

 ※ 住宅用防災機器の設置及び維持に関する法改正に伴い定

められた政省令において設置義務とされた住宅の部分に加

えて，本市における住宅火災の現状を踏まえ，条例におい

て台所への住警器等の設置を義務付けたものである。 

 条例第３章第１節及び第２節に掲げる火を使用する設備又は

器具のうち，調理を目的として使用する設備又は器具をいう。

例えば，ガスコンロ，電気コンロ，電磁調理器，電子レンジ等

が該当し，簡易給湯設備，食器乾燥機等は該当しない。 
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条 項 号  事 項 基 準 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

2 

カ 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 

アからオまでに掲

げる住宅の部分内

にあるもの 

 

 

 

 

 

 

壁若しくははりか

ら0.6ｍ以上離れ

た天井の屋内に面

する部分 

 

 

 

 

 

 

天井から下方0.15

ｍ以上0.5ｍ以内

の壁の屋内に面す

る部分 

 間取り上，台所が寝室や階段部分等に含まれているような形

態のものをいう。例えば，ワンルームマンション等で，居室

（寝室）部分と台所部分とを完全に仕切る扉等がない形態であ

る当該台所部分や，リビングダイニングキッチン（居室部分と

台所部分とを完全に仕切る扉等がない形態のものに限る。）の

居室部分を寝室をしている場合における当該台所部分等が該当

する。 

 なお，上記の例に示す形態の室には，条例第30条の５第２項

に規定する機器のみの設置は，原則として認められない。 

 壁若しくははりから，概ね感知部の中心までの位置をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 天井から，概ね感知部の中心までの位置をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 壁とはりが一体となっており，当該はりの部分に設置した場

合，壁に設置した場合と同等に火災を感知できると認められる

状態にあるときは，当該はりに住宅用防災警報器を設置しても

差し支えない。（条例第３０条の４第２号に掲げる感知器の位置 
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条 項 号  事 項 基 準 

 

30 
の3 
 

 

  

2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 

 

 

 

 

 

 

 

4 

 

イ 
(ア) 
 

 

 

換 気 口 等 

 

1.5ｍ未満の位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

イオン化式住宅用

防災警報器 

 

 

 

 

 

 

住宅用防災警報器

等規格省令に定め

る技術上の規格に

適合するもの 

において同じ。） 

 火災による煙を感知する障害となるような換気口をいう。例

えばエアコンの吹出し口その他これに類するものが該当する。 

 換気口等の空気吹出し口から，概ね感知部の中心までの位置

をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 設置することができる住宅の部分は，廊下のみに限定されて

いる。 

 イオン化式住宅用防災警報器は，警報器内に放射性物質が含

まれている（ただし，密封線源で人体に影響を与える可能性は

低いとされている）ことから，平成16年に改正された「放射性

同位元素等による放射線障害の防止に関する法律」により，廃

棄の際には許可業者等へ委託する必要がある。（条例第30条の

４第３号に掲げるイオン化式スポット型感知器において同じ。） 

 住宅用防災警報器が住警器等規格省令に定める技術上の規格

に適合していることの確認方法については，日本消防検定協会

において鑑定を受けたことを示す鑑定合格マーク（NSマーク）

が付いていること及び型式番号が「鑑住第○～○号」と記され

ていることをもって確認すること。 

 なお，｢住宅用スプリンクラー設備及び住宅用火災警報器に

係る技術ガイドラインについて｣（平成３年３月25日付け消防

予第53号消防庁予防課長通知）中に定める技術的基本事項に適

合している煙式住宅用火災警報器（日本消防検定協会において

鑑定を受けたことを示す鑑定合格マーク（NS マーク）が付い

ていること及び型式番号が「鑑ケ第○～○号」と記されている

ことをもって確認すること。）については，当分の間，住警器 

  



- 104 - 

 

条 項 号  事 項 基 準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

30 
の4 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

30 
の5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 

 

 

5 

 

 

 

 

 

 

 

5 

 

 

イ 

 

 

ウ 

 

オ 

 

 

ア 

及 
び 

イ 

 

ウ 

 

 

 

 

エ 
(イ) 
 

 

 

 

オ 

 

 

 

正常に電力が供給

されていること 

 

開 閉 器 

 

交 換 期 限 

 

 

住宅の内部にいる

者に対し，有効に

火災の発生を報知

できる場所 

容易に導通試験を

することができる

ように措置されて

いること 

 

受信機において信

号を受信できるこ

とを確認するため

の措置を講じてい

ること 

その他の見やすい

箇所 

感知器の交換期限 

 

次に掲げる機器 

等規格省令に適合しているものとして取り扱って差し支えない

こと。 

 通常の商用電力が供給されていれば足りるものであり，停電

時等においてまで電力の供給を求めるものではなく，非常電源

の附置は要しない。 

 分電盤にあるアンペアブレーカー，漏電遮断器，配電用遮断

器等は，開閉器には該当せず，通常のスイッチ等が該当する。 

 住宅用防災警報器には，出荷時を起点として最大10年を目途

として，交換期限の「年月」が明示される。（自動試験機能を

有するものを除く。） 

 受信機又は補助警報装置を設ける階の廊下，寝室，リビング

等，住宅内のあらゆる場所にいる者に対し，有効に火災の発生

を報知できる場所をいう。 

 

 感知器の信号回路を送り配線にするとともに，回路の末端に

発信機，押しボタン又は終端器を設けること。ただし，配線が

感知器若しくは発信機から外れた場合又は配線に断線があった

場合に受信機が自動的に警報を発するもの（断線表示機能が付

いたもの）は除かれる。 

 感知器と受信機との間の信号を無線により送信又は受信する

機器については，「無線式自動火災報知設備及び特定小規模施

設用自動火災報知設備の運用について」（平成21年３月23日付

消防予第119号・消防庁予防課長通知）等による。 

 

 受信機のほか感知器等が該当する。 

 

 設置時を起点として10年後の「年月」を明示するものである

こと。（自動試験機能を有するものを除く。） 

 「定温式住宅用火災警報器及び当該機器の設置に係る技術上

の基準の指定」（平成18年３月消防告示第４号）」及び「熱感知

器及び当該機器の設置に係る技術上の基準の指定」（平成18年

３月消防告示第５号）に示す機器をいう。 

  



- 105 - 

 

条 項 号  事 項 基 準 

30 
の6 
 

 

   消防長又は消防署

長が，住宅の位置，

構造又は設備の状

況から判断して，

これらの規定によ

る基準により住宅

用防災警報器等の

設置又は維持をし

なくとも，住宅に

おける火災の発生

又は延焼のおそれ

が著しく少なく，

かつ，住宅におけ

る火災による被害

を最小限度に止め

ることができると

認めるとき 

 基準の適用除外を認める際には，単に住宅において防火管理

が適切に行われているというような主観的な判断では不十分で

あり，自動火災報知設備やスプリンクラー設備等が設置され，

住宅の位置，構造又は設備の状況を勘案した上で火災に対する

安全性が確保されているというような客観的な判断が求められ

るものであること。 
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第 4章  指定数量未満の危険物及び指定可燃物等の貯蔵及び取扱いの技術上の基準 
 

条 項 号  事 項 基 準 

31 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

31 
の2 

 2 

 

 

 

 

 

 

 

3 

 

 

6 

 不 必 要 な 物 件 

 

 

 

 

 

 

 

必 要 な 措 置 

 

 

必 要 な 措 置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

少量危険物を貯蔵

し，又は取り扱う

場所（以下「少量

危険物取扱所」と

いう。）の規制範囲 

 当該場所の作業工程において，必要でない物件をいうもので

あり，可燃物に限るものではないが，その具体的適用に当たっ

ては，危険物の性質，数量及び危険物を貯蔵し，又は取り扱う

場所の構造等の実態に応じ，火災予防の見地から判断すること。

例えば，原料や製品を置くための台，作業をするための机等は，

必要なものであり，整理されていれば差し支えないが，原料を

取り出したあとの空箱等不必要なものは，速やかに整理するこ

と。 

 危険物の貯蔵，取扱いの形態に応じ，容器の密栓，油槽のふ

た，バルブ等の閉鎖，小分けするときの受け皿の設置等ととも

にこれらの適正な管理等をいう。 

１ 容器を収納する戸棚又は棚等は，容易に傾斜し，転倒し，

若しくは落下しないよう固定すること。ただし，高さが低く，

据付面積の大きい戸棚等で容易に転倒しないと認められる場

合はこの限りではない。 

２ 容器の転倒，転落又は破損を防止するため金属製又は木製

の有効なさく，若しくは木枠，砂箱等によるすべり止め等を

設けること。 

３ 接触又は混合により発火するおそれのある危険物又は物品

を同一の戸棚等で貯蔵しないこと。ただし，接触又は混合を

生じない距離等があると認められるときは，この限りでない。 

 規制の範囲は，指定数量の５分の１以上指定数量未満の危険

物を貯蔵し，又は取り扱う場所（建築物内にあっては室），その

他の工作物及びこれらに付属する設備の一体を原則とする。 

 ただし，次の場合はそれぞれに定めるところによる。 

１ 屋外のタンクはタンクごととする。 

２ 同一室内において，２以上のボイラー，油圧装置等の危険

物の貯蔵取扱い形態が⑴に定める安全なもの等で，かつ⑵又

は⑶の基準に適合している場合にあっては，別件とすること

ができる。 
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条 項 号  事 項 基 準 

31 
の2 
 

 

     ⑴ 危険物の貯蔵取扱い形態が安全なもの等とは，次に掲げ

る以外のものとする。 

  ア 粉末硫黄，マグネシウム粉，その他可燃性粉体の危険

物を取り扱い，その粉末が相当量飛散するおそれのある

場合及び小麦粉，でん粉，その他可燃性の粉塵で空気中

に浮遊した状態において着火したときに爆発するおそれ

のある場合 

  イ 引火点40℃未満の危険物を取り扱い，その蒸気が相当

量発生するおそれのある場合 

  ウ 危険物を引火点，又は着火点以上に加熱し，その蒸気

がもれるおそれのある場合 

  エ 場所的に一体性を有し，作業工程上一連の施設として

認められる場合，又は施設の維持管理上，一の施設とし

て貯蔵，取り扱うのが適切と認められる場合 

 ⑵ 危険物を取り扱う設備（危険物を移送するための配管を

除く。）の周囲に幅３ｍ以上の空地（以下「屋内空地」と

いう。）が保有されているもの。ただし，当該設備から３

ｍ未満となる建築物の壁（出入口（自動閉鎖の特定防火設

備に限る。）以外の開口部を有しないものに限る。）及び柱

が耐火構造である場合にあっては，当該設備から当該壁及

び柱までの距離の幅の空地が保有されていること。 

〔危険物を取り扱う設備Ａ及びＢによる例図〕 

              │：不燃構造 

  別件にできる例１    ┃：耐火構造 

  Ａ，Ｂとも屋内空地が確保できている。 

 

  



- 108 - 

 

条 項 号  事 項 基 準 

31 
の2 
 

 

      別件にできる例２ 

  Ａの屋内空地の足らない部分は耐火の壁と自動閉鎖の特定

防火設備であり，かつ，Ｂは屋内空地が確保できている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  別件にできない例１ 

  Ａ及びＢの屋内空地が重なっている。 

 

 

 

 

 

 

 

  別件にできない例２ 

  Ａは屋内空地が確保できているが，Ｂの屋内空地不足部分

には窓がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑶ 危険物を貯蔵し，取り扱う部分が出入口以外の開口部を

有しない不燃材料の床又は壁で他の部分と区画されている 
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条 項 号  事 項 基 準 

31 
の2 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

31 
の3 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 

 

 

 

 

3 

  

 

 

 

 

 

 

数 量 の 算 定 

 

 

 

安 全 な 場 所 

 

他に危害又は損害

を及ぼすおそれの

ない方法 

遮 光 

 

換 気 

  もの。 

３ 地盤面下に埋設されたタンク（以下「地下タンク」という。）

を隣接して設ける場合に，次の各号に該当するものは，それ

ぞれ一の地下タンクとみなし，その合計量をもって規制する。 

 ⑴ ２以上の地下タンクを同一のタンク室に設ける場合 

 ⑵ ２以上の地下タンクを同一の基礎上に設ける場合 

 ⑶ ２以上の地下タンクを同一のふたで覆って設ける場合 

 同一の場所で貯蔵し，又は取り扱う数量の算定は,貯蔵する全

量と取り扱う全量とを比較していずれか大なる方の量とする。 

 ただし，貯蔵施設と取扱施設とが同一工程にない場合にあっ

ては，その総和をもって規制する。 

 火災予防上安全な場所をいう。 

 

 危険物等の焼却による周囲への火災危険の発生，黒煙による

汚染又は土中に埋設することによる井水への流入等によって，

他に人的又は物的損害を及ぼさない方法で処理すること。 

 黄リン，エーテル，二硫化炭素その他揮発しやすい液体等の

危険物を貯蔵し，又は取り扱う場所について行うものである。 

 危険物の貯蔵，取扱いの状態等に応じて，当該貯蔵，取扱場

所の空気を有効に置換することをいい，可燃性蒸気等の滞留，

室温の上昇などを防止することを目的として行うものである。 

 換気設備については，次のようなものがあり，貯蔵，取扱い

状態等に応じた換気設備を選び，当該換気設備を適正な位置に

設置すること。 

 ⑴ 自然換気設備：吸気口と換気口により構成し，自然の対

流等を利用し，換気するもの（窓の開放等も該当する。） 

   なお，吸気口と換気口は同等の大きさとすること。 

 ⑵ 強制換気設備：給気口又は給気ダクトとルーフファン又

は回転式（又は固定式）ベンチレーターにより構成し，風

力，空気の対流等を利用し，強制的に換気するもの。なお，

回転式（又は固定式）ベンチレーターのダクト（又は筒）

の内径又は１辺は，0.15ｍ以上とすること。 
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条 項 号  事 項 基 準 

31 
の3 
 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

4 

5 

 

 

 

 

6 

 

 

 

7 

  

 

 

 

そ の 他 の 計 器 

異 物 

 

必 要 な 措 置 

 

 

安 全 な 場 所 

完 全 に 除 去 

 

 

可燃性の液体，蒸

気若しくはガスが

漏れ，若しくは滞

留するおそれのあ

る場所又は可燃性

の微紛が著しく浮

遊するおそれのあ

る場所 

 ⑶ 自動強制換気設備：吸気口と電気動力ファンにより構成

し，電気動力を利用し，自動的に強制換気するもの。なお

電気動力ファンのダクト（又は筒）の内径又は１辺は，0.15

ｍ以上とすること。 

 液面計，流量計，回転計又は電流計等がある。 

 危険物の危険性が増大するような物質全般であり，危険物の

貯蔵又は取扱いに伴って必然的に生じる物質は除く。 

 不必要な長期貯蔵をしないことのほかに，例えば，危険物を

取り扱う設備にふたをすること，タンク等への誤注入防止のた

め明確に区分し，明記しておくこと等が考えられる。 

 火災予防上安全な場所をいう。 

 加熱又は溶剤等の使用により，危険物又は危険物の蒸気が全

く存在しないようにした状態をいう。完全に除去できない場合

は，不燃性のガス又は水等で置換，封入等の措置を講じること。 

 おおむね次の場所とする、 

１ 粉末硫黄，マグネシウム粉，その他可燃性紛体の危険物を

取り扱い，その粉末が相当量飛散するおそれのある場所及び

小麦粉，でん粉，その他の可燃性の粉塵で空気中に浮遊した

状態において着火したときに爆発するおそれのある場所 

２ アセチレン，水素，液化石油ガス，又は都市ガス等の可燃

性ガスが室内に発散し，滞留するおそれのある場所 

３ 引火点40℃未満の危険物を取り扱い，その蒸気が相当量発

生するおそれのある場所 

４ 危険物を引火点，又は着火点以上に加熱し，その蒸気が漏

れるおそれのある場所 
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8 

 電線と電気器具と

を完全に接続 

火花を発する機械

器具 

 

火花を発する工具,

履物 

 

保 護 液 

 

 

 

 

 

 

 

 

露出しないように

する 

 接続器具，ネジ等を用いて堅固に，かつ，電気的に完全に接

続し，接続点に張力が加わらない状態にすることをいう。 

 溶接機，グラインダー，フォークリフト等の使用に伴い，必

然的に火花を発するもの又は火花を発するおそれのある電気機

器等をいう。 

 ゴム製ハンマーや防爆用安全工具（ベリリウム銅合金，木製

ハンマー等）等以外のものをいい，鉄ハンマー，底に鉄びょう

のあるくつ等衝撃により火花を発するものをいう。 

 空気中の酸素や水分に接触させると著しく危険な状態となる

危険物を保護するための液をいい，保護液中に保存する危険物

は，次表のようなものがある。 

危 険 物 保 護 液 

黄 り ん 水 

金属ナトリウム 
金属カリウム 

液体炭化水素類 
(灯油、軽油等) 

二 硫 化 炭 素 水 

ニトロセルロース 水、アルコール等 

 

 容器の外部から目視できる場合は常に確認できる場所に保管

し，目視できない場合は定期的に保護液の量を確認することが

必要である。 
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1 9  接触又は混合によ

り発火するおそれ

のある危険物と危

険物その他の物品 

 次表のようなものがある。 

物 質 名 接触混合禁止物質 備 考 

塩素酸塩類，過塩
素酸塩類，過マン
ガン酸塩類，重ク
ロム酸塩類，硝酸
塩類 

硫黄，木炭，金属粉，リン，
硫化アンチモン，有機物その
他酸化されやすい物質 

わずかな摩擦，衝
撃，加熱あるいは
濃硫酸がさらに接
触すると危険 

過酸化物 硫黄，木炭，金属物，リン，
有機物 

湿気のあるものは
特に危険 

過酸化水素濃厚液 金属粉，粉じん，金属酸化物，
炭素粉末，有機物等 

 

酸化銀 マグネシウム，セリウム，硫
黄，硫化物 

摩擦，衝撃，加熱
により発火又は爆
発 

発煙（濃）硝酸 
発煙（濃）硫酸 

リン化水素，硫化水素，テレ
ピン油，紙，木布等の有機物 

過酸化物 

液体空気 
液体酸素 

各種有機物  

塩素 
臭素 

水素，メタン，エチレン，ア
セチレン等，硫黄，アンチモ
ン，ヒ素リン，ナトリウム，
カリウム，金属粉末，テレピ
ン油及びその浸潤物等 

可燃性ガスの場合
は太陽光線によっ
て爆発 

無水次亜塩素酸 硫黄，リン，有機物 わずかな加熱によ
り爆発 

無水クロム酸 酢酸，アルコール等  

次亜硝酸 二酸化炭素等  

亜酸化窒素 リン，硫黄，炭素等  

ピクリン酸 有機物  

ヒドラジン及びそ
の水和物 

塩素，臭素，沃素，酸化水銀，
亜硝酸，亜硝酸塩類 

 

ヒドロキシルアミ
ン及びその塩類 

重クロム酸塩，塩素酸塩，過
塩素酸塩，過マンガン酸塩，
酸化物等の酸化剤 

 

アセチレン 硝酸，次亜塩素酸溶液，サラ
シ粉濃溶液，塩酸 

 

アンモニア及び塩化
アンモン濃厚溶液 

塩素，次亜塩素酸塩，臭素，
沃素 

 

アンモニア水と炭酸
アンモン溶液 

酸化金（銀），塩化筋，硝酸
銀 

 

エチルアルコール 硝酸水銀等の硝酸塩  

アセチレン，ジアセ
チレン，その他のア
セチレン系炭化水素 

銅，銀，水銀の塩類あるいは
アンモニアと湿気存在下のこ
れらの重金属 

 

塩素酸カリ アンモニア，炭素アンモン，塩
化第１スス，硝酸銀，アンモニ
ウム塩，酸化鉛，亜酸化水銀等 

 

塩素酸塩類，過マン
ガン酸塩類 

強酸  
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13 

 接触し，又は混合

しないような措置 

温度が局部的に上

昇しない方法 

 

 

 

 

 

防火上安全な場所 

 

 

防火上安全な隔壁 

 

 

 

 

 

区画された場所等

安全な場所 

 

 

 

 

危険な温度に達し

ない方法 

 棚，箱，間仕切り，区画，堤等によって，明確に区分するこ

とをいう。 

 温度が局部的に上昇しない方法には，次のようなものがある。 

１ 直火を用いない方法 

２ 熱源と被加熱物とを相対的に動かす（撹拌しながら加熱す

るなど）方法 

３ 熱源の分布又は被加熱物の分布に片よりを生じさせない

（十分な容量の危険物を循環させて冷却する，冷却水を循環

するなど）方法 

 不燃材料等の塀で区画された場所及び火気，火花を発生する

おそれのない場所等防火上安全な場所で，かつ，通風，換気が

有効に行われているものをいう。 

 小屋裏に達する準耐火構造（建基法第２条第７の２号に規定

する準耐火構造のうち，下地が不燃材料のものに限る。）の壁を

いう。当該壁に開口部を設ける場合は，出入口にあっては自動

閉鎖の防火設備（建基法第２条第９号の２ロに規定する防火設

備であるものに限る。）とし，その他のものにあっては防火上有

効なダンパー等を設けること。 

 上記の壁で区画されている場所のほか，次に掲げる場所をい

う。 

１ 塗装ブース又はウォーターカーテン等を設け，危険物の蒸

気等が，塗装場所以外の場所へ拡散しない場所 

２ 屋外であって，火源等から安全と認められる距離を有して

いる場所 

 危険物が危険な温度に達しない方法には，次のようなものが

ある。 

１ 焼入油の容量を十分に取る。 

２ 循環冷却装置を用いる方法 

３ 撹拌装置を用いる方法 
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14 

 

 

 

 

15 

 

 

 

 

 

 

16 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 

危 険 な 温 度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

可燃性の蒸気の換

気をよく 

廃液をみだりに報

知しないで安全に

処置する 

逆火防止の方法 

 

 

 

危険物があふれな

い方法 

 

これと同等以上で

あると認められる

容器 

引火点（表）から50℃を差し引いた温度以上の温度が該当す

る。 

表 熱処理油の引火点 

種類 用途 引火点(℃) 燃焼点(℃) 

1種 
1号 焼入れ硬化しやすい材料の焼入れ用 180以上 200以上 

2号 焼入れ硬化しにくい材料の焼入れ用 170以上 190以上 

2種 
1号 120℃内外の熱浴焼入れ用 200以上 220以上 

2号 160℃内外の熱浴焼入れ用 250以上 280以上 

3種 
1号 油温150℃内外の焼きもどし用 230以上 250以上 

2号 油温200℃内外の焼きもどし用 280以上 310以上 

 

 低所に排出設備等を設けること等をいう。前記の換気設備の

例によること。 

 廃液を容器に密封して貯蔵する等不必要に蒸気を発生させ

ず，また，油分離装置，中和装置等の設備を設け，危険物の流

出を防止すること等をいう。 

 バーナーに点火する際，事前に燃焼室内に送風し，未燃焼ガ

ス等を除去する方法（プレパージ），バーナーの燃焼を止めた後，

ある一定時間送風を継続して燃焼室内の未燃焼ガス等を除去す

る方法（ポストパージ）等がある。 

 燃料をポンプで供給している場合の戻り管の設置，炎監視装

置によりバーナーの不着火時における燃料供給停止装置等によ

る方法がある。 

１ 総務大臣が貯蔵又は取扱いの安全上これと同等以上である

と認めて告示した容器 

２ 危険物を貯蔵し，又は取り扱う場所と同一の敷地内におい

て危険物を貯蔵し，又は取り扱うため，内装容器等以外の容

器に収納し，又は詰め替える場合において，当該容器の貯蔵

又は取扱いが火災予防上安全であると認められる場合の容器 
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2 

16 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

17 

 

 

 

2 

ア 容器の構造等の確

認 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

容器を積み重ねて

貯蔵する場合 

 

 

漏れ等を防止する

ことができる構造 

漏れ等による災害

を防止するための

附帯設備 

 灯油用ポリエチレン容器，金属製18ℓ缶などについては，危険

物保安技術協会が試験により性能の確認を行っており，合格し

たものに対して試験確認済の表示（例図参照）がされているの

で，容器の構造等の確認に際しては，当該表示の有無を活用す

ることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 容器の積み重ね高さは，最下段の容器の底面から最上段の容

器の上段までの高さ（パレットを使用する場合にあっては，最

下段のパレットは床の一部とみなし，積み重ね高さには算入し

ない。）をいう。 

 通常の使用条件に対し，十分余裕をもった容量，強度，性能

等を有するもの等が該当する。 

 タンク，ポンプ類等に設けるフロートスイッチ，微圧スイッ

チ，戻り管，それらを組み合わせた二重安全装置等（例図参照），

混合装置及び撹拌装置等に設ける飛散防止用の覆い，その他に

はブース，逆止弁，ふた，囲い，受皿等が該当する。 

 

 

 

 

例１ フロートスイッチと分岐戻り管等 
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4 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

直 火 

 

 

 

 

 

例２ フロートスイッチと戻り管 

 

 

 

 

 

例３ 二重のフロートスイッチ等 

 

 

 

 

 

 

例４ フロートスイッチと強制戻り管等 

 

 

 

 

 

例５ フロートスイッチと微圧スイッチ 

 

 可燃性の液体やガス等を燃料とする火気，露出したニクロム

線を用いた電熱器等が該当する。 

 なお，「直火」以外のものとしては，水蒸気，温湯，熱媒体及

び熱風等が該当する。 
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 防火上安全な場所 

 

 

火災を防止するた

めの附帯設備 

 

 

 

有効な安全装置 

 

 

 

 

 

 

 

 

引火性の熱媒体 

 

 

 

引火性熱媒体の安

全装置 

熱媒体又はその蒸

気を火災予防上安

全な場所に導く構

造 

電気工作物に係る

法令 

静電気が発生する

おそれのある設備 

 加熱又は乾燥する設備において，当該設備の中で危険物を取

り扱う部分と直火を用いる部分とが，耐火構造等で防火的に区

画されている場所等をいう。 

 おおむね次のものが考えられる。 

１ 危険物の温度を一定温度以下（引火点以下）に自動的に制

御できる装置（温度センサー等による自動制御装置） 

２ 危険物の引火を防止できる装置（不燃性ガス封入装置等） 

３ ニクロム線の保護管設備等 

１ おおむね次のものが考えられる。 

 ⑴ 自動的に圧力の上昇を停止させる装置 

 ⑵ 減圧弁でその減圧側に安全弁を取り付けたもの 

 ⑶ 警報装置で，安全弁を併用したもの 

 ⑷ 破壊板（危険物の性質により安全弁の作動が困難である

加圧設備に限る。） 

２ 安全装置の圧力放出口は，可燃性蒸気等が噴出するおそれ

があるため，その設置は，通風の良好な場所で，かつ，周囲

に火気等のない安全な場所に設けること。 

 一定の温度を作り出すために，直接火源により加熱するので

はなく，加温された第４類第３石油類，第４石油類などに該当

する引火性の液体（熱媒体）を介して加熱する間接加熱方法を

とる場合の媒体となる物質をいう。 

 火気使用室以外の室に設ける膨張タンク等が該当する。 

 

 安全装置から配管等により，屋外の高所で周囲に火気等がな

い安全な場所又は冷却装置等に導く構造をいう。 

 

 

 「電気設備に関する技術基準を定める省令」（平成９年通商産

業省令第52号）をいう。 

 静電気を発生しやすい可燃性液体，可燃性微粉等の危険物を

取り扱う設備等が該当する。 
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9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 

 

 

静電気を有効に除

去する装置 

 

 

 

 

危険物を取り扱う

配管 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配 管 の 特 例 

 

 

水以外の不燃性の

液体又は不燃性の

気体 

 ここで，静電気を発生しやすい可燃性液体とは，第４類の危

険物では特殊引火物，第一石油類，第二石油類が考えられる。 

 次のような方法がある。 

１ 接地による方法（接地抵抗値は，おおむね100Ω以下とす

る。） 

２ 加湿装置を取り付け，空気中の相対湿度を75％以上とする

方法 

３ 空気をイオン化する方法 

 金属製以外の配管にあっては次によること。 

１ 強化プラスチック製配管にかかる管及び継ぎ手は，JIS Ｋ 

7013「繊維強化プラスチック管」附属書２「石油製品搬送用

繊維強化プラスチック管」及び JIS Ｋ 7014「繊維強化プラス

チック管継手」附属書２「石油製品搬送用繊維強化プラスチ

ック管継手」に定める基準に適合するもので，使用圧力等の

使用条件に応じて，適切に選択すること。 

２ 強化プラスチック製配管は，呼び径100Ａ以下のものである

こと。 

３ 強化プラスチック製配管は，火災等による熱により悪影響

を受けるおそれのないよう地下に直接埋設すること。ただし，

蓋を鋼製，コンクリート製等とした地下ピットに埋設するこ

とができる。 

４ 強化プラスチック製配管の接続方法や埋設方法について

は,｢危険物を取り扱う配管等として用いる強化プラスチック

製配管に係る運用基準について｣(平成10年３月11日付け消防

危第23号消防庁危険物規制課長通知)と同等に運用すること。 

５ 油圧設備等での構造上，配管の一部に，やむを得ず可とう

性を必要とする場合は，必要最小限度の耐圧耐油ゴムホース

を用いることができる。 

 「水以外の不燃性の液体」には水系の不凍液等が，「不燃性の

気体」には窒素ガス等が該当する。 
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   エ 腐食を防止するた

めの措置 

 「腐食を防止するための措置」とは，電気的腐食のおそれの

ある場所においては塗履装又はコーティング及び電気防食，そ

れ以外の場所においては塗履装又はコーティングによる防食措

置が該当する。詳細は危険物の規制に関する技術上の基準の細

目を定める告示（昭和49年自治省告示第99号）第３条から第４

条までによること。（例図参照） 
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カ 

地上配管の腐食防

止措置の省略 

 

 

危険物の漏洩を点

検することができ

る措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重量が当該配管に

かからないように

保護 

架台で貯蔵する場

合 

 

 

 

 

貯蔵し，又は取り

扱う屋外の場所の

周囲 

地上に設置する配管で銅管，ステンレス鋼管，亜鉛メッキ鋼

管又は JIS Ｇ 3452「配管用炭素鋼鋼管」に規定する白管等，さ

びにくい材質で造られたものにあっては，腐食防止塗装を省略

することができる。 

１ 地下埋設配管の溶接以外の接合方法の部分については，漏

洩の有無を点検するため，点検箱又はマンホール等を設ける

こと。 

 

 

 

 

図例 ピットに収納する例 

２ ピット内配管等で常時点検することができないものの接続

は溶接継手とすること。 

３ 地下タンク等の各配管には，地下タンクと容易に分離する

ことができる弁，フランジ等を設けるとともに配管の地上部

分にソケット等の加圧，減圧のための接続口を設けるなど，

異常時の対応として，気密試験が実施できる措置を講じるこ

と。 

 配管の構造に対して支障を及ぼさないように堅固で耐久力の

ある構造のコンクリート製の管等に収めることが該当する。 

 

 危険物を収納した容器を架台を用いて貯蔵する場合の高さを

制限した規定である。条例第31条の３第１項第17号において容

器を積み重ねる場合は３ｍ（第４類の危険物のうち第３石油類

及び第４石油類を収納した容器のみの場合は４ｍ）以下とされ

ているが，不燃材料で堅固に造られた架台を用いる場合は，架

台上の容器の頂部までの高さを６ｍ以下とすることができる。 

 当該場所の境界には，排水溝，囲い，柵等を設け明示するこ

ととし，当該明示された場所の周囲をいう。 
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条 項 号  事 項 基 準 

31 
の4 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

31 
の4 
の2 

2 1 

 

 

 

 

 

 

2 

 

 

 

3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 

 

 

2 

 

 

 

3 

4 

5 

 保 有 空 地 

 

 

 

 

防火上有効な掘 

 

湿潤でなく，かつ，

排水のよい場所 

 

 

流出防止の措置 

 

 

 

 

 

 

た め ま す 

 

油 分 離 装 置 

堅 固 に 造 る 

 

 

防 火 設 備 

防火上支障がない

と認められる部分 

 

浸透しない構造 

堅 固 に 造 る 

換 気 設 備 

１ 少量危険物取扱所の周囲に保有する空地は，自己の所有地，

又は地上権，借地権等が存する部分の空地であること。 

２ 保有空地内には，防潮堤，危険物配管(架台を含む。），水槽，

ダクト，コンベアー，その他これらに類する工作物等で空地

の効用を損しない規模のものに限り設けることができる。 

 高さ２ｍ以上の不燃材料で造ったものとし，隣接する建築物

等の状況に応じ，防火上必要な程度の高さとすること。 

 当該場所を周囲の地盤面より高くし，かつ，有効な排水設備

を設けること。ただし，危険物の小出し，詰替え等を行わない

場合は，排水設備を省略して，さく等で明示されていることで

足りる。 

 危険物の流出防止にこれと同等以上の効果があると認められ

る措置とはおおむね次の場合とする。 

１ 危険物を取り扱う設備の周囲の地盤面に油分離槽を通じる

排水溝を設ける方法 

２ 設備の架台に有効なせき又は囲いを設ける方法 

３ パッケージの形態で危険物の流出防止に効果があると認め

られるもの 

 ためますの大きさは，縦，横及び深さがそれぞれ30㎝以上

を標準とすること。 

 槽数は原則として２槽以上（砂溜槽を除く。）とすること。 

 架台及びその付属設備の自重，貯蔵する危険物の重量，地震

の影響等の重荷によって生ずる応力に対して安全であることを

いう。 

 建基法第２条第９号の２ロに定める防火設備をいう。 

 室規制の少量危険物取扱所で，危険物を貯蔵取り扱う部分が

室の一部であり，消防的見地から他に危険が及ぶおそれがない

と判断される部分にある開口部 

 コンクリート舗装等をいう。 

 前条第２項第４号の例によること。 

１ 給気口は，換気のための有効な位置に設けるとともに延焼

のおそれのある建築物のある側に設ける場合は，温度ヒュー 
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条 項 号  事 項 基 準 

 

 

 

 

 

 

 

31 
の4 
の2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

31 
の5 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

6 

  

 

 

 

 

 

 

可燃性の蒸気又は

微紛が滞留するお

それのある場合 

屋外の高所に排出

する設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

タ ン ク の 容 量 

 ズ付防火ダンパー等を設けること。  

２ 条例第31条の３第１項第７号に規定される場所に設ける給

気口には，引火防止網等を設けること。 

３ 換気口は，給気口に応じて換気が有効に行われるように設

けるものとして屋根上又は地上２ｍ以上の高さとすること。

この場合，延焼のおそれのある場合は，温度ヒューズ付防火

ダンパー等を設けること。 

 条例第31条の３第１項第７号中の「場所」を「場合」に改め

適用するものとする。 

 

 概ね次によること。 

１ 換気ガラリ，排出筒等でよいものとする。ただし，特に可

燃性の蒸気又は微粉が著しく滞留するおそれのある場合は，

強制排出装置を設けること。 

２ 排出口は，高所（概ね２ｍ以上）で，かつ，建物の窓等の

開口部及び火を使用する設備等の給排気口から１ｍ以上離れ

ている場所とする。 

３ 排出筒が他用途部分を貫通（耐火構造の貫通部に限る。）し

て架設する場合は，有効な位置に温度ヒューズ付防火ダンパ

ー等を設けること。 

 少量危険物等のタンクの容量計算方法は，条例第３条第１項

第17号エの規定により「タンクの内容積の90％の量」となって

いるが，次の場合は，90％以上95％以下の範囲をタンクの容量

としてよい。ただし，1,000ℓ以下の移動タンクについては，

積載容量を10ℓ単位としていることから10ℓ未満を切り捨てた

数量を最大数量とする。 

１ 危政令第８条の２の２によりタンク検査を受けたもの。 

２ タンクの容量（90％以上95％以下の範囲）に対する板厚が

条例第31条の５第２項第１号を満足するもの。 
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 鋼 板 

 

同等以上の機械的

性質を有する材料 

 

 

 

 

 

 

 

圧 力 タ ン ク 

タンクの水張又は

水圧試験 

 

 

 

 

 

タ ン ク の 架 台 

 

 

安 全 装 置 

雨水の浸入しない

構造 

通 気 管 の 径 

引火を防止するた

めの措置 

 ＪＩＳ Ｇ 3101に規定される一般構造用圧延鋼材（SS400）を

いう。 

 次の計算式により算出された数値（小数点２位以下の数値は

切り上げる。）以上を有する金属板をいう。ただし，2,000ℓを越

えるタンクにあっては，最小板厚を2.8㎜以上とすること。 

 

 

 

ｔ ： 使用する金属板の厚さ（㎜） 

σ ： 使用する金属材料の引張強さ（Ｎ／㎟） 

ｔ0  ： 条例において定める鋼板の厚さ（㎜） 

 最大常用圧力が５ｋＰａ以上のものをいう。 

 タンクの水張又は水圧試験による漏れ，又は変形しないもの

であることの確認は，政令によるタンク検査済証，条例による

少量等タンク検査済証，危険物保安技術協会が発行した水張（水

圧）試験確認証明書若しくはタンク製造業者，工事施行業者等

が水張又は水圧試験を行った結果，漏れ，変形がなかった旨を

記載した書類を完成時までに提出させることをもって運用す

る。 

 タンクは，コンクリート等で造られた基礎，又は満液状態で

その荷重等に耐えられる不燃材料で造った架台上にボルト等で

固定されていること。 

 条例第31条の３第２項第５号の例によること。 

 無弁通気管にあっては，通気管の先端を水平より下に45度以

上曲げること。 

 管の直径は，20㎜以上とすること。 

 40メッシュ以上の銅又はステンレスの網を張るか，又はこれ

と同等以上の引火防止性能を有するものをいう。(加熱されて引

火点以上になるものも必要である。）なお，引火のおそれのある

危険物以外の危険物にあっては，20メッシュ程度の銅網等とす

ることができる。 
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条 項 号  事 項 基 準 

31 
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2 6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7 

 危険物の量を自動

的に表示する装置

（ガラス管等を用

いるものを除く） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

火災予防上支障の

ない場所 

１ 蒸気が容易に発散しない構造とした浮子式計量装置 

２ フロート式，エアーパージ式又は電気式による自動計量装

置等 

３ 次の方法により金属板等で保護した硬質ガラス管で，かつ，

両端に閉止弁を設けた計量装置は可とする。 

 ⑴ ガラス計量管に金属管の 

  一部を削った外筒で保護す 

  る方法 

 ⑵ ガラス計量管にコの次型 

  に折り曲げた金属板を取り 

  付けて保護する方法 

 ⑶ ガラス計量管に両端を折 

  り曲げた金属板で両側から 

  保護する方法 

  なお，重油タンク等で液量計のガラス管内部に重油が付着

して計量できなくなるおそれのあるものは，他の計量方式と

すること。 

１ 注入口は，原則として遠方注入方式として，注入口の付近

に火気を取り扱う設備等がないこと。 

２ 通気管は，次によること。 

 ⑴ 屋外及び地下のタンクで引火点40℃未満の危険物の場合

は，その先端が屋外で地上２ｍ以上とし，かつ，建築物の

開口部から１ｍ以上はなれた位置であること。 

 ⑵ 屋内のタンクで次の場合は，その先端が屋外で地上２ｍ

以上とし，かつ，建築物の開口部から１ｍ以上はなれた位

置であること。 

  ア 引火点40℃未満の危険物の場合 

  イ 危険物を移動タンク等でポンプ圧送する場合 

  ウ 室内に火気使用設備がある場合 

 ⑶ 上記以外のタンクにあっては，付近に火気，可燃物等の

ない適当な高さとすることができる。 



- 125 - 
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 タンクの開閉弁 

 

 

配管とタンクとの

結合部分に損傷を

与えない措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

流出を防止するた

めの有効な措置 

 タンクの開閉弁は，金属製のものとすること。ただし，貯蔵

する危険物の性質等により金属製の弁を使用することに支障が

ある場合は，この限りではない。 

１ 金属製可とう管継手（例１）を用いる場合は，配管の長さ

を配管径の８倍以上のものとすること。ただし，(財)日本消

防設備安全センターの認定品を用いる場合は，この限りでな

い。 

 

 

 

 

２ 配管等が著しく細く，可とう管継手を設けることができな

い場合にあっては，当該配管のタンク直近部分を内径20㎝以

上のループ状とする等の措置（例２）が講じられていること。 

 

 

 

 

 囲いを設ける場合は，次によること。 

１ 囲いは，コンクリート又は鋼板等で造られたものであるこ

と。 

２ 囲いの容量は，タンクの容量（１の囲い内に２以上のタン

クがある場合は，容量が最大となるタンクの容量）の全量を

収納できるものであること。ただし，次のいずれかの設置が

されている中継タンク（サービスタンクを含む。）に設ける囲

いの容量は，２分の１以上とすることができる。 

 ⑴ フロートスイッチ等の自動制御装置が設置されているこ

と。 

 ⑵ 満液警報装置が設置されていること。 

 ⑶ 送油管の断面積の1.5倍以上の断面積を有する返油管が

設置されていること。 

３ 囲いに水抜口を設ける場合は，弁を設けること。 
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腐食を防止するた

めの措置 

 

 

 

 

 

点検作業に必要な

間隔 

 

 

 

 

 

 

タ ン ク の 容 量 

タンク室の構造 

 

 

 

 

 

 

 

危険物の漏れを防

止することができ

る構造 

４ 平家建の建築物にタンク専用室を設置する場合にあっては

前記によらず，出入口の敷居の高さを，床面から0.2ｍ以上と

することができる。 

 次のいずれかによるものとする。 

１ タンクの底板の下に，タンクの底板の腐食を有効に防止で

きるようにアスファルトサンド等の防食材料を敷くこと。 

 （敷設厚さは５㎝以上とすること。） 

２ タンクの底板に電気防食の措置を講ずること。 

３ その他１，２に掲げる方法と同等以上の底板の腐食を防止

することができる措置を講ずること。 

 タンクの側板が壁体に一方又は二方に面する場合にあっては

25㎝以上とし，三方が面する場合にあっては，二方を25㎝以上

とし，他の一方を50㎝以上とすることができる。 

  〔二方に面する場合〕     〔三方に面する場合〕 

 

 

 

 

 条例第31条の５第１項の例によること。 

 地下タンク室のふた，壁及び底は，厚さ20㎝以上の水密性を

有する鉄筋コンクリート造で雨水等が浸入しない構造とするこ

と。 

 ただし，タンクの容量が2,000ℓを越えるものにあっては，

厚さを30㎝以上とすること。なお，タンク室の配筋方法につい

ては，おおむね平成18年５月９日付け消防危第112号「地下貯

蔵タンク及びタンク室の構造例について」消防庁危険物保安室

長通知を準用すること。 

 タンクを水密性を有する厚さ20㎝以上のコンクリートで被覆

すること。ただし，タンクの容量が2,000ℓを越えるものにあっ

ては，タンクの側方及び下方の被覆の厚さを30㎝以上とするこ

と。 
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条 項 号  事 項 基 準 

31 
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2 1 

 

 

 

2 

 

 

 

3 

 

 

 

 

4 

 有効に保護されて

いる又は腐食し難

い材質で造られて

いる 

タンクに直接荷重

がかからないよう

にふたを設ける方

法 

堅 固 な 基 礎 

 

 

 

 

鋼 板 

 

同等以上の強度を

有する金属板 

 

 

 

 

同等以上の性能を

有するガラス繊維

強化プラスチック 

 

 

 

 

 

 

 

 危規則第23条の２の規定に準ずること。 

 

 

 

 タンク室を省略するものにあっては，タンクを厚さ20㎝以上

の鉄筋コンクリート造のふたで覆い，かつ，当該タンクの基礎

から立ち上る支柱（直径20㎝以上の鉄筋コンクリート造）で支

えられていること。 

 基礎は，コンクリート厚さ20㎝以上（鉄筋コンクリート造の

場合は，厚さ10㎝以上）とすること。なお，地下タンクを基礎

に固定する場合は，締付けバンド及びアンカーボルト等で固定

すること。このとき，締付けバンド及びアンカーボルト等につ

いても錆止め塗装が必要である。 

 JIS G 3101に規定される一般構造用圧延鋼材（SS400）をいう。 

 

 次の計算式により算出された数値（小数点２位以下の数値は

切り上げる。）以上を有する金属板をいう。 

 

 

  ｔ：使用する金属板の厚さ（㎜） 

  σ：使用する金属材料の引張強さ（Ｎ／㎟） 

 ガラス繊維強化プラスチック（以下「ＦＲＰ」という。）のタ

ンクとは，次のものであること。 

１ ＦＲＰタンクは，その容量に応じ，次表に掲げる板厚を有

し，厚さ及び機械的強度が均一なものであること。 

 

タ ン ク 容 量 必 要 板 厚 

500ℓ未満 3.2㎜以上 

500ℓ以上2,000ℓ未満 4.5㎜以上 

2,000ℓ以上3,000ℓ未満 6.0㎜以上 

 

２ タンクのマンホールは，タンク本体と同等以上の強度を有

するものであること。 
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1 

 

 

 

 

 

2 

  

圧 力 タ ン ク 

タンクの水圧試験 

危険物の量を自動

的に表示する装置 

損傷を防止するた

めの措置 

液体の危険物の漏

れを検知する設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注入ホースの構造 

 

 

 

 

 

安全な注油速度 

 

３ タンクには，危険物を加熱するための設備を設けないこと。 

 最大常用圧力が46,7kPA以上のものをいう。 

 条例第31条の５第２項第１号の例によること。 

 フロート式，エアーパージ式又は電気式による自動計量装置

等をいう。 

 計量口の直下のタンクの底板にあて板を溶接する措置等があ

る。 

 液体の危険物の漏れを検知する設備の例として，液体の危険

物の漏れを検知する管（以下「検知管」という。）があり，検知

管は次によること。 

１ 材質は，金属管又は塩化ビニール管等，貯蔵する危険物に

浸されるおそれのないものとすること。 

２ 長さは，地盤面からタンク基礎までとすること。 

３ 検知管の上部にはふたを設け，水の浸入しない構造とする

こと。 

４ 検知管の小孔は原則として，下端からタンク中心までとす

ること。ただし，地下水位の高い場所では，地下水位の上方

まで小孔を設けること。 

５ 検知管を２箇所とする場合は，タンクの対角線上の位置に

設けること。ただし，容量2,000ℓを超えるタンクには，４箇

所設けること。 

 注入ホースは次によること。 

１ 材料は，取り扱う危険物によって侵されるおそれのないも

のであること。 

２ 長さは必要以上に長いものでないこと。 

３ 危険物の取扱い中の圧力等に十分耐える強度を有するもの

であること。 

 毎分60ℓ以下の速度 
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1 

 

 

2 

 

 静電気による災害

が発生するおそれ

のある液体の危険

物 

注 入 管 の 構 造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

火災予防上安全な

場所 

 

鋼 板 

 

同等以上の機械的

性質を有する材料 

 

 

 

 

 

 

 

圧 力 タ ン ク 

タンクの水圧試験 

 

 第４類の危険物のうち，特殊引火物，第１石油類及び第２石

油類をいう。 

 

 

 注入管の構造はおおむね次図のような例がある。 

〔例図〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 移動タンクの所有者が必要な措置を講じることが可能な場所

であって，火気を使用する設備が付近に設けられていない場所

等をいう。 

 JIS G 3101に規定される一般構造用圧延鋼材（SS400）をいう。 

 

 次式により算出した数値以上の厚さを有する金属板とする

が，最小板厚は，2.8㎜以上とすること。 

 

 

     ｔ：使用する金属板の厚さ（㎜） 

     σ：使用する金属の引張強さ（Ｎ／㎟） 

     Ａ：使用する金属板の伸び（％） 

ここで,引張強さ,伸び等が不明な場合は鋼材検査証明書等に

より確認すること。 

 最大常用圧力が46,7ｋＰａ以上のものをいう。 

 条例第31条の５第２項第１号の例によること。 
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 これに相当する部

分 

強 固 に 固 定 

 

安 全 装 置 

 

 

同等以上の機械的

性質を有する材料 

鋼 板 

 

同等以上の機械的

性質を有する材料 

 

 

 

 

防波板の設置方法 

 

 

同等以上の機械的

性質を有する材料 

防 護 枠 の 高 さ 

 

防 護 枠 の 板 厚 

 シャーシフレームのない車輌にあってはメインフレーム又は

これと一体となっているクロスメンバー等をいう。 

 Ｕボルトの他に堅結金具を用いる方法又は溶接による方法が

あるが，ロープ等で固定する方法は認められない。 

 安全装置の吹き出し部分の有効面積は，容量2,000ℓ以下の

タンク室にあっては15㎠以上，2,000ℓを超えるタンク室に

あっては25㎠以上とすること。 

 第２号の規定の例によること。 

 

 防波板の鋼板とは，JIS G 3131に規定される熱間圧延軟鋼（Ｓ

ＰＨＣ）をいう。 

 次式により算出した数値以上の厚さを有する金属板とする。 

 

 

 

     ｔ：使用する金属板の厚さ（㎜） 

     σ：使用する金属材料の引張強さ（Ｎ／㎟） 

 走行中の移動タンクにおける危険物の動揺を減少させ，走行

中の車両安定性を確保するために設けるものであるが，その設

置方法は，危規則第24条の２の９の規定の例によること。 

 第２号の規定の例によること。 

 

 防護枠の高さは，マンホール，注入口，安全装置等の附属装

置の高さ以上であること。 

 防護枠は厚さ2.3㎜以上の鋼板（熱間圧延軟鋼：ＳＰＨＣ）又

は次式により算出した数値以上の厚さを有する金属板で造るこ

と。 
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防 護 枠 の 形 状 

 

 

 

 

 

 

 

 

非常の場合に直ち

に閉鎖することが

できる弁等 

 

弁等の損傷を防止

するための措置 

 

 

 

     ｔ：使用する金属板の厚さ（㎜） 

     σ：使用する金属材料の引張強さ（Ｎ／㎟） 

 防護枠は，山形又はこれと同等以上の強度を有する形状であ

ること。 

    〔例図〕二方山形（山形部分接ぎ合せ造り） 

 

 

 

 

 

 

 移動タンク貯蔵所と異なり，必ずしもレバー操作によるもの

である必要はないが，移動タンクの周囲から容易に閉鎖の操作

ができるものでなければならない。また，当該装置の操作方法

を見やすい位置に表示しなければならない。 

 移動タンクが自動車の衝突その他の外部からの衝撃を受けた

場合に，底弁が損傷しないようにするためのものであり，配管

による方法と緩衝用継手による方法が考えられる。 

１ 「配管による方法」は，次によること。 

 ⑴ 底弁に直接衝撃が加わらないように，底弁と吐出口の間

の配管の一部に直角の屈曲部を設けて衝撃力を吸収させる

ようにすること。（例図１参照） 

 ⑵ 吐出口付近の配管は，固定金具を用いてサブフレーム等

に固定すること。（例図２参照） 
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２ 「緩衝用継手による方法」は，次によること。 

 ⑴ 底弁に直接衝撃が加わらないように底弁と吐出口の間の

配管の途中に緩衝用継手を設けること。（例図３参照） 

 ⑵ 緩衝用継手は，フレキシブルホースの場合は金属製のも

ので，可とう結合金具の場合は配管接続部を可とう性に富

み，かつ，取り扱う危険物によって侵されない材質のゴム

等で密閉し，その周囲を金属製の金具で覆われたものであ

ること。 

   また，いずれの場合も配管の円周方向又は軸方向の衝撃

に対して効力を有するものであること。 
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可燃性の蒸気が滞

留するおそれのあ

る場所 

 

 

 

 

 

 

 

 

引火しない構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

例図３ 緩衝用継手による方法 

 

 

 

 危険物を常温で貯蔵し，又は取り扱う移動タンクにあっては

タンク内部をいい，引火点が40℃未満の危険物を貯蔵し，又は

取り扱う移動タンク及び引火点以上の温度で危険物を貯蔵し，

又は取り扱う移動タンクにあっては，タンク内部並びに防護枠

内及びポンプユニット等の遮へいされた場所等をいう。ただし，

次のような通気換気のよい場所は，遮へいされた場所とみなさ

ない。 

１ 上方の覆いのみで周囲に遮へい物のない場所 

２ 一方又は二方に遮へい物があっても他の方向が開放されて

いて十分な自然換気が行われる場所 

３ 強制的な換気装置が設置され十分な換気が行われる場所 

 防爆性能を有する構造をいう。 
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34 
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 十 分 な 措 置 

 

火気禁止場所の指

定 

百貨店若しくはこ

れに類する物品販

売業を営む店舗 

出 入 口 付 近 

 

階 段 付 近 

指 定 し た 場 所 

 

品 名 の 区 分 

 

 発生する可燃性蒸気，化学反応，発熱等の危険因子に対する

換気，冷却等の措置 

 昭和38年12月消防告示第４号 

 

 百貨店及び政令第１条の２第１項に規定する大規模小売店舗

をいう。 

 

 公共の用に供する道路（地下街の通路，地下道を含む。）又は

広場に面する出入口から水平距離６ｍの範囲内とする。 

 当該階段から水平距離６ｍの範囲内とする。 

 避難設備又は避難用タラップ（昭和49年７月消防告示第２号）

からそれぞれ６ｍの範囲内とする。 

１ 綿花類 

 ⑴ トップ状の繊維とは，原綿，原毛を製綿，製毛機にかけ

て１本１本の細かい繊維をそろえて帯状に束ねたもので製

糸工程前の状態のものをいう。 

 ⑵ 綿花類には，天然繊維，化学繊維の別なく含まれる。 

 ⑶ 羽毛及び羊毛は綿花類に該当する。 

 ⑷ 不燃性又は難燃性の繊維は，次のものが該当する。 

  ア 不燃性のものとしては，ガラス等の無機質の繊維があ

る。 

  イ 難燃性のものとしては，塩化ビニリデン系の繊維があ

る。 

２ 木毛及びかんなくず 

 ⑴ 木毛には，木材を細薄なヒモ状に削ったもので，一般に

用いられている緩衝材だけに限らず，木綿，木繊維（しゅ

ろの皮，やしの実の繊維等）等も該当する。 

 ⑵ かんなくずとは，手動又は電動かんなを使用して木材の

表面加工の際に出る木くずの一種をいう。製材所などの製

材過程に出るおがくずや木っ端は該当せず，木材加工品及

び木くずの品名に該当する。 

３ ぼろ及び紙くず 
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34       ぼろ及び紙くずとは，繊維製品並びに紙及び紙製品で，そ

れらの製品が本来の製品価値を失い，一般需要者の使用目的

から離れ廃棄されたものをいい，古雑誌，古新聞等の紙くず

や製本の切れ端，古ダンボール，用いられなくなった衣類等

が該当する。 

４ 糸類 

  糸類とは，紡績工程後の糸及びまゆをいい，綿糸，毛紡毛

糸，麻糸，化学繊維糸，スフ糸等があり，合成樹脂の釣り糸

も該当する。また，不燃性又は難燃性でない「毛糸」は，糸

類に該当する。 

５ わら類 

 ⑴ わら類には，俵，こも，なわ，むしろ等が該当する。 

 ⑵ 乾燥藺とは，いぐさを乾燥したものをいい，畳表，ゴザ

等がこれに含まれる。 

 ⑶ こも包葉たばこ，たる詰葉たばこ，製造たばこは，わら

類に該当しない。 

６ 再生資源燃料 

 ⑴ 資源の有効な利用の促進に関する法律（平成３年法律第

48号）第２条第４項に規定する再生資源を原料とし，燃料

等の用途に利用するため成形，固化して製造されたものを

いう。代表的なものとして，次のものがある。 

  ア ＲＤＦ 

    家庭から出される塵芥ゴミ等の一般廃棄物（生ゴミ等）

を原料として，成形，固化することにより製造されたも

の。 

  イ ＲＰＦ 

    廃プラスチックと古紙，廃材，繊維くず等を原料とし

て，成型，固化することにより製造されたもの。 

  ウ 汚泥乾燥・固形燃料 

    下水処理場から排出される有機汚泥等を主原料（廃プ

ラスチックを添加する場合もある。）とし，添加剤等を

加えて製造されたもの。 
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条 項 号  事 項 基 準 

34      ⑵ 合成樹脂類のタイヤを裁断して燃料とする場合や木材加

工品又は木くずを成型して燃料とする場合は，既に指定さ

れている指定可燃物としての火災危険性に変化が生じない

ことから，再生資源燃料には該当しない。ただし，木くず

や汚泥に添加剤を加えて加工するなど，物品が持つ本来の

性状が変化する場合には，再生資源燃料に該当する。 

７ 可燃性固体類 

 ⑴ 可燃性固体類には、o-クレゾール，コールタールピッ

チ，石油アスファルト，ナフタリン，フェノール，ステア

リン酸メチル等が該当する。 

 ⑵ 条例別表第２備考６の燃焼熱量及び融点については，JIS 

Ｋ 2279「原油及び石油製品－発熱量試験方法及び計算に

よる推定方法」，JIS Ｋ 0064「化学製品の融点及び溶融範

囲測定方法」による。 

８ 石炭，木炭類 

 ⑴ 石炭は，無煙炭，瀝青炭，褐炭，亜炭，泥炭をいい，石

炭を乾留して生産されるコークスもこれに該当する。 

 ⑵ れん炭は，粉状の石炭，木炭を混合して成形した燃料で，

豆炭や炭団（たどん）もこれに該当する。 

 ⑶ 天然ガス又は液状炭化水素の不完全燃焼又は熱分解によっ

て得られる黒色の微粉末（カーボンブラック）は該当しな

い。 

９ 可燃性液体類 

  可燃性液体類には，第２石油類，第３石油類，第４石油類，

動植物油のうち一定の要件（引火点，可燃性液体量，燃焼点

等）に適合するもので，危険物から除かれるものが該当する。 

10 木材加工品及び木くず 

 ⑴ 製材した木材，板，柱，半製品（製材した木材，板等を

用いて組立てたもので完成品の一部品となるもの）及び完

成した家具類等は，木材加工品に該当する。 

 ⑵ 原木（立ち木を切り出した丸太の状態のもの）は木材加

工品に該当しないものである。ただし，丸太のままで使用 
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条 項 号  事 項 基 準 

34       する電柱材，木箱，建築用足場は，木材加工品に該当する。 

 ⑶ 水中に貯蔵している木材は，木材加工品に該当しないも

のである。 

 ⑷ 廃材及びおがくずは，木くずに該当するが軽く圧して水

分があふれる程度浸潰されたものは，木くずに該当しない

ものである。 

 ⑸ 防炎処理された木材加工品は，不燃性又は難燃性を有し

ていない限り，木材加工品に該当する。 

11 合成樹脂類 

 ⑴ 合成樹脂とは，石油などから化学的に合成される複雑な

高分子物質で固体状の樹脂の総称をいう。熱を加えると軟

化し，冷却すると固化する熱可塑性樹脂と加熱成型後さら

に加熱すると硬化して不溶不融の状態となる熱硬化性樹脂

に分かれる。熱可塑性樹脂としては，塩化ビニル樹脂，ポ

リエチレン，ポリスチレン等があり，熱硬化性樹脂として

は，フェノール樹脂，ユリア樹脂，メラミン樹脂，フタル

酸樹脂，ポリエステル樹脂，ケイ素樹脂，エポキシ樹脂等

が該当する。 

 ⑵ 合成樹脂類のうち，発泡させたものとは，概ね発泡率６ 

％以上のものをいい，梱包等に用いられる発泡スチロール

や緩衝材又は断熱材として用いられるシート等が該当する。 

   なお，発泡ビーズは可燃性固体類に該当する。 

 ⑶ 条例別表第２備考９の不燃性又は難燃性の判断について

は，JIS Ｋ 7201-2「プラスチック‐酸素指数による燃焼

性の試験方法‐第２部：室温における試験」に基づいて行

うものとし，当該試験方法に基づいて酸素指数が26以上の

ものを不燃性又は難燃性を有するものとして取り扱う。 

  ア 酸素指数26未満の合成樹脂の例（難燃化により酸素指

数が26以上のものがある。） 

   アクリロニトリル・スチレン共重合樹脂（ＡＳ） 

   アクリロニトリル・ブタジエン・スチレン共重合樹脂 

（ＡＢＳ） 
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条 項 号  事 項 基 準 

34        エポキシ樹脂（ＥＰ）…接着剤以外のもの 

   不飽和ポリエステル樹脂（ＵＰ） 

   ポリアセタール（ＰＯＭ） 

   ポリウレタン（ＰＵＲ） 

   ポリエチレン（ＰＥ） 

   ポリスチレン（ＰＳ） 

   ポリビニルアルコール（ＰＶＡＬ）…粉状（原料等） 

   ポリプロピレン（ＰＰ） 

   ポリメタクリル酸メチル（ＰＭＭＡ，メタクリル酸樹脂） 

  イ 酸素指数26以上又は液状の合成樹脂の例 

   フェノール樹脂（ＰＦ） 

   フッ素樹脂（ＰＦＥ） 

   ポリアミド（ＰＡ） 

   ポリ塩化ビニリデン（ＰＶＤＣ，塩化ビニリデン樹脂） 

   ポリ塩化ビニル（ＰＶＣ，塩化ビニル樹脂） 

   ユリア樹脂（ＵＦ） 

   ケイ素樹脂（ＳＩ） 

   ポリカーボネイト（ＰＣ） 

   メラミン樹脂（ＭＦ）…球状（原料等） 

   アルキド樹脂（ＡＬＫ） 

  注 （ ）書は略号又は別名を示す。 

 

 ⑷ 合成樹脂製品には，合成樹脂を主体とした製品で，他の

材料を伴う製品（靴，サンダル，電気製品等）であって合

成樹脂が容積又は重量において50％以上を占めるものが該

当する。 

   なお，再生資源燃料に該当する場合は，合成樹脂の容積

又は重量にかかわらず，再生資源燃料として取り扱う。 

 ⑸ 不燃性又は難燃性でないゴム製品，ゴム半製品，原料ゴ

ム及びゴムくずには，次のものが該当する。 

  ア 天然ゴム 

    ゴム樹から組成した乳状のゴム樹液（ラテックス）を 
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条 項 号  事 項 基 準 

34        精製したものであり，ラテックスを凝固して固体にした

ものが生ゴムである。ラテックスは加硫剤を加え手袋や

接着剤等に使用されている。 

  イ 合成ゴム 

    天然ゴムの組成がイソプレンの重合体であることに着

目し，イソプレンと構造が類似したブタジエンやクロロ

プレンを人工的に合成してできる重合分子化合物である。 

   例 

     スチレンブタジエンゴム，ニトリルブタジエンゴム，

ネオプレンゴム，ブチルゴム，ステレオラバー，ハイ

バロン，アクリルゴム，シリコンゴム，フッ素ゴム，

ウレタンゴム 

  ウ 再生ゴム 

    廃物ゴム製品を再び原料として使えるように加工した

ゴムで自動車タイヤ再生ゴム，自動車チューブ再生ゴム，

雑再生ゴム等がある。 

 ⑹ 不燃性又は難燃性ゴムにはシリコンゴム又はフッ素ゴム

があり，加硫剤によって不燃性又は難燃性となる。 

 ⑺ ゴム製品とは，ゴムタイヤの他，ゴムを主体とした製品

で，他の材料を伴う製品（ゴム長靴，ゴルフボール等）で

あってゴムが容積又は重量において，50％以上を占めるも

のは，該当するものとする。ただし，エボナイト（生ゴム

に多量のイオウを加えて比較的長時間加硫して得られる固

いゴム製品をいう。）は該当しない。 

 ⑻ フォームラバー（ラテックス（水乳濁液）配合液を泡立

たせ，そのまま凝固させ加硫した柔軟な多孔性ゴムをい

う。）はゴム類に該当する。 

   例 

    エバーソフト，グリーンフォーム，ファンシーフォー

ム，ラバーソフト，アポロソフト，ヤカイフォーム，マ

ックスフォーム，ハマフォーム 

 ⑼ ゴム半製品とは，原料ゴムとゴム製品との中間工程にあ 
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条 項 号  事 項 基 準 

34     

指定可燃物の貯蔵

及び取扱い 

  るすべての仕掛品をいう。 

 貯蔵及び取扱いに該当しない場合の例 

１ 一定の場所に集積することなく日常的に使用される事務所

のソファー，椅子，学校の机，ホテルのベッド類，図書館の

図書類等 

２ 倉庫の保温保冷のための断熱材として使用されているもの 

３ 百貨店等において陳列，展示しているもの 

４ 施工された時点の建築物の断熱材，地盤の改良材，道路の

舗装材等 

５ ビールケース，ダンボール，パレット等を搬送用の道具等

として使用する場合 

  例図 
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条 項 号  事 項 基 準 

34 
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1 

 

 

 

 

2 

 

3 

1 

 

 

 

 

3 

 

5 

 

 

 

ア 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 

 

イ 

ウ 

指定可燃物取扱所

の規制の範囲 

数 量 の 算 定 

これと同等以上で

あると認められる

容器 

容器構造等の確認 

 

容器を積み重ねて

貯蔵する場合 

十 分 な 措 置 

貯蔵し，又は取り

扱う屋外の場所の

周囲 

保 有 空 地 

 

危険物と区分して 

 

水 分 管 理 

 

適切な温度に保持 

３日を超えて集積

する場合 

集 積 高 さ 

 

 条例第31条の２の「少量危険物取扱所の規制範囲」（Ｐ106）

の例によること。 

 条例第31条の２の「数量の算定」（Ｐ109）の例によること。 

 条例第31条の３第１項第16号の「これと同等以上であると認

められる容器」（Ｐ114）の例によること。 

 

 条例第31条の３第１項第16号の「容器構造等の確認」（Ｐ115）

の例によること。 

 条例第31条の３第１項第17号の「容器を積み重ねて貯蔵する

場合」（Ｐ115）の例によること。 

 条例第32条第２項の「十分な措置」（Ｐ134）の例によること。 

 条例第31条の４第２項第１号の「貯蔵し，又は取り扱う屋外

の場所の周囲」（Ｐ120）の例によること。 

 

 条例第31条の４第２項第１号の「保有空地」（Ｐ121）の例に

よること。 

 １ｍ以上の空地を確保することをいう。 

 

 水分量を10％以下のできる限り低い管理値に抑え，発熱を防

止する。 

 製造後の燃料について，十分に冷却した後貯蔵する。 

 長期にわたる貯蔵を行わないとともに，定期的（少なくとも

３ヶ月に１回以上）に貯蔵場所から全量の掻き出しを実施する。 

 その他ＲＤＦの貯蔵に伴う集積高さについては，次の提言が

示されているので，(平成20年８月29日付け消防危第333号)参考

とすること。 

〔参考〕 

 ＲＤＦ貯蔵槽の安全管理に関する提言の概要について 

１ ＲＤＦ貯蔵槽の安全管理に関する提言内容 

 ⑴ 受入ＲＤＦ性状管理方法 

  ア 水分：８％以下（湿潤状態の目視,触手確認及び簡易水

分計測定） 
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条 項 号  事 項 基 準 

34 
の2 

1 5 ウ    イ 温度：表面温度40℃以下（受入ホッパの温度計により

表面温度を連続計測） 

  ウ 粉化度：著しく粉化していない（目視確認及び粉化度

の分析） 

  エ カルシウム含有量：ごみに対し消石灰を１％以上添加

（溶出液 pH10以上及びＣａ含有量分析） 

 ⑵ ＲＤＦ貯蔵管理方法 

  ア 酸化・蓄熱防止対策 

   (ア) 受入ＲＤＦの温度を40℃以下に管理 

   (イ) 発熱部位(センターコーン)の換気，空調により温度

管理 

   (ウ) 窒素ガスシールや締切ダンパー設置により空気流入を

抑制 

  イ 湿潤防止対策 

    窒素ガスシールや締切ダンパー設置等により空気流入

を抑制 

  ウ 貯蔵期間 

    必要以上の長期保管をさけるため一定期間毎（概ね６ヶ

月以内）にサイロ内を空にし，内部点検を実施 

  エ 集積高さ 

    集積高さは概ね30ｍ以下とし，必要以上の集積を避け

るため年間計画を所轄消防署に提出 

  オ 自然発火防止対策 

    集積高さが５ｍを超過した場合，窒素ガスを封入し希

薄酸素環境（酸素濃度を10％以下）に維持 

  カ 監視装置 

    ＲＤＦ貯蔵サイロ内の温度，湿度，酸素濃度，一酸化

炭素濃度，全炭化水素濃度を連続計測，監視 

 ⑶ ＲＤＦ貯蔵槽異常時の安全管理方法 

  ア ＲＤＦ貯蔵サイロ異常監視 

    ＲＤＦ温度と貯蔵量及びサイロ内ガス希釈量から求め

た予測値に基づき，一酸化炭素濃度管理基準を設定し、 
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4 

ウ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 

 

ア 

 

イ 

 

ウ 

 

 

 

ア 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

可 燃 性 ガ ス 

 

散水設備を設置す

る等 

水幕設備を設置す

る等 

不燃性の材料を用

いて区画する 

水幕設備を設置す

る 

温 度 測 定 装 置 

 

危険要因を把握 

   常に管理基準以下であることを把握し，異常を早期検知 

  イ 異常時の対応 

   (ア) 異常時は直ちに窒素ガスを貯蔵サイロ内に大量に封

入し，希薄酸素環境の強化(酸素濃度５％以下)による

早期沈静化 

   (イ) 爆発限界監視のため高濃度域での可燃性ガス濃度の

連続計測及び換気等の適切な措置 

 ⑷ 安全管理体制の維持 

   ＲＤＦ貯蔵槽安全管理に関するマニュアル等の整備及び

関係者への教育・訓練を継続して実施し，適切な安全管理

体制の維持 

 ⑸ その他 

   ごみの分別方法の変更，ごみ性状変化等によりＲＤＦの

貯蔵性に大きな影響を及ぼす可能性があると予想される場

合は活性化エネルギー等の性状を把握し，ＲＤＦ貯蔵槽安

全管理方法の有効性を確認 

 メタン，水素，一酸化炭素等 

 

 散水設備に限らず，不燃材料による区画，ドレンチャー設備

又はスプリンクラー設備等 

 上記アの例によること。 

 

 不燃材料又はこれに類する防火性を有する材料を用いて小屋

裏に達するまで完全に区画する。 

 上記アの例によること。 

 

 発熱の有無を適正に監視できるよう精度，設置位置等に留意

すること。 

 一般に類似施設の事故・トラブル事例等を参考に対象施設の

火災発生・拡大要因を整理することとなるが，その手法を特に

問うものではなく，施設形態，貯蔵・取扱形態が類型化され得

るような施設にあっては，例えばこれまでの経験・検知に基づ 
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条 項 号  事 項 基 準 

34 
の3 

    き構成設備，取扱工程等ごとに想定事故形態と必要と考える対

策とを箇条的に整理するような簡易な方法も考えられる。 



- 144 - 2 - 

 

  

条 項 号  事 項 基 準 

35 

 

   基 準 の 特 例 

 

 屋上に設ける危険物を消費する発電設備及びその付属するタ

ンク（発電設備に内蔵される燃料タンクを除く。以下「サービ

スタンク」という。）を設ける場合の条例第31条の４の２の基準

（屋内の施設の基準）の特例については，次のとおりとする。 

（基準の特例） 

１ 貯蔵し，又は取り扱う危険物 

  引火点が40℃以上の第４類の危険物に限る。 

２ 発電設備 

 ⑴ 屋上に設ける発電設備（サービスタンク及び配管を除く。）は，キュービクル式（条例第13条

第３項に規定する消防長が火災予防上支障がないと認める構造を有するキュービクル式で，外箱

の材料は鋼板で板厚2.3㎜以上のものに限る。以下「キュービクル式発電設備」という。）のもの

とし，周囲には油の流出を防ぐ設備を設けること。ただし，キュービクル式発電設備の鋼板等で

外部に危険物が漏れない構造のものは，キュービクル式発電設備の外箱等を代替えとすることが

できる。 

 ⑵ キュービクル式発電設備の内部には，危険物を取り扱うために必要な採光，照明及び換気の設

備を設けること。ただし，扉の開放により，十分な採光が得られる場合にあっては，照明を省略

することができる。 

 ⑶ キュービクル式発電設備は，避難上支障ない位置に設けること。 

 ⑷ キュービクル式発電設備は，屋上に固定すること。 

 ⑸ キュービクル式発電設備の周囲には，点検のため必要な空地を設けること。 

３ サービスタンク 

  サービスタンクの位置，構造及び設備の技術上の基準は，条例第31条の４第２項第１号及び第31

条の５の規定によること。ただし，鋼板等不燃材料で造られた外箱に収納した場合にあっては，周

囲の空地を点検が適正に行われる距離とすることができる。 

４ 配管 

  配管は，条例第31条の３第２項第９号の規定によるほか，地震、建築物の構造等に応じて損傷し

ないように緩衝装置を設けること。 

５ 流出防止措置 

  危険物を取り扱う部分は，危険物が浸透しない構造とするとともに，適当な傾斜をつけ，かつ， 
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 ためます又は油水分離装置を設けること。ただし，発電設備及びサービスタンクが外部に危険物が

流出しない構造のものは，傾斜，ためます又は油水分離装置を省略することができる。 

６ 消火設備 

  消防法施行令第10条第１項第４号及び条例第36条，第36条の２及び第38条の規定によること。 

７ その他 

 ⑴ 発電設備及びサービスタンクの上空にあっては，原則利用できない。ただし，火災予防上安全

と消防署長が認めた場合はこの限りではない。 

 ⑵ 発電設備及びサービスタンクに危険物をドラム缶等で供給する場合にあっては，ウエス等を準

備するなど，危険物の流出防止に努めること。 



- 145 - 

 

 第 5章 消防用設備等の技術上の基準の付加 

 

条 項 号  事 項 基 準 

35 
の2 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

36 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

1 

 

2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基 準 の 付 加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主たる用途に共す

る部分 

消防長の指定する

地域 

簡 易 宿 泊 所 

 

 本条は，条例第５章消防用設備等の技術上の基準の付加に関

する通則的規定である。 

 消防用設備等の技術上の基準については，本来，政令・省令 

・告示の定めるところによるものとされているが，この技術上

の基準は全国的に画一化されて適用される最低基準を示したも

のである。もし神戸市に，この基準をそのまま適用した場合は，

大都市に共通に潜在する火災危険などの特殊性からみて，実態

にそぐわないという問題が生ずる。そこで本条は，法第17条第

２項の規定に基づいて，これら最低基準に対して付加的要素を

加味した技術上の基準を定めたものである。従って，この付加

基準と，政令・省令・告示との関係については，前提として，

政令・省令・告示によるものである。 

 技術基準第２章第１節第２「政令別表第１に掲げる防火対象

物の取扱い」による。 

 昭和38年12月消防告示第５号 

・北区有馬町一円 

 関係法令において，次のような規定があるが実態により指導

するものとする。 

 「旅館業法」（昭和23年法律第138号）第２条第４項 

 「旅館業法施行令」（昭和32年政令第152号）第１条第３項 

・県条例，規則 

 「旅館業法施行条例」（昭和39年４月条例第63号）第４条 

 簡易宿所営業の施設の構造設備の基準 

 「旅館業に係る施設の構造設備の基準などを定める規則」 

（昭和39年４月規則第70号）第５条 

 簡易宿所営業の施設の客室等の構造設備の基準 

 「旅館業法施行令の規定に基づく構造設備の基準を定める条

例」（神戸市）平成16年３月条例第66号 

 簡易宿所営業の施設の構造設備の基準 
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5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消防長の指定する

もの 

 

 

火花を生ずる設備

のある場所 

 

その他これらに類

する電気設備のあ

る場所 

 

その他多量の火気

を使用する場所 

 

 

 

 

 

 

 

核燃料物質又は放

射性同位元素を貯

蔵し，又は取り扱

う場所 

 

 

 

 

 

可燃性の高圧ガス 

 

 

 昭和38年12月消防告示第５号 

ア ゴム工場の糊引場，貼場，バフ場，製品仕上げ場 

イ 自動車修理場 

ウ 塗装場 

 グラビア印刷機，ゴムスプレッダー，起毛機，反毛機，製綿

機その他操作に際し火花を生じ，かつ，可燃性の蒸気又は微紛

を放出する設備のある場所をいう。 

交流にあっては600Ｖ，直流にあっては750Ｖを超え，かつ，

５ｋＶＡ以上の電気設備（高圧又は特別高圧の電路に接続するリ

アクトル，電圧調整器，油入開閉器，油入コンデンサー，油入

遮断機，計器用変成器等）のある場所をいう。 

・火を使用する設備又は器具（防火上有効な措置として省令第

５条の２に定める措置が講じられたものを除く。）を設けた厨房

（個人住宅の厨房を除く。） 

・営業用食品加工炉及びかまどを設置する場所 

・工業炉及びかまどを設置する場所 

・熱風炉を設置する場所 

・公衆浴場の火焚場 

・火葬場のかま場 

・焼却炉を設置する場所 

 「核燃料物質」とは，「原子力基本法」（昭和30年法律第186

号）第３条第２号及び「核燃料物質，核原料物質，原子炉及び

放射線の定義に関する政令」（昭和32年政令第325号）第１条第

１号から第８号までに掲げる物質をいい，「放射性同位元素」

とは，「放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法

律」（昭和32年法律第167号）第２条第２項及び同法施行令（昭

和35年政令第259号）第１条並びに放射線を放出する同位元素

の数量等（平成12年科学技術庁告示第５号）に掲げるものをい

う。 

 高圧ガス保安法，容器保安規則（昭和41年５月通商産業省令

第50号）第２条第29号に定めるもの。 
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設 置 義 務 場 所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消 火 器 の 設 置 

 

 

 

 

 

 

 

大型消火器の能力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 貯蔵場所 

 以下に規定する数量以上貯蔵する場所 

１ 液化石油ガス     300㎏以上 

２ 圧縮アセチレンガス   40㎏以上 

３ 酸素          50㎥以上 

４ 可燃性ガス       10㎥以上 

 上記に掲げる品名を異にする２以上の高圧ガスを同一の場所

で貯蔵する場合において，当該貯蔵に係る高圧ガスの品名ごと

の数量をそれぞれの必要数量で除し，これの商の和が１以上と

なるときは，当該場所は酸素又は可燃性の高圧ガスを貯蔵し，

又は取り扱っているものとみなす。 

 取扱場所 

 取扱量に関係なく溶接，溶断に使用する場所。ただし，固定

配管によりガスを供給する場合は除く。 

 設置する消火器は，貯蔵場所及び取扱場所にそれぞれＢ－10

単位以上のものを１本以上とする。ただし20ｍ以内に高圧ガス

用消火器が設置されている場合は免除することができる。 

 なお，Ｂ－10単位というのは，ＡＢＣ消火器の場合，15型以

上となるので注意すること。 

 また，Ｂ－10単位以上のもの１本以上にかえて，Ｂ－５単位

を２本以上（つまりＡＢＣ10型消火器を２本以上）としても差

し支えないものとする。 

 消火器の技術上の規格を定める省令第２条によりＡ火災に適

応するものにあっては10単位以上，Ｂ火災に適応するものにあっ

ては20単位以上と定められており，また同省令第９条で大型消

火器に充填する消火剤の量は，強化液消火器にあっては60ℓ以

上，ハロゲン化物消火器にあっては30㎏以上，二酸化炭素消

火器にあっては50㎏以上，粉末消火器にあっては20㎏以上と

定められている。このことから必然的に電気設備に適応する大

型消火器の範囲が定まってくるものである。 

（適用除外） 

 政令第13条又は条例第38条に定める水噴霧消火設備等を設置 
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条 項 号  事 項 基 準 

 

 

37 

 

 

 

 

 

 

 

37 
の2 

 

 

1 

 

 

 

 

2 

3 

 

1 

 

 

 

 

2 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

イ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共同住宅の部分 

 

 

 

 

非 常 電 源 

20分間放水するこ

とができる量 

地階，無窓階又は

４階以上の階に達

する吹抜け部分を

共有するもの 

した対象物については本条に定める大型消火器の設置を免除す

ることができる。 

 共同住宅に含まれる集会室，遊戯室，倉庫，機械室，電気室

その他これらに類する室をいう。（寄宿舎，下宿は共同住宅に

含まない。） 

 なお，防火対象物の一部に一般住宅が存する場合は，この一

般住宅は共同住宅の住戸とみなす。 

 技術基準第３章第２節第３「非常電源」参照 

 技術基準第３章第２節第２ ３水源⑴「水源水量」参照 

 

 例 図１，２参照 

 ただし，吹抜け部分に建基政令第112条第９項に定める竪穴

区画が形成されていれば免除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 例 図１ ４階以上の階に達する吹抜け部分を共有する例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 例 図２ 地階に達する吹抜け部分を共有する例 
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条 項 号  事 項 基 準 

37 
の2 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

38 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建築物の階で，地 

盤面からの高さが

31ｍを超えるもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令別表第１⒀項イ

に掲げる防火対象

物又はその部分 

 

 

 

 

 屋根の形状や天井の有無に関わらず，31ｍを超える部分が存

する場合，該当するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⒀項イに掲げる防火対象物及び⒃項に掲げる防火対象物のう

ち⒀項イの用途に供される部分をいう。 

ただし，表中第1欄上欄に掲げる規定は，自動車車庫又は駐

車場等について，その範囲を定めたものであるため，他の用途

で類似のものにあっては，同様に取り扱われたい。 
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条 項 号  事 項 基 準 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

車両が同時に屋外

に出ることができ

る構造のもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

吹抜け部分を共有

する防火対象物 

 

 

 

 

 

 

 

 第１号の規定の適用を受けるものは，延面積700㎡以上の防

火対象物となっているが，延面積については，「駐車の用に供す

る部分」という限定はないので，全体の延面積が設置の基準と

なる。ただし，車両が横に一列に並んで駐車する車庫で，かつ，

前面空地又は道路が十分な幅員を有し，いずれの車両も他の車

両に関係なく同時に屋外に完全に出ることができる場合，緩和

される。 

 昇降機によって車両を各階まで昇降させ，駐車位置まで人が

運転又は機械装置によって車両を移動させるものをいう。 

 

  



- 151 - 

 

条 項 号  事 項 基 準 

38 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

39 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

駐車の用に供する

部分 

全出力1,000㎾以

上の変電設備 

 

全出力1,000㎾以

上の発電設備 

（ 特   例 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

警 戒 区 域 

 

 

 

 

 

 駐車する部分のほか，駐車場内の車路を含むものとする。 

 ただし，駐車場へ至る外部の誘導路は面積に算定しない。 

 油入機器とそれ以外の機器が同一場所（同一防火区画内）に

存する場合も，それぞれの出力の和が1,000㎾以上の場合は，

水噴霧消火設備等の設置を要する。 

 燃料電池発電設備又は内燃機関を原動力とする発電設備 

 

 「電気設備が設置されている部分等における消火設備の取り

扱いについて」（昭和51年７月20日消防予第37号）（参考） 

 次のいずれかに該当する電気設備が設置されている部分に大

型消火器を設置した場合は，政令第32条の規定を適用し，特殊

消火設備を省略して差し支えないものであること。 

１ 密封方式の電気設備（封じ切り方式又は窒素封入方式の電

気設備であって，内部に開閉接点を有しない構造のものに限

る。）で，絶縁劣化，アーク等による発火危険のおそれが少

なく，かつ，当該電気設備の容量が15,000ｋＶＡ未満のもの 

２ 1,000ｋＶＡ未満の容量の電気設備 

３ 密封方式のＯＦケーブル油槽 

４ 昭和48年消防庁告示第１号，昭和48年消防庁告示第２号，

平成18年消防庁告示第８号又は昭和50年消防庁告示第７号に

適合する構造のキュービクルに収納されている電気設備 

５ 発電機，変圧器のうち，冷却又は絶縁のための油類を使用

せず，かつ，水素ガス等可燃性ガスを発生するおそれのない

もの 

 防火対象物の延面積が600㎡（当該防火対象物の主要な出入

口からその内部を見とおすことができるものにあっては1,000

㎡）以上となる場合には，天井の屋内に面する部分と天井裏の

部分は，別の警戒区域とすること。 

 運用的事項 

１ ２の階にわたって警戒区域を設定できる場合。 

 (1) 警戒区域の面積が500㎡以下の場合で，２の階にわたる

警戒区域のいずれかの部分に階段が設けられている場合。 
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条 項 号  事 項 基 準 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (2) 階段及び傾斜路，エレベーターの昇降路，リネンシュー

ト及びパイプダクト等を煙感知器で警戒する場合。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 面積を1,000㎡以下にできる場合 

主要な出入口からその内部を見とおすことができる場合 
(注) 主要な出入口とは，常時使用される室内外の出入口であって，直

接屋外又は下階に直結しているものをいう。なお，これらに該当する
ものとしては，学校の講堂，体育館，屋内競技場，観覧場及び劇場等
の客席部分があげられる。 
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条 項 号  事 項 基 準 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  事務室，倉庫，工場等は，荷物の積上げや機械類，ロッカー

等が置かれるので，一般的に主要な出入口からその内部を見と

おすことができる場合には該当しない。 
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条 項 号  事 項 基 準 

40 1   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当 該 部 分 ご と 

 

 ある階部分に２以上の区画が生じ，その区画された部分から

地上に直通する階段が１箇所となる場合は，その階の収容人員

が10人以上で避難器具の設置が必要となる。 

 しかしながら，収容人員を算定した結果，必要となる避難器

具の設置個数よりも，区画された部分の数が多い場合は，いず

れかの区画された部分に設置すれば足りることとなり，小規模

雑居ビルの避難安全対策の観点から，避難器具は階ごとに設置

することに加え，区画された部分ごとに設置する必要があるた

め，条例で付加することとしたもの。 

 なお，区画された部分の政令及び条例の適用については，次

のとおり運用すること。 
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条 項 号  事 項 基 準 

41 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （適用の範囲） 

 本条により設置する避難用タラップは，下階においても使用

できるものであること。 

 なお，この場合において本条各号で設置する避難用タラップ

は兼用することができ，さらに政令第25条により設置する避難

器具のうちの１とも兼用することができる。 

（特例） 

 弁類等の監視機能を有したスプリンクラー設備が防火対象物

全体に設置されており，防災センター等において常時機能監視

ができる場合には，避難用タラップの設置を免除することがで

きる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考） 

政令第25条に規定する避難器具については，上記特例内容に 
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条 項 号  事 項 基 準 

 

 

 

 

41 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

41 
の2 
 

 

 

 

41 
の4 
 

 

 

 

 

 

 

 

42 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

3 

 

 

 

 

4 

 

 

 

 

2 

  

 

 

 

スプリンクラー設

備が令第12条に規

定する技術上の基

準により設けられ

ているもの 

避 難 橋 

 

 

その他避難のため

の施設 

連 結 送 水 管 

 

 

 

 

消防長が防火上支

障がないと認めた

階 

 

 

 

 

 

 

基 準 の 特 例 

 

 

加えて，建基政令に規定する特別避難階段に準じた避難階段

（前室は防火防煙区画され，排煙機能を有するものに限る。）

が１以上設けられていることにより，政令第25条第２項第１号

に定める個数を減ずることができるので，運用上注意すること。 

 スプリンクラー設備が防火対象物全体に設置されている場合

をいう。 

 

 

  

 技術基準第２章第２節第７「道路の上空に設ける通路」及び

同基準第３章第２節第16避難器具２⑻「避難橋」の技術基準に

適合するもの。 

 昭和53年消防庁告示第１号タラップ等固定的かつ外気に開放

された避難施設を有したもの。 

 屋上に設ける放水口については，階段等が使用できず消防隊

が有効に活動できない屋上は，放水口を設けないことができる。 

 また，放水口は，容易に視認できる場合は，赤色の灯火につ

いては設けないことができる。ただし，屋上が駐車場の場合は

この限りではない。 

 次のいずれかに該当する階 

 ア 特別避難階段又は屋外避難階段（平成14年消防庁告示第

７号の屋内避難階段を含む）が設けられている階 

 イ 避難橋又は避難用タラップが設けられている階 

 ウ 外気に面するバルコニー等が避難上有効に設けられてお

り，かつ当該バルコニー等から地上に通ずる階段その他の

避難のための設備若しくは器具が設けられている階 

 エ 防火区画された小室が設けられており，その部分に避難

器具等が設置されている階 

 本条は，政令第７条に掲げる消防用設備等の設置維持につい

ての特例を規定したものである。これらをあらゆる場合に，そ

のまま適用するということは，防火対象物に存する火災危険の

実情にそぐわない点が生ずるおそれがあるので，次に示す特殊 
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条 項 号  事 項 基 準 

     な事情があると認められた場合に限り，これらの設置，維持に

ついての規定は適用しない。 

１ 防火対象物の実態により緩和される場合。 

政令第32条と同様，「火災等の災害による被害を最小限度

に止めることができること」が満たされる場合は，「火災の

発生のおそれが著しく少ないこと」又は「延焼のおそれが著

しく少ない」のいずれかが満たされれば，十分な防火安全性

が確保できるものと認める。 

ただし，出火危険や，延焼拡大危険が少ないものであって

も，一度火災が発生した場合，避難上の障害，有毒ガス等の

発生による人命危険発生のおそれのあるもの及び現在は前記

状態にあっても将来事情が変更する可能性があり，かつ，そ

の際に本章に定める基準に従って消防用設備等を設置するこ

とが困難と予想される場合は緩和の対象とならない。 

２ 予想しない特殊な消防用設備等その他の設備を用いること

により代替される場合。 

現行法令によって設置する消防用設備等はその種類も限定

され，かつ，省令の規格に適合するものでなければならない

こととなっている。しかし，科学技術は，日々急速な進歩を

とげており，将来非常にすぐれた設備が発明されることも予

想される。したがってそのような新しく発明された設備が規

格に適合しない消防用設備等であってもこれを設置した場合，

現行法令による消防用設備等と同等以上の効力を有すると認

められる。 

 

政令第32条との違いについて 

 政令第32条の規定は、消防長又は消防署長が防火対象物の個

別の状況から判断して消防上支障ないと認めたとき、防火対象

物の関係者に課せられた法第17条第１項の規定に基づく政令で

定められた消防用設備等の技術上の基準を適用しないことがで

きる旨を定めたものである。 

一方、本条の規定は、消防署長が防火対象物の個別の状況か 

  



- 158 - 

 

条 項 号  事 項 基 準 

     ら判断して消防上支障ないと認めたとき、法第17条第２項の規

定に基づく条例で定められた消防用設備等の技術上の基準を適

用しないことができる旨を定めたものである。 

 政令第32条の規定は、本条後段の規定（予想しない特殊の消

防用設備等その他の設備を用いることにより、この章の規定に

よる消防用設備等の技術上の基準による場合と同等以上の効力

があると認めるとき）が定められてないが、本条はこの規定を

定めている。 

 これは、本条後段の規定に基づき、消防署長が法第17条第２

項の規定に基づく条例により設置義務を課している消防用設備

等に代えて、パッケージ型消火設備、パッケージ型自動消火設

備等の政令第29条の４第１項に規定する必要とされる防火安全

性能を有する消防の用に供する設備等の設置を認めることがで

きるようにするためである。 

 ただし、本条後段の規定を適用して、消防署長が法第17条第

１項の規定に基づく政令で定められた消防用設備等に代えて、

法第17条第３項に規定する特殊消防用設備等の設置を認めるこ

とはできない。 

 この場合は、法第17条第３項の規定に基づき総務大臣の認定

を受けなければならない。 

 なお、前１、２による場合であっても、必ずしも全面的に

本条が適用されるものとは限らず、場合によっては部分的な適

用となり、また代わりに他の消防用設備等を設けることによっ

て適用する場合もある。 
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第 6 章  避   難   管   理 
 

条 項 号  事 項 基 準 

43 1 2  い す 背 の 間 隔 

 

座 席 の 幅 

 

 

 

 

 

い す 席 の 間 隔 

 

 いす背の間隔とは，前列のいす背の背面最先端からこれに面

する後列のいす背の部分までの水平最短距離をいう。 

 

  （いす背の間隔）       （座席の幅） 

 

 

 

 

 前席の最後部と後席の最前部の間の水平距離をいい，自動的

に座が跳ね上がる方式のものにあっては，座を跳ね上げた状態

で水平距離を測定し（図１参照），座の跳ね上がらないもの又

は手動によって座の上がるものについては，跳ね上がらない状

態で水平距離を測定する（図２参照）。 

    図１          図２ 

 

 

 

 

 

 

 

         ℓ：いす席の間隔 

 なお，いす背等に，テーブル，コップ置き等が設置される場

合で，それらが避難障害となる場合は，それらと後席の最前部

の間の水平距離とする。 

 また，いすがリクライニング式（席を離れると自動的に座の

位置が元に戻るものは除く。）のものにあっては，前席のいす

背を最も倒した状態で測定する。 
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条 項 号  事 項 基 準 

43 1 5 ア 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 

いす席の基準席数 

 

 

 

 

 

 

 

 

通過すると想定さ

れる人数 

 

 

 

 

 

 

 

通 路 の 幅 

 

 いす席の間隔に応じ，最大20席まで認める（表１参照。） 

 表１ いす席の間隔と基準席数の関係 
 

いす席の間隔（㎝） 
Ａ 

基準席数 
（小数点以下切捨て） 

35 以上 47 未満 ８ ＋（Ａ－35） 

47 以上 20 
 

 また，片側のみの通路とする場合にあっては，基準席数は表

１の２分の１（小数点以下切捨て）とすること。 

 座席配列，出入口の位置，階段の位置等により定まることと

なるが，実務的には，劇場の設計者によって計画された座席か

ら出入口までの避難経路について，その避難計画が適正である

かどうかを判断すること。 

 その際には，基本的に，座席の縦横の列の中央から両側の通

路に均等に避難することとして計画されることが望ましい。 

 なお，算定幅員は各通路ごとに，当該通路のうち，通過する

人数の最も多い地点での通過人数に0.6㎝を乗じた幅員とする

こと。 

 算定幅員又は最低幅員（片側のみがいす席に接する縦通路に

あっては60㎝，それ以外の縦通路にあっては80㎝，横通路にあっ

ては１ｍとする。）のうち大きい方を用いることとなるが，各

通路のどの部分においても各通路ごとに定まる幅員を下まわる

幅員としてはならないこと。 

（参考） 

 上記の他，「神戸市建築物の安全性の確保等に関する条例」

（平成20年４月条例第１号）第24条の３から第28条を参考にす

ること。 

  



- 161 - 

 

条 項 号  事 項 基 準 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（設計例） 

12列×20列の座席配列 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
両側縦通路の計算 

 ６列×10列×２ブロック×0.6㎝/人＝72㎝＜80㎝（両側縦通路の幅員は80㎝） 

片側縦通路の計算 

 ６列×10列×0.6㎝/人＝36㎝＜60㎝（片側縦通路の幅員は60㎝） 

横通路の計算 

 ６列×10列×２ブロック×0.6㎝/人＝72㎝＜100㎝（横通路の幅員は100㎝） 
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44 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 

4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

い す 背 の 間 隔 

保 有 の 方 法 

 

通 路 を 保 有 

20列×20列の座席配列数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
両側縦通路の計算 

 10列×10列×２ブロック×0.6㎝/人＝120㎝＞80㎝（両側縦通路の幅員は120㎝） 

片側縦通路の計算 

 10列×10列×0.6㎝/人＝60㎝（片側縦通路の幅員は60㎝） 

横通路の計算 

 10列×10列×２ブロック×0.6㎝/人＝120㎝＞100㎝（横通路の幅員は120㎝） 
 

 

 条例第43条の基準参照。 

 通路の床を色彩等により通路部分と他の部分とを明確に区分

されていることが望ましい。 

（いす席を設ける客席の構造例） 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 
10席（いす背がなく，かつ，いす座が固定している 

場合にあっては，20席）以下 

Ｂ 80㎝ 

Ｃ １ｍ 

ａ 各座席から歩行距離15ｍ以下 

ｂ 各座席から歩行距離40ｍ以下 
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   消防長が劇場等の

位置，収容人員，

使用形態，避難口

その他の避難施設

の配置等により入

場者の避難上支障

がないと認めた場

合 

 

 欧米等にある，いわゆるコンチネンタルスタイルの座席配列

（座席の横の列数以下ごとに出入口を設け，かつ，出入口の大

きさを一定以上確保し，さらに，出入口は外部又はロビー等に

通じているもの）等で，避難口その他避難施設の配置等により

入場者の避難上支障がないと認められる場合には，最大席数等

を増加させても差し支えない。 

 なお，避難上支障がないことを確かめる手段としては，建基

政令第129条の２第３項第１号，第２号，第４号及び第５号に

規定する方法（階避難安全検証法）等があるが，当該手段の選

択については，所轄消防署との協議が必要である。 

（いす席の固定） 

 劇場等の客席のうち，条例第43条第１項第１号の規定にかか

わらず，次の⑴又は⑵に掲げる事項の全てに該当し，避難上支

障がないと認められる場合は，いすを床に固定しないことがで

きる。（別図―１「可動いすの設置例」参照） 

 ⑴ 客席の部分の床面積が1,000㎡未満のもので，次の条件を

満たす場合 

  ア いす背（いす背のないときは，いす背に相当するいす

の部分）の間隔は，0.8ｍ以上とし，座席の幅は，0.4ｍ

以上とする。 

  イ いす席に接して立見席がないこと。 

  ウ いす席を設ける客席の部分には，横に並んだいす席8以

下ごとに幅0.8ｍ以上の縦通路を保有すること。 

  エ いす席を設ける客席の部分には，縦に並んだいす席10

以下ごと及び客席の最前部に幅１ｍ以上の横通路を保有

すること。 

  オ 客席の外周部（客席の最前部を除く）に幅２ｍ以上の

通路を保有する。 

 ⑵ 客席の部分の床面積が1,000㎡以上のもので前⑴ア，イ，

オによるほか，次の条件を満たす場合 

  ア いす席を設ける客席の部分には，横に並んだいす席８

以下ごとに幅１ｍ以上の通路を保有すること。 
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       イ いす席を設ける客席の部分には，縦に並んだいす席10

以下ごと及び客席の最前部に1.5ｍ以上の横通路を保有

すること。 

  ウ いすを連結する等いすが容易に移動し，又は転倒する

ことを防止する措置を講じていること。 

  エ 避難時に利用する通路部分は，避難時に有効に利用で

きるように適正な人数の警備員を配置して避難経路の管

理をすること。 

  オ 特例適用を受ける部分の防火管理は，防火管理に必要

な知識，技能等を有する者に行わせること。また，あら

かじめ防火対象物の防火管理者と必要な協議を行い，十

分な防火管理体制を整えておくこと。 

 

別図―１ 可動いすの設置例（1/2） 

 １ 客席部分の面積が1,000㎡未満の場合 
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別図―１ 可動いすの設置例（2/2） 

 １ 客席部分の面積が1,000㎡以上の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（全席立見席とする場合） 

 第43条第１項第３号で，立見席は固定席の後方に奥行き2.4ｍ

以下としているが，この規定によらず全席立見席とする等の場合 

 ⑴ 立見席の定員は，立見席部分の床面積を0.2で除して得た

数以下とすること。 

 ⑵ 立見席のブロック（避難用の通路に囲まれた一の客席エ

リアをいう。以下同じ。）の面積は128㎡以下とすること。 

 ⑶ 縦通路の幅員は，左右に隣接するブロックの人数を加算

した値を４で除し，0.6を乗じて得た（単位ｃｍ。少数点以

下切捨てとする。）以上を確保すること。ただし，最低幅

員を0.8ｍとする。 

 ⑷ 横通路の幅員は，前後に隣接するブロックの人数を加算

した値を４で除し，0.6を乗じて得た数（単位ｃｍ。少数点

以下切捨てとする。）以上を確保すること。ただし，最低

幅員を１ｍとする。 
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ディスコ等の避難

管理 

 ⑸ ブロックの前部（横通路と立見席の間）には、高さ1.1ｍ

以上で使用状況に応じた堅牢な手すり等を設けること。な

お、ブロックの側方及び後方と通路の境界には，当該床面

に反射テープ等（幅５cm以上が望ましい）で明示すること。 

 ⑹ 舞台と立見席最前ブロックとの間は１ｍ以上の空間を確

保すること。 

 ⑺ 警備員は，ブロックごとに配置すること。 

 ⑻ 避難時に利用する通路部分は，避難時に有効に利用でき

るように適正な人数の警備員を配置して避難経路の管理を

すること。 

 ⑼ 「避難計算方法」（P234参照）により避難時間の評価を

行うこと。 

（事務処理） 

１ 関係者は，「劇場・百貨店等（喫煙管理・客席基準）特例

適用願出書」（正副各一部）の提出により緩和を願い出るもの

とする。（Ｐ233参照） 

２ 願出書の内容を審査した結果，基準緩和適用に際しての要

件等があれば明記し，副本には条規に定める届出済印を押印

して，届出者に返却するものとする。（Ｐ90参照） 

３ 関係者には，願出書の写しを防火管理台帳に編冊するとと

もに，消防計画に当該内容を明記しておくこと。 

（趣旨） 

 ディスコ，ライブハウス等多数の客が密着状態になりやすく，

特殊な照明設備を用い，大音響で演奏を行う等の状況下におい

て営業している店舗等では，特に避難管理を徹底する必要があ

る。 

 このような営業形態の店舗等においては，自動火災報知設備

が発報した場合，火災等を覚知した場合などの非常時において，

客への情報伝達，避難誘導等を円滑に行うことができるように

するため，特殊照明，演奏等を停止する等非難上有効な措置を

講ずるべきことを定めたものである。 
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44 
の 3 
 

 

 

 

 

 

46 

 

   その他これらに類

するもの 

 

 

非常時において，

速やかに特殊照明

及び音響を停止す

るとともに，避難

上有効な明るさを

保たなければなら

ない 

百貨店等の避難通

路 

 ディスコ又はライブハウスと類似していると認められる施設

で，特殊照明，音響効果等により火災発生時に避難上の安全性

が確保できなくなるおそれがあると認められる施設等（キャバ

レー，カラオケルーム，カラオケＢＯＸ等）が該当する。 

 自動火災報知設備が設置されている場合は，当該設備に連動

し，特殊照明，音響を停止し，かつ，避難上有効な明るさ（床

面において１㏓以上の照度）を有するものとする。また，自動

火災報知設備が設置されていない場合は，ワンタッチ操作によ

り特殊照明，音響を停止し，かつ，避難上有効な明るさを有す

るものとする。 

 

（設置上の注意事項） 

 避難通路を要する売場又は展示部分について，面積区画のシャッ

ター等がある場合，当該シャッター等のくぐり戸は，建基政令

第112条第14項第２号に適合し，主要避難通路等に近接して設

けるよう，留意すること。 

（図例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＳＳ：面積区画用シャッター 
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46 

1 

 

 

 

 

1 

 

2 

 

 

3 

  屋外へ通ずる避難

口又は階段に直通

する 

 

 

売場又は展示部分

の床面積 

 

 

 

主要避難通路に至

る歩行距離が20ｍ

以下となるように

保有しなければな

らない 

 主要避難通路は，バックヤード等の部分を含めて屋外へ通ず

る避難口又は階段まで直通するように保有しなければならない。 

 なお，直通するとは，「直接に通ずる」ということであり，

「直接的に通ずる」こと（避難通路が直線をなし，その一端に

避難口が存在すること）は，必ずしも必要でない。 

 売場又は展示部分（以下本文において「売場等」という。）

の床面積は，百貨店等の階のうち，市場等のように，売場等と

売場等が界壁で区画され，かつ，廊下等が明確であるものが存

するものにあっては，それぞれの売場等について算定するもの

とする。 

（主要避難通路及び補助避難通路の保有例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

Ａ 

（主要避難通路） 

幅 
売場又は展示部分 

の 床 面 積 

1.2ｍ以上 150㎡以上 

1.6ｍ以上 300㎡以上 

2.0ｍ以上 1,500㎡以上 

Ｂ 

（補助避難通路） 

1.2ｍ以上（売場又は展示部分の床面

積が600㎡以上） 

ａ 20ｍ以下（歩行距離） 
 

  

～ 
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46 
の2 

3   階段，出口等に至

る歩行距離が20ｍ

以下となるように

保有しなければな

らない 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一 時 避 難 広 場 

 

 当該階における売場又は展示部分の各部分から，階段，出口

等に至る歩行距離が20ｍ以下となる場合は，主要避難通路を保

有しなくてもよいものと解するものとする。 

（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ａは，歩行距離20ｍ以下。 

（趣旨） 

 避難階以外の階から避難する場合，階段等の施設を利用して

地上へ避難するのを原則とするが，過去の火災時例に鑑み屋上

に一時避難広場を設け安全に上方又は水平避難を行うことによ

り人命の保護を図ろうとするものである。 

 

（特例） 

１ 弁類等の監視機能を有したスプリンクラー設備が防火対象

物全体に設置されており，防災センター等において常時機能

監視ができる場合も，本条第２項に規定する屋上広場の面積

の２分の１以下として差し支えない。 

２ 本条第１項第１号又は第３号に掲げる防火対象物で，条例

第49条第２項に定める２方向避難経路が確保されたものにあっ

ては，本条第１項に規定する屋上広場はヘリコプターの緊急

離着陸場等を設ける場合の当該必要部分を除き，その全てを

減ずることができる。 
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の2 
 

 

 

1 

 

2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一時避難のための

有効な屋上広場 

（屋上広場保有例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ ａ，ｂ，ｃ，ｄは，屋上部分Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄに対応する

直下階の床面積を表わす。 

※２ 

 ⑴  の面積の広場をＡに設ける（Ｂでは不可）。 

 ⑵  の面積の広場をＢ又はＣに設ければよい。 

 ⑶  の面積の広場をＣ又はＤに設ければよい。 

 ⑷ ｄに対応する広場は設けなくてもよい。 

 ⑸ 上記⑴～⑷にかかわらず，Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄが屋外階段等

で連絡されているときは    の広場をＡ，Ｂ，Ｃ，Ｄのい

ずれかの位置に設ければよい。 

 有効な屋上広場とは，次に掲げる措置等が講じられているも

の等をいう。 

１ 屋上広場に物品等（容易に移動できるいす，テーブル類を

除く。）が置かれていないこと。 

２ 屋上広場の周囲には，安全上必要な高さが1.1ｍ以上の手す

り壁，さく又は金網が設けられていること。 

 （建基政令第126条第１項参照） 

３ 百貨店等の屋上に，駐車の用に供する部分が設けられてい

る場合は，当該部分の面積は有効な屋上広場に含まれないも 

  

  ａ  

２
 

  ｂ  

２
 

  ｃ  

２
 

ａ＋ｂ＋ｃ

２
 

～ 
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1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

避 難 器 具 

 

 

 

 

 

 

 

消防長が指定した

防火対象物 

減ずることができ

る 

 のとする。 

  なお，ヘリコプターの緊急離着陸場等を設ける場合は，当

該部分は一時避難広場の面積に参入することができるものと

する。（ただし，転落防止用の1.1ｍ以上の手すり，棚等が設

けられている部分に限る。）（技術基準第２章第１節第12「屋

上緊急離着陸場等」５．⑵イ「緊急救助用スペース」中，

〔キャットウォーク型〕によること。） 

 避難器具の種類等は，次のとおりとする。 

１ 避難器具の種類は，政令第25条第２項表中「６階以上の階」

に適応する器具（ただし，避難はしごは固定はしごに限る。）

及び条例第41条第２項に規定する構造の避難用タラップであ

ること。 

２ 避難器具の設置の方法は，政令第25条第２項及び規則第27

条並びに条例第41条第２項に定める技術上の基準に従い，又

は当該技術上の基準の例によるものとする。 

 現在のところ指定されていない。 

 

 本条第２項に規定する屋上広場の面積の２分の１以下とする。 
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47   

 

 

 

 

1 

 消防長が指定した

防火対象物 

 

 

 

見 や す い 箇 所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

避 難 経 路 図 

 平成21年３月消防告示第１号により指定。 

１ 政令別表第１⑵項ニに掲げる防火対象物 

２ 政令別表第１に掲げる防火対象物（同表⑵項ニに掲げる防

火対象物を除く。）の部分で，同表⑵項ニに掲げる防火対象

物の用途に供されるもの。 

 見やすい箇所とは，次表の部分をいう。 
 

用  途 避難経路図を掲示する部分 

劇場等 ロビー，喫煙所，廊下，階段の出入口等 

百貨店等，地
下街 

階段の出入口，エレベーターホール及び 
エスカレーターの乗降口，喫煙所等 

旅館，ホテル
宿泊所 

宿泊室，廊下，階段の出入口，ロビー等 

病院 病室，待合所，廊下，階段の出入口等 

⑵項ニ 
受付カウンター，階段の出入口等 
各個室 

 

 避難経路図の様式は，次のとおりとする。 

１ 避難経路図は，入場者，利用者等に対し避難口，避難階段，

避難器具の設置場所，現在地が一見してわかるものとし，現

在地から２方向に避難できる経路を原則として緑色で示した

ものであること。 

２ 避難経路図の大きさは利用者等が容易に確認し把握できる

大きさ（概ね１㎡とする。ただし，宿泊室，病室にあっては，

概ね「ＪＩＳ Ａ列４番」の大きさとする。）とし，前記１の

内容が確認できるものであれば，店内案内図と兼用してよい

こと。 

（特例） 

 延べ面積300㎡未満の百貨店等で，売場又は展示部分からすべ

ての避難口が容易に見通せる場合には，避難経路図を掲示しな

いことができる。 
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条 項 号  事 項 基 準 

47 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

48 

 

49 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

2 

2 

 

3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 

 

 

 

4 

 適 当 な 数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

携 帯 用 電 灯 

就寝施設を有する

ものにあっては，

就寝場所に 

 

公衆の見やすい場

所 

防火対象物の安全

避難 

 適当な数とは，次表のとおりとする。 

 

用途  

劇場等 常駐人員の数 

百貨店等，地下街 

⑴ 各階ごとに当該階に通ずる階段数の３

倍の数以上 

⑵ 保安室には，常駐人員の数以上 

旅館，ホテル，病院 

⑴ 各室１以上，ただし大部屋にあっては，

おおむね５人に１個とする。 

⑵ 夜間に勤務する者の数以上 

⑵項ニ 
⑴ 各室１以上（受付時の貸出しでも可） 

⑵ 夜間に勤務する者の数以上 

 

 携帯用電灯のほか，携帯用メガホンの備え付けがのぞましい。 

 24時間営業，深夜営業を営む施設における個室部分も含むも

のとする。 

 なお，個室に常備が困難な場合は，受付時に利用者に貸し出

しし，利用終了後返却することでも足りるものであること。 

 公衆の見やすい場所とは，劇場等の出入口，入場券発売窓口

等をいう。 

（趣旨） 

 本項は，政令別表第１に掲げる防火対象物における避難対策

の基本的理念を宣明にしたものである。 

 本項が設けられたことにより，第２項の適用を受ける防火対

象物以外のものであっても，同項に規定する２方向避難経路に

準ずるものを確保するよう努めなければならないことになる。 

（趣旨） 

 政令別表第１⑸項及び⑹項の対象物は，就寝施設又は心身の

未成熟の者若しくは心身に障害のあるもののための施設であり，

避難開始が遅れるなど，過去において，火災発生時に居室内に

閉じ込められ，あるいは窓等より飛び下りて死傷する例が多い

ことなどに鑑み，設けられたものである。 

（適用の範囲） 

 政令別表第１⑸項及び⑹項に掲げる防火対象物並びに同表⒃ 

 

～ 
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条 項 号  事 項 基 準 

 2    

 

 

増 築 

 

 

 

 

 

改 築 

 

 

 

 

 

 

移 転 

 

 

 

大 規 模 の 修 繕 

 

 

 

大規模の模様替え 

 

 

 

防火対象物のうち…

部分の新築… …

大規模の修繕又は

大規模の模様替を 

項に掲げる防火対象物のうち，同表⑸項及び⑹項に掲げる防火

対象物の用途に供される部分の２方向避難経路は，就寝部分に

ついて確保するものとする。 

１ 増築とは，既存建築物の床面積を増加させることをいい，

増築部分に適用される。 

２ 既存建築物の部分で，大規模の修繕又は大規模の模様替に

至らない修繕又は模様替の部分についても，外壁工事を伴う

ものについては，適用されることがある。 

３ その他の既存部分についても準じる。 

１ 改築とは，建築物の全部若しくは一部を除去し，又はこれ

らの部分が災害等によって滅失した後引続き，これと用途，

規模，構造の著しく異ならない建築物を建てることをいい，

改築部分に適用される。 

  建築物が，従前のものと著しく異なるときは，新築又は増

築となる。 

２ 改築部分以外の部分は，前記増築２，３による。 

 移転とは，既存建築物の敷地及びこれと一段をなす土地内に

おいて移転することをいい，曳行移転以外は適用される。 

 建築物を外の敷地へ移す場合は，新しい敷地について新築又

は増築となる。 

１ 政令第34条の３に規定する大規模の修繕をいい，大規模の

修繕部分に適用される。 

２ 大規模の修繕部分以外の部分については，前記増築２，３

による。 

１ 政令第34条の３に規定する大規模の模様替えをいい，大規

模の模様替え部分に適用される。 

２ 大規模の模様替え部分以外の部分については，前記増築２，

３による。 

 政令別表第１⒃項に掲げる防火対象物に存する同表⑸項及び

⑹項に掲げる防火対象物の用途に供される部分の新築，増築等

をする者とは，当該防火対象物の全体又は当該部分について新

築，増築等をする関係者等をいい，用途変更を行うものもこれ 
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条 項 号  事 項 基 準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

49 

 

 

 

 

49 
の2 

 

 

 

 

2 

 

 

 

 

 

3 

 

 

 

 

1 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 

 

 

 

 

 

4 

 する者 

２方向避難経路 

 

延べ面積が6,000

㎡未満の防火対象

物 

有効にスプリンク

ラー設備を設置す

るとき 

⑹項に掲げる防火

対象物 

 

 

 

避難上支障がない

と認められる場合

内開き以外の戸 

に準じて行うこと。 

 技術基準 第２章第１節第10「二方向避難」３「用語の定義」

（⑹を除く）～６「避難空地からの避難通路」による。 

 ここでいう延べ面積とは，⑸項及び⑹項に掲げる防火対象物

並びに⒃項に掲げる防火対象物のうち⑸項又は⑹項に掲げる防

火対象物の用途に供される部分の面積の合計をいう。 

 技術基準 第２章第１節第10「二方向避難」３⑹「有効にス

プリンクラー設備を設置する場合」及び７「二方向避難経路の

確保」による。 

 ⑹項に掲げる防火対象物については，災害弱者を収容するこ

とから，全周バルコニーを設置する等，容易に避難できるよう

居室等を経由することなく，バルコニーから直接，階段室（附

室）（避難階段又は特別避難階段に限る。）に到達できるものと

すること。 

 避難口付近で，大規模な滞留等が発生するおそれがない場合

等をいう。 

（特例） 

 居室から廊下に至る箇所に設ける扉については，廊下での避

難障害が無く，かつ，小規模居室又は特定人の利用する場合に

限り，内開き戸とすることができる。 

（適用の範囲） 

 前号の戸のうち，無人若しくは無人に近い状態になる場合は，

本号は適用しないことができる。ただし，建基政令第125条の

２第１項各号に該当する場合はこの限りでない。 

（適用例） 

１ 事務所ビルで，夜間無人になる場合は，本号を適用しない

ことができる。 

２ 病院，ホテル，旅館，カラオケボックス等については，全

て本号を適用する。 
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 1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 

4  非常時に自動的に

解錠できる構造 

（屋内からかぎ等

を用いることなく

容易に解錠できる

機能） 

 自動火災報知設備等と連動して，避難時には自動的に解錠さ

れる構造等のものをいう。 

 避難しようとする際に，鍵，ＩＤカード，テンキー等を用い

ることなく，その扉に付属するサムターン，非常開放装置等に

より解錠できる機能をいう。また，次のものとは同等とみなす。 

  政令別表第１にかかげる防火対象物の避難口に設ける扉に

「電気錠」を設置する場合で，次の１，２，３の全てに該当

する場合は，「屋内から鍵等を用いることなく解錠できる構

造」と同等のものとする。 

 １ 防災センター，ナースセンター等に設置された制御盤で

施錠状況を監視でき，かつ一斉解錠できること。 

 ２ 停電時には自動的に解錠できること。 

  （非常電源が作動しても解錠状態が維持できるものとする

こと） 

 ３ 停電時に手動開放できるなど避難上支障とならない構造

とすること。 

（届出） 

 電気錠を避難口の扉に設置する場合は，条例第56条の３（消

防用設備等の工事計画届出等）に準じた届出をおこない，次の

書類を添付する。 

１ 平面図（電気錠，制御盤の位置を示したもの） 

２ 電気錠，制御盤の機能が確認できる仕様書，カタログ等 

（趣旨） 

 政令別表第１⑸項ロに掲げる防火対象物（同表⒃項に掲げる

防火対象物に存する部分を含む。）の関係者は，当該防火対象

物又はその部分のバルコニー等に破壊板等が設けられている場

合は，当該破壊板等を避難の際，通行，破壊等が阻害されない

よう管理しなければならないもので，前条の規定が設けられた

ことに伴い，規定されたものである。 

 なお，本項の防火対象物におけるバルコニー等以外の避難施

設等及び本項の防火対象物以外のものにおけるバルコニー等の

避難施設等は，従前どおり，本条第１項により管理しなければ 
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条 項 号  事 項 基 準 

 

 

 

49 
の2 
 

49 
の3 

 

 

 

 

2 

 

1 

   

 

 

通行，破壊，操作

等が阻害されない 

⒃ 項 イ 

 

高 層 建 築 物 

 

緑 色 の 表 示 

 

ならないものである。 

 表示の例は，技術基準 第２章第１節第10「二方向避難」８

「避難施設等の管理」⑴による 

 技術基準 第２章第１節第10「二方向避難」８「避難施設等

の管理」⑵による 

 （特例） 

 ⑸項ロの用途部分を除く。 

 （特例） 

 ⑸項ロの用途部分を除く。 

 技術基準 第２章第２節第14「避難口の扉等の緑色表示の基

準」による。 
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条 項 号  事 項 基 準 

     （削除） 
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条 項 号  事 項 基 準 

     （削除） 
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条 項 号  事 項 基 準 

     ３ 表示例 

 ⑴ 特別避難階段 

（例１） 

 

 

 

 

 

 

 

（例２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑵ 屋外階段 
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条 項 号  事 項 基 準 

      ⑶ くぐり戸付シャッター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑷ 避難橋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑸ 避難器具 
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条 項 号  事 項 基 準 

49 
の3 

 

2   扉等の床面には，

他の部分と明確に

区別できる表示 

１ 表示方法は次によること。 

 ⑴ 扉又はくぐり戸が設けられている床面にあっては，当該

扉等の回転半径以上の部分について，次のいずれかにより

表示すること。 

  ア 床面の色と異なる色で全面塗装する。 

  イ 床面の色と異なる色のタイルを設ける。 

  ウ 点線又は実線を設ける。 

  エ 他の部分と明確に区別できる措置を講ずる。 

 ⑵ シャッター等が降下する床面には，当該シャッター等の

幅以上の線で表示すること。 

２ 表示例 

 ⑴ くぐり戸等 
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条 項 号  事 項 基 準 

      ⑵ シャッター等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（表示の代替） 

 床面に表示をしても効果が得られない場合は，次に掲げる項

目のいずれかに満足させることにより，床面に表示しているも

のと同等とみなして差し支えないものとする。 

１ 扉自体に，他の部分と明確に区別する旨を表示する。 

２ 扉又はその付近にセンサーを設けて，扉の閉鎖障害に対し

て警報等を発する構造とする。 

（表示例１） 

 

防 火 戸 の 開 閉 障 害 と な ら な い  

よ う 、 こ の 付 近 に 物 を 置 か な  

い で 下 さ い 。  

 

 

（表示例２） 

 

こ こ は 火 災 等 の 際 防 火 戸 が 閉  

ま る と こ ろ で す 。 物 品 を 置 く  

と 扉 が 閉 ま ら な く な り ま す 。  

物 を 置 い て は い け ま せ ん 。  
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条 項 号  事 項 基 準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

49 
の4 
 

49 
の4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

2 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共 用 部 分 

 

避難器具等を設け

る 

（表示例３） 
 

非 常 の 際 、 防 火 戸 が 有 効 に 閉

鎖 し な い の で 、 絶 対 に 物 品 の

放 置 等 は し な い こ と 。  
 

 

 

（表示例４） 
 

FIRE NOTICE 

THIS AREA MUST BE KEPT 

CLEAR OF ALL OBSTRUCTIONS  
   

※ 表示の大きさ，色等は，扉及び周囲の状況に合わせ，

視認性の高いものとすること。 

 廊下及び階段（外部の気流が常時流通するものを除く。）を

いう。 

 屋外階段等避難上有効な施設を設けている場合を除く 
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条 項 号  事 項 基 準 

50 
の2 
 

 

50 
の3 

 

 

 

 

1 

1 

 

 

1 

 

 

2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 

 

 防火設備に近接 

 

 

車両又は歩行者が

容易に接触する恐

れのある場所 

日光の直射をさけ

る 

 

 

 

バルブ類の折損等

による漏洩を防止

するために必要な

措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

火災予防上支障あ

る場所 

 本号が火災時における防火戸のふく射熱により付近にある可

燃物を燃焼させないことを趣旨とするものであることに鑑み，

概ね30㎝以上離すものとする。 

１ 道路に面し，車両が衝突するおそれのある場所。 

２ 工場入口，工場道路等で，通行する人等が接触して災害が

発生するおそれの多い場所。 

１ 夏季において日光の直射を１日６時間以上受けないこと。 

２ １日６時間以上の直射日光を受ける場合にあっては，日光

をさえぎる措置が講じられていること。（日光をさえぎる措

置とは，軽量な不燃性又は難燃性の材料を使用した屋根等に

より日光をさえぎる方法をいう。） 

 転等，転落等による衝撃を防止する措置をいい，次の基準に

よること。 

１ 容器置場に置く場合 

 ⑴ 水平で，かつ，上から物が落ちるおそれのない場所に置

くこと。 

 ⑵ 固定プロテクターのない容器にあっては，キャップを施

すこと。 

 ⑶ 10㎏容器にあっては，原則として，２段積以下とし，

やむを得ず３段積にするときは，ロープにより緊縛するこ

と。 

２ 供給設備又は消費設備に接続されて置く場合 

 ⑴ 前１⑴の基準による。この場合，充填容器等の設置位置

は，屋根又は庇の垂直投影面の内側の位置であること。 

 ⑵ 充填量10㎏以上の容器については，鉄鎖，ロープ等に

より容器を家屋その他の構造物に固定する等により，地震

に際して転倒しないようにすること。 

 障壁等の防護措置を講じた場合を除いた次の場合をいう。 

１ 消火活動上又は避難上支障ある位置 

 ⑴ 避難口，避難施設の直近，階段下 

 



- 183 - 

 

条 項 号  事 項 基 準 

  

 

 

 

 

 

 

2 

 

   

 

 

 

 

 

 

標 識 の 掲 出 

 

 

 

 

 

 

掲出標識の特例 

 

 ⑵ 床下，地下室 

 ⑶ 崖崩れ，山崩れ等で土砂が流入するおそれが極めて高い

場所 

２ 可燃性ガス又は酸素の消費に使用する設備（家庭用設備を

除く。）の場合は，喫煙，火気（当該設備内のものを除く。）

及び引火性又は発火性の物から５ｍ以内の場所 

３ 容器置場の場合は，火気設備から２ｍ以内の場所 

 貯蔵・取扱い数量に関係なく掲出しなければならないが，次

の場合は掲出しないことができる。 

１ 液化石油ガス法第２条第２項で規定する一般消費者等の用

に供する場所で貯蔵し，又は取り扱う場所。 

２ 建物外に貯蔵庫あるいは専用置場を設けて貯蔵し，貯蔵場

所の表示及び警戒標（「火気厳禁」，「ＬＰガス容器置場 ○燃」

等）を掲出している場合。 

 条例別表で規定する標識を掲出することを原則とするが医療

用，ガス分析用等としてビル内等で微量の高圧ガスを貯蔵，取

扱う場合においては次の標識を当該部屋の入口の目につきやす

い場所に掲出することができる。 

 地，文字及び塗色は，条規別表で規定する標識に準ずるもの

とする。 
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条 項 号  事 項 基 準 

 

 

50 
の4 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

2 

 

 

4 

  掲 出 場 所 

 

防 火 の 管 理 

 

 

 

 

 

 

 

管理について権原

を有する者 

定 期 的 に 実 施 

あらたに従業員を

配置するとき 

防火上必要な教育 

 

 

 建物の入口で，目につきやすい場所とし，入口が２以上ある

場合は各入口に掲出する。 

 概ね次の事項について予め定めるとともに，その内容を実行

し，かつ，その内容について従業員等に周知徹底させることを

内容とする。 

１ 火気の使用又は取扱いに関する事項 

２ 避難又は防火上必要な構造及び設備の維持管理に関する事

項 

３ 火災等の災害が発生した場合における初期消火，通報連絡，

避難誘導等に関する事項 

 法第８条１項に定める管理について権原を有する者と同じ。 

 

 年１回以上の実施が望ましい。 

 新規採用，配置転換等いずれの場合においても，あらたに配

置するものをいう。 

１ 法第８条第１項に規定する防火対象物については，概ね次

のような教育を行うものとする。 

 ⑴ 消防計画の概要に関する事項 

 ⑵ 自衛消防組織における各人の役割分担に関する事項 

 ⑶ 当該従業員の職場に設置されている防火及び避難施設・

設備等の周知，取扱方法等に関する事項 

 ⑷ 災害発生時における初期消火，通報連絡，避難誘導等に

関する事項等 

２ 前１以外の防火対象物については，概ね次のような教育を

行うものとする。 

 ⑴ 火気の管理に関する事項 

 ⑵ 危険物等の取扱い等に関する事項 

 ⑶ 当該従業員の職場に設置されている防火及び避難施設・

設備等の周知，取扱方法等に関する事項 

 ⑷ 災害発生時における初期消火，通報連絡，避難誘導等に

関する事項 
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条 項 号  事 項 基 準 

50 
の4 

の2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

50 
の4 

の3 

 

 

3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 

1 

 

2 

 

 

 

 

3 

 

 

4 

5 

 防災センターの設

置 

この限りでない 

 

直接地上に通ずる

もの 

 

 

 

防 火 区 画 

 

 

有 効 な 照 度 

非 常 電 源 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防火管理上必要な

業務 

担当する事務所 

 

 非常用エレベーターの乗降ロビー及び特別避難階段と容易に

連絡できる位置に設けること。 

 止むを得ない事情で，地階に設ける場合は，浸水対策及び消

防無線を使用するに当たり支障がないような措置を講じること。 

 防災センターに設けられる直接地上に通ずる出口は，防災セ

ンターに勤務する従業員等の非難に使用するものであり，かつ，

消防隊の防災センターへの進入路にも使用するため，当該出入

口は，道又は道に通じる幅員１メートル以上の通路に面してい

るものであること。 

 他の部分と防火区画し，防災センターに勤務する者の仮眠，

休憩をする部分が有る場合は当該部分とも防火区画をすること。 

 なお，換気，空調は専用の設備とすること。 

 床上80㎝以上の位置で500㏓以上 

 有効な照度を１時間以上給電できる能力を有すること 

（趣旨） 

 防火管理は，防火対象物の管理権原者，防火管理者及び省令

第３条第１項に掲げられているような防火管理上必要な業務に

従事する者が，それぞれの役割に応じて適切に業務を行い責任

を果たすことによりその安全が図れるものである。 

 当該業務の一部を部外者に委託する防火対象物については当

該業務の受託者においても，条規の責任を負担するものとして，

当該受託者の従業員として実際に当該業務に従事する者の防火

管理に関する知識等の充実を図る必要がある。 

 また，受託者においても，自らの責任の一部を部外者に委託

する以上は，当該受託者の業務体制，当該知識等の充実程度等

に配慮しなければならないものである。 

 条規第７条参照。 

 

 本社，支社，営業所等で直接防火管理業務に従事する者を派

遣する一定の目的と計画に基づいて経営する経済活動を反復継

続して行う諸所を指し，現場詰所，休憩所等に準ずるものは担

当事務所に該当しない。 
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条 項 号  事 項 基 準 

50 
の4 

の4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

50 
の4 

の5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業務体制が整備さ

れていること 

（趣旨） 

 防火管理業務の一部を外部に委託する者は，受託した業務に

従事する者が，その防火対象物の防火管理体制を十分理解しな

いままその中に組み込まれるおそれがある。防火管理業務の一

部を委託したとしても法令上の防火管理責任は委託者にある。

委託にあたっては防火管理業務従事者の能力を確認するため，

受託事業所の業務体制や教育体制をチェックしてから防火管理

業務の委託をすべきである。 

  上記趣旨の関係図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「業務体制が整備されている」とは， 

 受託事業所（※特定労働者派遣事業（常用雇用型），一般労

働者派遣事業（登録型））で厚生労働大臣に対し，許可又は届

出がされていること。 

（趣旨） 

 総合操作盤の構造，機能及び操作方法等，近年技術の進歩に

伴い，ますます複雑になってきたにもかかわらず，これらの監

視業務等に従事する者の技能知識が追いつかず，火災時等には

十分な対応ができないという可能性もあるため，当該業務の重

要性を考慮し，消防長が定める講習を受講した者でなければ，

これに従事てきないもので，講習制度等を条例・条規で，また 
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条 項 号  事 項 基 準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

50 
の4 

の6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

50 
の5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 

   

総 合 操 作 盤 

 

 

これに類する制御

盤，操作盤等で消

防長が定めるもの 

 

 

 

消防長が定める講

習 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

他に委託して行わ

せる場合 

 

高圧ガスを販売す

る事業者 

 

指 導 

 

消防告示で講習実施機関及び，講習内容を定めたもの。 

 防災センターにおいて建物内に設置されている防災関連設備

の集中監視及び制御を行うほか，ビル管理に必要な設備機器類

の監視制御も含めてビルの総合的な防災監視を行う機構をいう。 

 平成17年10月消防告示第２号による 

 スプリンクラー設備及び放送設備が併設された防火対象物に

設置されている当該消防用設備等の制御盤及び操作盤。 

 なお，法令義務により設置されたものに限る。ただし，政令

別表１⑸項イ及び⑹項に掲げる防火対象物のうち自主設置され

ているものについては講習の受講に努めるものとする。 

 平成21年７月消防告示第１号による 

 

（趣旨） 

 自動火災報知設備又は放送設備の操作又は監視の業務を警備

会社等に委託した場合，防火管理経験のない警備員等が派遣さ

れる場合が多く，過去の火災事例においても，これら警備員等

の防火管理知識等の不足により被害を大きくする傾向にあった

ため，これらの委託業務に従事する者は，必要とされる知識を

習得した者でなければならない。 

 さらに上記に限らず，委託しない場合においても，当該消防

用設備等の操作又は監視の業務を行わせる場合は，政令第３条

第１項第１号に該当する者又は条例第50条の４の５に定める講

習を受けた者に従事させるものである。 

 委託を受けた者が常駐する場合のほか，常駐はしないが巡回

方式により業務を行う場合等，その形態にかかわらず当該業務

を委託して行わせる場合はすべて該当する。 

 高圧ガス保安法第20条の４に規定する販売事業の届出及び液

化石油ガス法第３条第１項に規定する販売事業の登録を受けた

者。 

１ 消費設備の位置，構造，設備に関すること。 

２ ガスの性質等に関すること。 

３ 適正な器具の取扱いに関すること。 
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条 項 号  事 項 基 準 

 

 

 

50 
の6 
 

 

 

 

 

50 
の9 
 

 

 

 

 

 

50 
の10 
 

 

 

 

 

 

2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

   

 

 

前項に規定する訓

練と併せて実施す

ることができる 

 

 

 

その他の集合店舗

又は道路に面して

設けられた連続店

舗 

床 面 積 の 合 計 

が1,000㎡以上の

もの 

消火活動が容易に

行うことのできる

場所 

その他これに類す

る開口部 

１ 以 上 

 

 

外部から容易に開

放できる構造 

４ その他火災予防に関し必要な事項 

５ 条例第51条の３に規定する消防機関への届出が必要な消費

者教育は原則として年１回以上実施すること。 

 前項に規定する訓練と規則第３条第10項に規定する訓練を異

なった時期に実施すれば，年間４回消火訓練及び避難訓練を実

施することとなるため，これらを併せて実施すれば年間２回で

済ませることができるとするものである。（建築物その他の工作

物の全体についての防災管理に係る消防計画に基づく訓練を除

く。） 

 通称げたばき住宅の集合店舗部分及び商店街等をいう。また

商店街等にあっては公道により分割されたブロックを１の規制

単位とする。 

 

 店舗部分を有する建築物の各延面積の合計をいう。なお，こ

れは1,000㎡に満たない対象物に対しての設置をさまたげるも

のではない。 

 規則第５条の３第２項第２号の規定に準じるものとする。 

 

 

 鍵等を使用しなくては容易に開放できない構造の扉等をいう

が，人の出入専用の戸等小規模のものは該当しない。 

 大規模なものについては，その目的を達し得る適切な数を設

けるよう指導すること。また，複数設置する場合にあっては分

散して設置すること。 

 技術基準第２章第１節第５「無窓階の取扱い」の内１．⑶

「開口部の構造」を準用する。 

 上記運用中，非常電源は蓄電池設備，自家発電設備，専用受

電設備又は燃料電池設備のいずれかとする。また，制御盤等の

設置場所に応じた耐火，耐熱性能については（屋内に設けた場

合のみ）規則第12条第１項第４号イ，(ホ)の規定を準用する。 
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条 項 号  事 項 基 準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

50 
の10 

の2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

2 

 開口部として，水

圧開放装置を備え

たシャッター等を

設置する場合の表

示（水圧開錠装置

についても同様と

する） 

 

 

 

 

 

 

 

スプリンクラー設

備を設置した場合 

可燃性発泡樹脂 

消火又は避難に影

響を及ぼすおそれ

がないと認める場

合 

火災予防上必要な

措置 

標 識 

 

 

 

周囲が消防活動上

有効な道路若しく

はその保有する空

地に面しているも

の 

 水圧開放装置の直近には，シャッター等開放用の装置である

旨容易に視認できるよう，黄色の地に赤色の「消」の文字（文

字の大きさ５㎝×５㎝以上）を表示するとともに送水圧力を明

記すること。 

 

（表示例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １階部分のみの設置ではなく全館設置の場合のみが該当する。 

 

 平成22年７月消防告示第１号１項による 

 平成22年７月消防告示第１号２項による 

 

 

 

 条例第29条第３項（Ｐ95参照）に定める措置による。 

 

 条規別表による。 

 このスプリンクラーヘッドの設置及び維持管理については，

スプリンクラー設備と同様に，法第17条の３の２，法第17条の

３の３，法第17条の14などに準じて取り扱うものとする。 

 建築物の外周の３面以上がはしご車などの特殊な車両が部署

できる道路，空地に面し，各階の外壁面に窓その他の開口部

（規則第５条の２第２項の規定に適合するもの）を該当壁面の

長さ10ｍ以下ごとに設けている場合をいう。 
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条 項 号  事 項 基 準 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スプリンクラーヘッ

ドを設ける 

（活動空地） 

 30ｍ級はしご車による活動を考える建築物にあっては５×12

ｍ，50ｍ級はしご車にあっては６×12ｍの範囲で，総重量20ｔ

の車両が通行可能な地盤支持力が確保された勾配５％以下の空

地を確保する。なお，架空線等，架梯障害が生じないこと。 

（進入路） 

 幅員５ｍ以上，勾配５％以下とし，総重量20ｔの車両が通行

可能な地盤支持力を有する他，道路構造令に準拠するものとす

る。但し，高さ31ｍ以上の建築物の場合は，幅員６ｍ以上確保

する。 

 条例によるヘッドの設置は，10階以下の階及び31ｍ以下の階

に適用するもので，政令第12条第２項及び第３項並びに規則第

13条から第14条の規定を準用するもののほか，制御弁，自動警

報装置などの一連の機器などについても設けることが必要であ

る。 

 スプリンクラーヘッドの設置部分については，政令第32条の

規定を適用し，屋内消火栓設備の設置を要しないことができ，

当該ヘッドの設置部分以外の部分については，補助散水栓を設 
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条 項 号  事 項 基 準 

 

50 
の10 

の4 

 

 

    

寝 具 類 

 

 

 

 

 

 

防炎性能を有する

もの 

けることで代替できることとなっている。 

・側地類（ふとん側地，マットレス側地，敷布，布団カバー，

毛布カバー，枕カバーなど） 

・詰物類（寝具用中綿，プラスチック発泡体等） 

・ふとん類（ふとん，座ぶとん，ベッドパット，枕（陶製のも

の及び籐製のものを除く。）マットレス等） 

・毛布類（毛布，ベッドスプレッド，タオルケット等）などを

いう。 

 防炎製品ラベルが貼付されている物をいう。 
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第 7章の 2  屋 外 催 し に 係 る 防 火 管 理 
 

条 項 号  事 項 基 準 

 

 

 

 

 

50 
の10 

の5 
 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

1 

 ( 目 的 ) 

 

 

 

 

多数の者の集合す

る屋外での催し 

 

 

 

 

 

 

 

大規模なものとし

て消防長が別に定

める要件 

 

 

 

 

 

 

対 象 火 気 器 具 

 多数の者が集合する催しにおいて，対象火気器具等の取扱い

に関する規定の整備，特に大規模な催しを主催する者に対して，

防火担当者の選任，火災予防上必要な業務の計画の作成等を義

務付け，より安全で安心な催しの開催となることを目的として

いる。 

 一時的に一定の場所に人が集合することにより混雑が生じ，

火災が発生した場合の危険性が高まる催しであって，祭礼，縁

日，花火大会，展示会のように一定の社会的広がりを有するも

のを指すものである。したがって，集合する範囲が個人的つな

がりに留まる場合（近親者によるバーベキュー，幼稚園で父母

が主催するもちつき大会のように相互に面識がある者が参加す

る催しなど）のような社会的な広がりがなく，混雑が想定され

ない催しなどは対象外である。この際，同第54条第１項第７号

（露店等の開設届出書）の届出は必要ない。 

 神戸市消防長告示「祭礼，縁日，花火大会その他の多数の集

合する屋外での催しのうち，大規模なものとして消防長が別に

定める要件（平成26年７月23日消防告示第１号）」で，「露店等

の数が80以上のもの」と定められている。 

 展示ブース等で対象火気器具等を使っていない場合は，消火

器の準備や露店等の開設届は不要であるが，告示要件の80店舗

には含まれる。また，屋内の厨房部分については，露店等に含

まれない。 

 「露店等」：第50条の10の６第１項第３号運用基準参照 

 「対象火気器具等」とは，「対象火気設備等の位置，構造及び

管理並びに対象火気器具等の取扱いに関する条例の制定に関す

る基準を定める省令（平成14年３月６日総務省令第24号）」の第

18条で掲げるものを指す。ガスコンロ等の対象火気器具等を使用

する場合には，消火器の準備（第19条第１項第９号の２）と露店

等の開設届（第54条第１項第７号）が義務となる。 
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条 項 号  事 項 基 準 

 

 

 

 

 

 

 

50 
の10 

の6 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

3 

 

   

 

 

 

 

 

 

防 火 担 当 者 

 

 

 

露店等，屋台その

他これらに類する

もの 

（電気を熱源とする器具の特例） 

条例別表第１に掲げるもの以外で，電気を熱源とする器具の

うち器具の表面に可燃物が触れた場合に当該可燃物が発火する

おそれのない器具（電気ポット、コーヒーメーカー及び電気あ

んか等）にあっては，火災予防上支障がないと認め，条例第23

条の特例を適用し，同第22条第１項の規定（同第19条１項第９

の２号の規定の準用）を適用しない。 

 防火担当者の資格について特段の定めはない。指定催しの関

係者に対して火災予防上必要な業務に関し必要な指示等を行う

ことができる立場の者が選任されるよう指導する。なお，主催

する団体の代表者が自ら防火担当者になることを妨げない。 

 祭礼，縁日等における露店，屋台，学園祭や各種団体等の模

擬店，移動店舗その他，これらに類するものを指す。 

 これらに類するものとは，来場者等に物品を販売するほか，

炊き出し，広報チラシの配布ブースなどの無料で提供するもの，

展示のための陳列，見世物や体験ブース等である。 
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第 8章 市民生活の安全の確保 
 

条 項 号  事 項 基 準 

50 
の11 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

50 
の12 
 

 

 

 

 

50 
の13 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

   

 

生活安全情報を収

集し，及び調査す

る 

 

 

 

 

 

 

 

 

事 業 者 

 

 

 

必 要 な 活 動 

 

技 術 の 提 供 等 

 

 

 

 

 

必 要 な 措 置 

 

 本条は，市，事業者及び市民の基本的な防災責務を定めたも

のである。 

 法第31条の火災の原因の調査に限らず，火災及びその他の災

害，家庭内の環境や生活に関連する機器に起因して発生する災

害及び事故等から市民生活の安全を守るための情報を言う。 

 災害現場活動，火災原因調査を通じての情報収集のほか，通

商，経済産業及び消費者保護行政を担当する行政機関（消費者

庁，経済産業省・同近畿経済産業局，神戸市民参画推進局・同

生活情報センター，兵庫県立生活科学センター等をいう。以下

「関係行政機関」という。）と連絡を密にして情報の収集を行う

とともに，条例第50条の13，第50条の14及び第51条に基づき，

事業者その他あらゆる方面からの情報収集に努め，災害等の発

生について調査することをいう。 

 神戸市内に事業所を有するもの及び神戸市域に事業活動の及

ぶ事業者をいう。 

 本条は，事業者が行う自主防災活動に参加すべきことを定め

たものである。 

 条例第50条の15から第50条の18に規定するものにかかる自主

防災活動等を市民とともに行うことをいう。 

 事業者が有する地域防災活動に必要な技術と生活安全情報の

提供をいう。 

 本条は，事業者の事業活動に伴い災害等の発生又はその原因

が生じた場合，法令の規制するものはもちろんのこと，その他

についても事業者が「必要な措置」をとるべきことを定めたも

のである。 

 市及び市民への迅速な情報提供，製品の改善，回収等を行う

ことをいう。 

 なお，これらの措置が十分でないと認められる場合は，関係

行政機関と協力し，事業者に対して「必要な措置」をとるもの

とする。 
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条 項 号  事 項 基 準 

 

 

50 
の14 
 

 

 

 

 

 

50 
の16 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

50 
の17 

 

2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 

3 

  事 前 に 把 握 し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住宅用防災警報器

等，消火器その他

の家庭用防災機器 

寝具類は防炎性能

を有するもの 

 緊急時の責任者連絡先，対象物の構造，設備，収容物等の情

報を事前に簡略な書面とすることが望ましい。 

 本条は，事業者が器具等の安全な使用方法及び構造等に起因

して発生又はそのおそれのある災害及び人命危険の被害を事前

にくい止め，又は最小限に止どめるために必要な情報を，自主

的に，かつ，迅速的確に提供する努力義務を課するものである。 

 なお，市が情報の提供を受けた場合は，条例第51条に基づく

異常発熱器具等の通報に関する調査事務に準じて処理するもの

とする。 

 第１項は，市民個々の責任に帰する火気管理，機器の使用管

理及び避難管理等の責務を定めたものである。 

 第２項は，火災等の災害時に自力避難困難な高齢者，身体障

害者等を近隣の市民で救護する相互協力関係を推進するよう定

めたものである。 

 第３項は，市，事業者及び市民が相互に協力し合って，高齢

者等の安全な就寝環境づくりを推進しようとするものである。 

 住宅用防災警報器，住宅用防災報知設備のほか，住宅用スプ

リンクラー，台所用簡易消火装置，避難器具等が該当する。 

 

 条例第50条の10の４の基準参照 

 

 本条は，放火に対する市民の自衛手段について定めたもので

あるが，神戸市内の事業所についても条例第50条の13により，

市民とともに放火されない環境づくりに努めなければならない

ものである。 

 また，本条は，個々の市民の責務でもあるが，条例第50条の

15の市民が組織的に行う防災活動にも該当するものである。 

 なお，市はこの放火されない環境づくりを推進するため，市

民に放火の発生状況等必要な情報を積極的に提供するものであ

る。 
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第 9 章  雑      則 

 

条 項 号  事 項 基 準 

51 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

51 
の2 
 

 

 

 

 

51 
の4 
 

51 
の6 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

通 報 者 

 

 

 

 

資 料 を 提 出 

 

 

発 見 し た 者 

通 報 

 

 

 

 

届 け 出 

 

これに類する物品

販売業を営む店舗 

 本条は，異常発熱器具等の通報義務を定めたもので，これに

関する消防機関の情報収集手段の整理を図り，事業者に対する

適切な指導及び市民に対する幅広い生活安全情報の提供を目的

とするものである。 

 通報義務対象の器具等は，熱源（すなわち発熱体を有するも

の）に関係なく，広く，電気，ガス，石油その他のエネルギー

源を使用する全ての器具等とする。 

 また，通報義務対象の事案は，火災の発生のおそれのあった

事案及び酸欠事故，火傷，感電等の人命の危険の発生若しくは

そのおそれがあった事案をいう。 

 地域を問わず，直接その事案を発見した者及び伝聞等により

これを知り得た者も含まれる。 

 なお，調査する内容は，「発生日時」，「発生場所」，「器具・

設備名」，「事案の概要」，「発生原因」，「死傷者の状況」及び

「その他必要な事項」とする。 

 安全な市民生活を確保するために，その根源となる要因の排

除が必要となるため，神戸市域外の事業者に対しても適用され

る。 

 当該行為者を含むものである。 

 法第23条の２において，ガス，火薬，危険物等の事故発生時

の火災警戒区域の設定とその区域内における措置命令権が規定

されているが，その早期，かつ有効な初動をもって，市民の安

全を確保するため「おそれの状態」のうちに通報を求めようと

するものである。 

 条規第12条に定める様式第５号は，規則第３条第11項の避難

訓練実施時の通報用紙にも用いることができる。 

 政令第１条の２第１項で定めるものをいう。 

 （法第８条の２の２に基づき防火対象物の点検報告がなされ

ている対象物及び市場等の連続的小売店舗は除く。） 
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条 項 号  事 項 基 準 

51 
の7 
 

52 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

53 

 

 

 

 

 

 

 

54 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 変 更 の 範 囲 

 

防 火 対 象 物 

 

届 出 義 務 者 

 

 

 

 

 

防火対象物を新築，

増築……又は用途

の変更をしようと

する者 

 

所轄消防署長に届

出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行 為 

 

 主要避難通路又は，補助避難通路の変更をするときは，規模

の大小にかかわらず，届け出をする必要がある。 

 既存の建造物で新たに政令別表第１⒄項に指定されたときは，

防火対象物の使用開始の届け出が必要である。 

 第１項の届出義務者は「新築，増築，改築，移転，修繕若し

くは模様替え又は用途の変更をして使用しようとする者」であ

るが，それは所有者，賃貸人，賃借人その他権原に基づいて使

用しようとする者である。 

 ただし，新築であって工事管理が適切に行われている場合は，

現場管理者等によることができる（第１項に限る。） 

 新築，増築，改築，移転，用途変更については，一般住宅

（政令別表第１に掲げる⒃項の対象物の部分にあるものを除く。）

を除く全ての防火対象物。 

 修繕，模様替えについては，それらの変更により，消防用設

備等または防火管理面で変更が生じる対象物。 

 技術基準第３章第１節第３のうち，２「防火対象物使用開始

届出書の添付図書等」，３「軽微な工事における特例的な取扱」

を準用 

（趣旨） 

 本条は，火を使用する設備またはその使用に際し，火災のお

それのある設備について，これを設置する場合にあらかじめ所

轄消防署長へ届け出たうえで審査を受けることを規定したもの

である。 

 本条の趣旨から，設置後に設備を変更する場合についても，

あらかじめ，その旨を改めて所轄消防署長に届け出たうえで審

査を受けなければならない。 

 本条は，火災とまぎらわしい煙又は火災を発生するおそれの

ある行為等火災予防又は消火活動に重大な支障を生ずる行為の

届出について規定したものである。 

 行為自体が火災予防上の危険が存するもので，消防機関がそ

れを知らなければ，自ら火災と誤認し，あるいは一般市民から

の通報によって消防隊が出動し，計画的な消防警備が混乱する 
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条 項 号  事 項 基 準 

 

 

54 
の2 
 

55 

 

 

 

56 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

56 
の2 

 

 

1 

 

2 

3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

   

 

消防長が指定した

もの 

指 定 す る 区 域 

実体なく，関係者

不明のものの届出

の処理 

核 燃 料 物 質 等 

 

 

 

 

 

消防長の指定する

もの 

 

 

業務として 

 

 

 

 

あ ら か じ め 

 

 

 

 

計画を消防長へ届

け出なければなら

ない 

おそれのあるもの。 

 

 昭和61年３月消防告示第２号 

 

 平成10年２月消防告示第３号 

 実体がなくなり，かつ，関係者が不明の届出は，消防職員の

調査により廃止処理することができる。 

 

 従来は，法第４条の規定に基づく立入検査等によってこれら

の物質の貯蔵取扱の実態を把握していたところであるが，実際

には，このような方法ではその一部の実態を把握するにすぎな

い実情にあったので，本条の規定により消防長の指定するすべ

ての物質について，その実態を把握し，災害活動の効果的な対

策を樹立することをねらいとしたものである。 

 昭和41年６月消防告示第１号による。 

 この告示により核燃料物質，核原料物質，火薬類，高圧ガス

（毒性ガス，可燃性ガス，酸素）の一定数量以上のもの等が指

定されている。 

 条文にある物質そのものの貯蔵，販売は勿論であるが，その

他の業においても，その業務を行うため関連的に貯蔵，取り扱

う場合も含まれるものと解する。 

 たとえば，浄水場で滅菌剤として水に塩素ガスを添加してい

る場合などは含まれる。 

 貯蔵又は取扱いを開始しようとする前のことであり，何日前

までというように具体的な日数を定めてはいないが，届け出に

伴う現場の実態把握（立入検査）等の必要性も生ずるところか

ら，これらのことを考慮にいれ，できるだけ早目になされるこ

とが望ましい。 

 条規第12条に定める様式第27号（0.17㎜程度の厚紙で，確

認申請書(正)から容易に取り外せる（ミシン目等）措置を講じ

ること。） 
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別添 
 
 

 

劇 場 
 

百貨店 

 
等 
 

喫煙管理 
 
客席基準 

 
特例適用願出書 

 

年   月   日 

神 戸 市 消 防 長 あて  
願 出 者                   
住   所                   

 
 

（電話   －    ） 

氏   名               ㊞   

防火対象物 

所在地 区        (電話    －      ) 

名 称  

用 途  
防火管理者 
氏   名 

 

適 用 場 所  

特例適用を

受けようと

する規定及

びその内容 

規 
 
定 

□ 各席の禁煙表示（条例第 24条 2項） 

□ 喫煙所面積の減免（条例第 24条第 7項） 

□ 客席基準（条例第 44条の 2） 

内 
 
容 

 

※ 

 

 

特例を適用

する要件等 
 
 

 

 

※  受  付  欄 ※  経  過  欄 

  

※印の欄は、記入しないこと。   



 

 

 

 



  

 

避難計算方法 

１ 避難対象人数 

立見席部分の収容人員合計 

２ 歩行速度は、車椅子や高齢者を想定して、0.5ｍ/sec とする。 

３ 避難の評価方法は、次のとおりとする。 

避難時間（Ｔ１）≦許容避難時間(rＴ１)＝ｈ√Ａ1 

Ａ1：煙が滞留する部分の面積（㎡） 

 ：天井の高さが６ｍ未満の部分の場合は２ 

：天井の高さが６ｍ以上の部分の場合は３ 

４ 避難評価表 

計 算 項 目 計算式等（居室毎に評価） 

煙が滞留する部分の面積 Ａ1   （㎡）  

避難対象人数      Ｐ    （人）  

立見席からの避難に使用できる扉幅 

の合計 ∑Ｗ  （ｍ） 
 

避難時間 

T1=maxt11,t12 

出口通過時間 t11（sec） Ｐ ／ 1.5×∑Ｗ 

室内歩行時間 t12（sec） 歩行距離／歩行速度  

許容避難時間     rＴ１(sec） ｈ√Ａ1 

評    価 Ｔ1≦ rＴ１ 

 

５ 計算例（下図） 

   ア 煙が滞留する部分の面積 5000 ㎡ 天井高さ 15ｍ 

   イ 立見席の収容人員 5000 人 

   ウ 立見席出口から最遠点の立見席までの歩行距離 60ｍ 

   エ 出口は４箇所（４ｍ×４）＝16ｍ 

 （１）許容避難時間 

    (rＴ１)＝3√Ａ1＝3√5000＝212.1 秒 

 （２）避難時間 

t11＝Ｐ／(1.5×∑Ｗ)＝5000/(1.5×16)＝208.3 秒 

t12＝60/0.5＝120 秒 

t11＞t12 T1＝t11 の数値を使用 

（３）Ｔ1≦ rＴ１ 

   208.3 秒≦212.1 秒 

 支障なし 
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最遠点 

ｈ 


